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Ⅰ はじめに 

 

本市は、名古屋市基本構想に基づく第３次の長期総合計画として、平成１２年９月に名古屋新

世紀計画２０１０を策定・公表しました。この計画は、本市の２１世紀初頭のまちづくりの指針

であり、生活、環境、文化、産業のすべての分野にわたって調和のとれた、「誇りと愛着の持てる

まち・名古屋」をめざしています。 

 

この名古屋新世紀計画２０１０の適正な進行管理を行うとともに、実効性を確保し、施策・事

業の効率的かつ効果的で着実な推進をはかることを目的として、平成１６年３月に名古屋新世紀

計画２０１０第２次実施計画（計画期間：平成１６～１８年度）を策定・公表しました。 

 

このたび、第２次実施計画の平成１６年度から１８年度の３年間の進状況をまとめました。

これは、計画登載事業の計画事業量と実績事業量を比較し、計画事業量に対する取り組み状況

を明らかにするものです。また数値目標については、平成１８年度の目標値の達成状況を示して

います。 

 

なお、平成１９年３月に平成１９年度から平成２２年度までの４年間を計画期間とした「第３

次実施計画」を策定・公表しました。今後もこれまでの取り組みをふまえ、「名古屋新世紀計画

２０１０」の実現に向け計画の着実な推進をはかっていきます。 
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Ⅱ 概要 

 

１ 事業計画の進状況について 
 
事業計画について、平成１６～１８年度の実績が計画事業量に対してどの程度進したかを、

次の４種類の記号で示しています。 
 

進状況 基  準 

☆☆☆ 

順調 
計画事業量に対し、順調に進しているもの 

☆☆ 

やや遅れ 
計画事業量に対し、やや遅れが見受けられるもの 

☆ 

遅れ 
計画事業量に対し、遅れが見受けられるもの 

事
業
計
画 

－ 

見直し 
事業内容・事業量等を全面的に見直したもの 

 
（注）平成１６～１８年度の実績が計画事業量の概ね８割以上であれば「☆☆☆」、５割以上であれば「☆☆」、

５割に満たなければ「☆」を付しています。 

 

 

 

 

 

 

計画登載の４２０事業について、平成１６～１８年度の進状況は、およそ８割の事業が順

調に進しています。 
 

進状況別事業数 

☆☆☆ ☆☆ ☆ 柱 

順調 やや遅れ 遅れ 

－ 

見直し 
合 計 

市民の福祉と健康 52 10 3 6 71 

都市の安全と環境 80 17 1 2 100 

市民の教育と文化 62 12 1 1 76 

市街地の整備 91 21 2 0 114 

市民の経済 41 5 0 0 46 

人権と市民サービス 11 0 2 0 13 

合  計 337 65 9 9 420 
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２ 数値目標の進状況について 
 

数値目標について、平成１８年度の目標値の達成状況を「☆」の数で示しています。 

 

進状況 基  準 

☆☆☆ 

順調 
目標値に対し、順調に進しているもの 

☆☆ 

やや遅れ 
目標値に対し、やや遅れが見受けられるもの 

☆ 

遅れ 
目標値に対し、遅れが見受けられるもの 

数
値
目
標 

＊ 実績値の把握ができないもの 

 

（注）平成１８年度の目標値の達成状況が、概ね８割以上であれば「☆☆☆」、５割以上であれば「☆☆」、

５割に満たなければ「☆」を付しています。 

また、実績値の把握ができないものには、 ① 数年ごとの調査をもとにしているため平成１８年度の

実績値が把握できないもの、 ② 平成１８年度の実績値の把握にあたり調査方法を簡易にしたものなど

計画策定時と調査方法を変更したもの、 などがあり「＊」を付しています。このうち、一部については

参考値として数値を掲載しています。 

 

 

計画登載の１１３数値目標について、平成１８年度の進状況は、「＊」を除く１０３項目の

うち、およそ７割が順調に進しています。 
 

進状況別数値目標数 

☆☆☆ ☆☆ ☆ 柱 

順調 やや遅れ 遅れ 
＊ 合 計 

市民の健康と福祉 12 2 6 2 22 

都市の安全と環境 10 3 4 0 17 

市民の教育と文化 15 2 5 2 24 

市街地の整備 21 4 4 4 33 

市民の経済 10 1 2 1 14 

人権と市民サービス 1 0 1 1 3 

合  計 69 12 22 10 113 
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３ 事業費について 

平成１６～１８年度の実績事業費（見込み）は、約９，３００億円で、計画事業費のおよそ

９割となりました。 

 

 計画事業費 平成１６～１８年度実績事業費 

総事業費 約１兆円 約９，３００億円 

うち一般会計 約７，３００億円 約６，５００億円 

 
数値目標について 

第２次実施計画では、個々の事業を実施することにより、達成をめざす施策の目標を、

数値目標として登載しました。 

例えば、「高齢者福祉」部門には 

・安心して介護が受けられる仕組みづくり 

・地域において安心して生活できるための支援 

・健康で生きがいが感じられる生活への支援 

の３つの施策を掲げています。これらの施策について、 

・利用している在宅介護サービスに関する満足度 

・日常生活が自立している高齢者の割合 

・自分が健康であると感じている高齢者の割合 

・シルバー人材センターを通じて働く高齢者の就業延べ人数 

の４つを数値目標として掲げており、それぞれに、平成１８年度と２２年度に達成を

めざす目標値を掲載しています。 

 

進状況の各記号は、これら数値目標の平成１８年度の目標値に対する進状況を示す

もので、それぞれの施策全体の進状況を表しているものではありません。 
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Ⅲ 部門別計画の進状況 

第1章 市民の福祉と健康    
1－1 福祉 
1－1－1 高齢者福祉 
1 安心して介護が受けられる仕組みづくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

79.7％ 
（14年度） 81.2％ 85％ 90％ ☆ 健康福

祉局  
利用している在宅介護

サービスに関する満足

度 
☆の理由：平成18年4月の介護保険制度の改正に伴い、通所介
護事業所が新たに取り組むこととなった栄養指導などの項目

について、満足という評価が得られなかったため。  
 

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

高齢者保健

福祉計画･介

護保険事業

計画の改定 

介護保険事業を円滑に推

進し、高齢者の保健福祉

施策を充実するため、高

齢者保健福祉計画と介護

保険事業計画を一体とし

て定めた「はつらつ長寿

プランなごや2003」を改
定 
 

計画の改定 ｢はつらつ長寿

プランなごや

2006」策定・公
表 

☆☆☆ 健康福
祉局  

介護サービスの問題点を

把握し、運営を改善する

ため、サービスの提供者

と利用者がそれぞれ評価

を行う事業者自己評価･

ユーザー評価を実施 
 

実施 実施 介護サービ

スの質の確

保 

各種相談および介護サー

ビス利用にかかる契約の

助言などを行う介護保険

アドバイザーを派遣 
 

拡充（グループ

ホームへの定

期的派遣） 

拡充（グループ

ホームへの定

期的派遣） 
 

☆☆☆ 健康福
祉局  

在宅サービ

スセンター

の設置 

全区での開設をめざして

在宅サービスの提供と地

域福祉活動の推進拠点と

なる施設を設置 
 
 

累計9か所 
完成2か所 
着工1か所  

累計9か所 
完成1か所 
実施設計 

1か所 
調査 1か所 

 

 

☆☆ 健康福
祉局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

認知症高齢

者調査研究

事業 

認知症高齢者などが住み

慣れた地域で安心して暮

らしていけるような支援

体制の整備のための研究

資料とするため、療養状

況、介護状況などの実態

調査や虐待問題などの研

究を実施 
 

実態調査・研究

の実施 
実態調査・研究

の実施 
☆☆☆ 健康福

祉局  

短期入所（シ

ョートステ

イ）の充実 

安心して在宅介護ができ

るよう、介護者が病気や

事故、出産などで一時的

に介護ができない場合

に、要介護者などを一定

期間受け入れて、入浴、

食事、排せつなどの介護

その他の日常生活上の世

話や機能訓練を行う施設

を整備 
 

累計878床 
運用139床 
完成 45床  

累計963床 
運用235床 
完成 15床 
着工 40床 

 

 

☆☆☆ 健康福
祉局  

特別養護老

人ホームの

整備 

常時の介護を必要とし、

在宅での生活が難しい高

齢者の日常生活を支援す

るため、入浴、食事、排

せつなどの介護や機能訓

練などを行う入所施設を

整備 
 
 

累計58か所 
 定員5,204人
開設12か所 
(うち増築2か所)
完成5か所  
(うち増築1か所) 

累計57か所 
 定員5,125人 
開設11か所 
(うち増築2か所) 
完成4か所 
(うち増築2か所) 
着工4か所 
(うち増築1か所) 

 

 

☆☆☆ 健康福
祉局  

介護老人保

健施設およ

び通所リハ

ビリテーシ

ョン施設の

整備 

病状が安定し、入院治療

する必要のない要介護者

などの日常生活を支援す

るため、リハビリテーシ

ョンや看護･介護サービ

スを行う入所施設を整備

し、あわせて日常生活の

自立を助けるため、理学

療法、作業療法などのリ

ハビリテーションを行う

通所施設を併設 
 

累計55か所 
 定員5,479人
(うち通所リハ
ビリテーショ

ン併設累計54
か所） 
開設13か所 
着工2か所  

累計55か所 
 定員5,551人 
(うち通所リハ
ビリテーショ

ン併設累計55
か所） 
開設14か所   

☆☆☆ 健康福
祉局  

※平成16年12月24日付け厚生労働省通知により、本文中の「痴ほう」、「痴ほう性」については、
「認知症」に変更 
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2 地域において安心して生活できるための支援 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

日常生活が自立してい

る高齢者の割合 
85% 
（15年度） 85% 85% 85% ☆☆☆ 健康福

祉局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

配食サービ

ス事業 
介護が必要な高齢者や身

体障害者、ひとり暮らし

の高齢者などの在宅生活

を支援するため、自宅に

食事を配達するとともに

安否の確認などを実施 

利用者数の拡

大 
生活援助型配

食サービス事

業利用者 
 4,943人 
 
自立支援配食

サービス事業 
 321人 
 

☆☆ 健康福
祉局  

介護者の負担を軽減する

ため、認知症高齢者など

がはいかいした場合に、

小型発信機の活用などに

より早期発見･早期保護

できるよう支援 
 

開始 
 利用者数 
 100人 
 

－ － 健康福
祉局  

はいかい高

齢者家族支

援サービス

事業 

－の理由：民間事業者によるサービスが実施されているため。 
 
心身または家庭環境の理

由と経済的理由により在

宅での養護を受けること

が難しい高齢者の入所施

設を整備 
 

累計 6か所 
 定員770人 
着工 1か所  

－ － 健康福
祉局  

養護老人ホ

ームの整備 

－の理由：養護老人ホームの待機者の減少傾向を踏まえ、利用希望の多い特別

養護老人ホームの整備を優先させていく必要があるため。 
 

ケアハウス

の整備 
身体機能の低下などによ

り独立して生活すること

に不安がある高齢者が、

在宅サービスを活用しな

がら自立した生活ができ

る入所施設を整備 
 

累計 17か所 
 定員 441人 
開設 1か所 
完成 2か所 
着工 1か所  

累計 18か所 
 定員 461人 
開設 2か所  
 

 

☆☆☆ 健康福
祉局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

福祉給付金

の支給 
安心して療養することが

できるようにするため、

高齢障害者などの医療費

の一部負担相当額を助成

 

実施 実施 ☆☆☆ 健康福
祉局  
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3 健康で生きがいが感じられる生活への支援 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

58% 
（13年度） 57％ 59% 60% ☆ 健康福

祉局  

自分が健康であると感

じている高齢者の割合

☆の理由：平成17年9月、厚生労働省が生活習慣病対策にメタ
ボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の概念を導入し、広

く国民に浸透しつつあることから、健康に対する考え方に変化

が現れていると考えられる。  
 

シルバー人材センター

を通じて働く高齢者の

就業延べ人数 

489,711人 
（14年度） 778,653人 550,000人 790,000人 ☆☆☆ 健康福

祉局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

地域に生活する虚弱な高

齢者やその家族などを対

象に保健師などが家庭訪

問し、介護予防に必要な

支援や療養相談、健康管

理に関する指導などを実

施 
 

訪問指導件数 
 年24,300件 

訪問指導件数 
 ⑯11,025件 
 ⑰13,565件 
 

家庭訪問などにより健康

状態や生活状況などをふ

まえた介護予防支援計画

を作成 
 

介護予防支援

計画の作成 
 年5,300件 

介護予防支援

計画の作成 
 ⑯1,685件 
 ⑰4,961件 

介護の予防 

高齢者の骨折や認知症を

予防し、心身の機能の維

持をはかるため、身近な

地域において転倒予防教

室や認知症予防教室、リ

ハビリ教室を実施 

転倒予防教室 
 年48回 
 
 
認知症予防教

室 年48回 
 
 
リハビリ教室 
 年2,400回 

転倒予防教室 
 ⑯33回 
 ⑰38回 
 
認知症予防教

室 ⑯33回 
  ⑰37回 
 
リハビリ教室 
 ⑯2,358回 
 ⑰2,427回 
 

－ 健康福
祉局  
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  ⑱介護保険法

改正に伴い、体

系を変更 
 
虚弱高齢者へ

の取り組み 
通所型介護予

防事業（運動

器の機能向上

など）および

訪問型介護予

防事業 
 
すべての高齢者

への取り組み 
 地域介護予防

教室、地域住

民グループ支

援事業など 
 

   

－の理由：平成18年度の介護保険制度改正により、虚弱高齢者を対象とした通
所型介護予防事業および訪問型介護予防事業と、すべての高齢者を対象とした介

護予防に関する知識の普及・啓発に関する事業に変更したため。 
 

高齢者就業

支援センタ

ー事業 

高齢者の就業に関しての

相談や情報提供、技能講

習から仕事の紹介まで一

貫したサービスを提供す

るほか、高齢者による地

域でのNPOなどの設立
を支援することにより、

高齢者共助を推進 
 

実施 実施 ☆☆☆ 健康福
祉局  

シルバー人

材センター

事業 

高齢者がその豊かな知識

や経験を生かして生きが

いを高め、社会活動を行

うことができるよう、臨

時的･短期的な就業の場

を提供 
 

会員数 
 9,700人 

会員数 
 8,355人 

☆☆☆ 健康福
祉局  

福祉会館の

整備 
高齢者の健康の増進、教

養の向上のためのサービ

スを提供する施設を改築

 

改築2館 改築1か所 
基本設計1か所 

☆☆ 健康福
祉局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局 

敬老パスお

よび敬老手

帳の交付 

高齢者の社会参加を促進

するため、敬老パスおよ

び敬老手帳を交付 
 

敬老パスにつ

いては一部負

担を導入して

実施 

敬老パスにつ

いては一部負

担を導入して

実施 
 
あおなみ線へ

の適用開始 
 

☆☆☆ 健 康 福
祉局  
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1－1－2 児童福祉 
1 子どもを生み育てやすい環境づくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

子育てに不安を感じて

いない親の割合 
31.6% 
（13年度） 34.3％ 35% 40% ☆☆☆ 

子ども

青少年

局  

のびのび子育てサポー

ト事業による子育て支

援活動件数 

5,881件 
（14年度） 19,077件 10,000件 17,000件 ☆☆☆ 

子ども

青少年

局  

 
 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

次世代育成

支援対策推

進法に基づ

く行動計画

の策定 

次代の社会を担う子ども

が健やかに生まれ、かつ、

育成される環境の整備

「次世代育成支援対策」

を推進するための具体的

な目標を定める計画を策

定 

行動計画の策

定 
行動計画の策

定・推進 
☆☆☆ 子ども

青少年

局はじ

め関係

局  

保育所の整

備 
保育所入所待機児童の解

消のため、保育所の新設、

定員増を実施するととも

に、耐震対策や老朽化し

た保育所の改築を実施 
 

保育所数 
累計276か所
分園7か所 
新設4か所 
改築2か所  

保育所数 
累計279か所 
分園6か所 
新設6か所 
改築1か所 

 
 

☆☆☆ 

 
子ども

青少年

局  

保育内容の

充実 
仕事と子育ての両立を支

えるため、保護者の勤務

時間の多様化に対応した

保育サービスを充実 
 

延長保育 
 137か所 

延長保育 
 132か所 

☆☆☆ 子ども
青少年

局  

子育て家庭

への支援の

充実 

子どもを安心して生み、

育てる環境を整備するた

め、第3子以降を対象とし
た市独自の手当制度およ

び保育料軽減措置を開始

 

開始 開始 ☆☆☆ 子ども
青少年

局  
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 子育て総合相談窓口にお

いて、子育てに関するさ

まざまな相談に応じるほ

か、保育所において家庭

での育児不安などに対す

る相談体制を強化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
初妊婦や初めて乳児を持

つ親が子育ての情報の交

換や仲間づくりができる

子育てサロン事業などに

加え、地域において自主

的に子育て交流･相談活

動を行っている子育て支

援サークルなどへの支援

事業を開始 
 

子育て総合相

談窓口 
 全区で実施 
 
保育所で育児

相談や地域交

流を行う子育

て支援事業を

実施 
 
一部の保育所

などで子育て

支援センター

事業を開始し、

相談体制を強化

 
子育てサロン 
 全区で実施 
 
子育て支援サ

ークルなどへ

の支援事業を

開始 
 

子育て総合相

談窓口 
 全区で実施 
 
保育所で育児

相談や地域交

流を行う子育

て支援事業を

実施 
 
地域子育て支

援センター事

業を開始 
 25か所 
 
 
子育てサロン 
 全区で実施 
 
子育て支援サ

ークルなどへ

の支援事業を

実施 
 ⑯3か所 
 ⑰10か所 
 ⑱10か所 
 

  

地域での子育てを支援す

るため、会員組織をつく

り、子育てを支援してほ

しい人と手助けしたい人

の登録･仲介を実施 
 

のびのび子育

てサポート事

業登録者数 
 2,800人 

のびのび子育

てサポート事

業登録者数 
 ⑯1,960人 
 ⑰2,458人 
 ⑱3,078人  
 
支部4か所設置 
 

なごや子育

て情報プラ

ザの拡充 

コーディネーターを配置

し、子育てに関する制度

の利用相談･支援などを

開始 
 

子育て支援コ

ーディネート

事業を開始 

子育て支援コ

ーディネート

事業を開始 
 
 

☆☆☆ 子ども

青少年

局  

不妊治療費

の助成 
不妊治療の経済的負担の

軽減をはかるため、高額

の医療費がかかる体外受

精、顕微授精に要する費

用の一部を助成 
 

開始 開始 ☆☆☆ 子ども

青少年

局  
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2 子どもが健やかに育つ環境づくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

児童館の利用者の満足

度 
93％ 
（13年度） 97％ 95％ 98％ ☆☆☆ 

子ども

青少年

局  
 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

児童館の整

備 
遊びを通して、子どもた

ちの健やかな成長をはか

り、健康を増進し、情操

を豊かにすることを目的

とする児童館を改築 
 

改築2館 改築1か所 
基本設計1か所 

☆☆ 子ども

青少年

局  

留守家庭児

童健全育成

事業 

子育てをしながら安心し

て働きつづけることがで

きるよう、放課後の児童

の健全育成を実施 
 

実施 
 児童館16館 
 育成会 
  195か所 

実施 
 児童館16館 
 育成会 
  176か所 
 
助成の拡大 
⑯開設時間を1
時間延長 
⑰家賃助成限

度額を1万4
千円増 
障害児加算

の対象を6年
生まで拡大 
⑱ひとり親家

庭保護者負

担減免助成

制度(月3,000円
限度)の創設 
 

☆☆☆ 子ども

青少年

局  
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3 援助を必要とする子どもと家庭の自立の支援 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

83％ 
（14年度） 75％ 87％ 91％ ☆ 

子ども

青少年

局  児童養護施設、乳児院

からの家庭復帰および

自立率 ☆の理由：被虐待児など、家庭復帰に相当時間を要する児童が増加し

ていることなどによる。 
 

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

児童虐待の防止と的確な

対応を推進するため、相

談体制を充実するととも

に、保護した後の児童の

精神的な安定をはかるな

ど児童相談所機能を強化

 

児童虐待対応

協力員の増員 
 
弁護士による

相談・支援体制

を充実 
 
一時保護所の

生活環境を改

善 
 

児童虐待対応

協力員の増員 
 
弁護士による

相談・支援体制

を充実 
 
一時保護所の

生活環境を改

善 
 

児童虐待へ

の対応強化 

虐待やいじめの被害を受

けた児童の自立を支援す

るため、児童養護施設お

よび児童相談所において

カウンセリングなどの心

理療法を実施 
 

14か所で実施 13か所で実施 

☆☆☆ 子ども

青少年

局  

児童福祉セ

ンターの整

備 

児童福祉の総合機関であ

る児童福祉センターを移

転改築 
 

実施設計 基本設計 ☆☆ 子ども

青少年

局  

児童養護施

設の整備 
保護者のいない児童、虐

待されている児童などを

養護し、自立を支援する

施設を整備 
 
 
 
 

児童養護施設 
改築1か所 
 
地域小規模児

童養護施設 
累計2か所 
開設1か所  

児童養護施設 
改築1か所  
 
地域小規模児

童養護施設 
累計4か所 
開設3か所   

☆☆☆ 子ども

青少年

局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

生活指導を必要とする児

童の自立を支援する施設

を改築 
 

実施設計 調査 － 子ども

青少年

局  

児童自立支

援施設｢玉野

川学園｣の改

築 
 －の理由：改築の必要性について検討を加え、寮舎改修にて対応するこ

ととしたため。  

母子家庭及

び寡婦等自

立促進計画

の策定 

母子家庭などの自立に関

する総合的支援策の基本

方針として自立促進計画

を策定 
 

計画の策定 計画の策定・公

表 
☆☆☆ 子ども

青少年

局  
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1－1－3 障害児･障害者福祉 
1 地域における自立した生活の実現 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

利用している支援費制

度の在宅サービスに関

する満足度 

79％ 
（15年度） － 85％ 90％ ＊ 健康福

祉局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

障害児者が地域で主体的

に生活することができる

よう、障害児者施設など

において、福祉サービス

の利用援助や利用の調

整、相談などを実施 
 

実施 実施 障害児者の

生活支援 

精神障害者からの相談に

応じ、必要な指導助言を

行うとともに、関係機関

との連絡調整などを行う

精神障害者地域生活支援

センターを整備 
 

精神障害者地

域生活支援セ

ンター 
 累計3か所 
開設1か所 
完成1か所  

精神障害者地

域生活支援セ

ンター 
 累計3か所 
開設1か所   

☆☆☆ 健康福
祉局  

障害児者短

期入所（ショ

ートステイ）

事業 

介護者の疾病などによっ

て居宅における介護が困

難となった障害児者を短

期間受け入れ、介護など

を行う事業を実施 
 

利用延べ日数 
年38,000日 

利用延べ日数 
 ⑯24,274日 
 ⑰29,098日 
 ⑱28,113日 

☆☆☆ 健康福
祉局  

障害者･認知

症高齢者権

利擁護事業 

障害者や認知症高齢者が

地域で安心して生活でき

るよう、権利擁護、財産

管理に関する相談、金銭

管理サービス、財産保全

サービスなどの事業を実

施 
 

分室を設置 分室を設置 ☆☆☆ 健康福
祉局  

※平成18年4月に障害者自立支援法が施行され、同法によるサービス提供がなされているところで
ある。



1-1-3 障害児･障害者福祉 

 - 18 -

 
計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

身体障害者および精神障

害者が地域で自立した生

活を送ることができるよ

う、低料金で利用できる

身体障害者･精神障害者

福祉ホームを整備 
 
 
 
 

身体障害者福

祉ホーム 
累計4か所 
開設1か所 

 
精神障害者福

祉ホーム 
累計1か所 
完成1か所  

身体障害者福

祉ホーム 
累計4か所 
開設1か所  

 
精神障害者福

祉ホーム 
累計1か所 
－   

☆☆☆ 障害者の居

住の場の確

保 

知的障害者および精神障

害者が地域で自立した生

活を送ることができるよ

う、専任の職員による援

助を受けて共同して生活

する知的障害者･精神障

害者グループホーム事業

を実施 
 
 

知的障害者グ

ループホーム 
累計89か所 
開設21か所 
 
精神障害者グ

ループホーム 
累計12か所 
開設5か所  

知的障害者グ

ループホーム 
累計101か所 
開設33か所  
 
精神障害者グ

ループホーム 
累計15か所 
開設9か所   

 

健康福

祉局  

知的障害者

通所更生施

設の整備 

知的障害者が自立した生

活を送ることができるよ

う、通所による指導･訓練

を行う施設を整備 
 

累計5か所 
開設2か所 

 
 
 
 
 

 
 

知的障害者通

所更生施設 
累計5か所 
開設2か所  
 
自立訓練等施

設 
完成1か所   

☆☆☆ 健康福
祉局  

精神障害者が日常生活に

適応することができるよ

う、必要な訓練や指導を

行うことにより、社会復

帰を促進する施設を整備

 

累計3か所 
開設1か所 
完成1か所  

累計3か所 
開設1か所  
 
 

☆ 健康福
祉局  

精神障害者

生活訓練施

設の整備 

☆の理由：障害者自立支援法の施行に伴ってサービス体系が変更されたことか

ら、施設のあり方について改めて検討することとし、新規施設整備を行わなか

った。 
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

障害児者日

帰り介護（デ

イサービス）

事業 

在宅の障害児者が生きが

いを高め、自立した生活

を送ることができるよ

う、通所により創作的活

動、機能訓練、社会適応

訓練を行う事業を実施 
 

累計28か所 
開設2か所 
完成1か所 
 
他に、重症心身

障害児小規模

通所援護事業

などからの移

行により増加 
 

デイサービス

型地域活動支

援事業所 
累計26か所 

 
児童デイサー

ビス 
累計48か所 

 
生活介護に移

行した事業所 
累計15か所 

 

☆☆☆ 健康福
祉局  

障害の早期発見とその軽

減をはかるため、身近な

地域で相談や医療･訓練

など総合的な療育を実施

する体制を整備 
 

  

･障害の早期発見・療育を

行う障害児総合通園セ

ンターを地域療育セン

ターの機能を含んで改

築 
 

実施設計 基本設計 

療育体制の

整備 

･地域療育センターの整

備 
 
 

累計3か所 
用地選定 
 1か所  

累計3か所 
用地検討   

☆☆ 子ども
青少年

局  

障害者アフ

ターケア事

業 

脳血管疾患などの急性期

の治療や機能回復訓練を

終えた在宅の青壮年期の

身体障害者が、社会復帰･

社会参加できるような社

会的リハビリテーション

を実施 
 

開設1か所 
 

開設1か所 
 

☆☆☆ 健康福
祉局  

障害者医療

費助成 
本人所得が一定の基準以

下の方を対象に医療機関

窓口における患者負担額

を助成 
 

精神障害者保

健福祉手帳1級
所持者を対象

に拡大 

精神障害者保

健福祉手帳1級
所持者を対象

に拡大 

☆☆☆ 健康福
祉局  
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2 障害の重度化、重複化および障害者、介護者の高齢化への対応 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

80％ 
（14年度） 79％ 85％ 90％ ☆ 健康福

祉局  
在宅重症心身障害児者

の通所施設等の利用率
☆の理由：平成18年4月の障害者自立支援法施行に伴う制度変
更の影響で事業所数の増が伸び悩む中、重症心身障害児者数

は、増加しているため。  
 

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

重症心身障害児者が安心

して生活できるよう、入

所により医療ケアや介護

を実施するとともに、重

症心身障害児者の地域生

活支援の拠点となる施設

を整備 
 

整備計画の作

成 
整備計画の作

成 

地域生活を支援するた

め、重症心身障害児者の

日常生活動作訓練などを

行う通園事業を実施 
 

累計3か所 累計1か所 
開設1か所  
 
 

重症心身障

害児者の援

護 

小規模通所援護事業のデ

イサービス事業への移行

を促進 
 

実施 新体系サービ

ス（生活介護な

ど）への移行を

促進 
 

☆☆ 
 
健康福

祉局  

常時の介護が必要な重度

身体障害者が安心して生

活を送ることができるよ

う、日常生活の訓練や介

護を行う入所施設を整備

 

累計3か所 
完成1か所  

累計3か所 
－   

☆ 健康福
祉局  

身体障害者

療護施設の

整備 

☆の理由：建設について、整備主体となる法人との整備条件が整わなかったた

め。 
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

知的障害者が自立した生

活を送ることができるよ

う、必要な指導、訓練を

行う入所施設を整備 
 

累計9か所 
着工1か所  

累計9か所 
－   

－ 健康福
祉局  

知的障害者

更生施設の

整備 

－の理由：障害者自立支援法の施行に伴い、知的障害者の地域移行を進める観

点から、グループホーム、ケアホームの設置を促進し、本施設については見直

しすることとした。  
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3 就労の場の確保と社会参加の促進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

32％ 
（14年度） 33％ 35％ 39％ ☆ 健康福

祉局  
授産施設等に通ってい

る知的障害者の割合 ☆の理由：新規整備により、定員数は増加したものの、対象となる障
害者数がそれ以上に増加したため。 
 

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

障害者雇用支援センター

において、一般就労や継

続就労が困難な障害者

に、就業に必要な職業訓

練を実施するとともに、

就職後の職業生活におけ

る助言や指導を実施 
 

就職者数 
累計156人 

就職者数 
累計191人 

障害者の雇

用支援 

就業面･生活面への支援

が必要な障害者に、職業

訓練のあっせんから職場

定着にいたるまで、就労

と日常生活の両面から一

体的な支援を行う障害者

就労生活援助センターを

設置 
 

開始2か所 開始1か所 
（18年4月から
県に移管） 

☆☆☆ 健康福
祉局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

障害者が働く機会を得て

自活することができるよ

う、作業訓練や指導を行

う通所授産施設を整備 
 
 
 
 
 

通所授産施設 
累計45か所 
開設5か所 
改築1か所 
完成1か所  

通所授産施設 
累計44か所 
開設4か所  
 
就労継続支援

等施設 
開設1か所 
完成2か所 

 
 

障害者に作業の場を提供

して作業指導や生活訓練

を行う小規模作業所を支

援するとともに、小規模

通所授産施設などへの移

行を促進 
 

小規模通所授

産施設 
累計25か所 
開設19か所 
 
 
 

小規模通所授

産施設 
累計6か所 
開設5か所 
改築1か所 
移行5か所 

 

 

☆☆☆ 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

健康福

祉局  
授産施設等

の確保 

 
 
 
 
 

小規模作業所 
累計90か所 
開設32か所 
移行25か所  

小規模作業所 
累計84か所 
開設29か所 
移行25か所 

 
 

  

市営交通料

金等の軽減 
障害者の社会参加を促進

するため、市営公共交通

料金などの軽減を実施 
 

実施 実施 ☆☆☆ 健康福
祉局  

従来からの盲導犬に加

え、介助犬および聴導犬

についても育成費用･飼

育費用を助成 
 

補助犬育成助

成 
補助犬育成助

成 
身体障害者

補助犬の育

成 

総合リハビリテーション

センターにおいて補助犬

の認定･相談などを実施 
 

認定・相談など

の実施 
認定・相談など

の実施 

☆☆☆ 健康福
祉局  
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1－1－4 福祉のまちづくり 
1 すべての人にやさしいまちづくりの推進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

地下鉄駅において車い

すルートが確保されて

いる割合 

55％ 
（14年度） 87％ 87％ 100％ ☆☆☆ 交通局

民間鉄道駅舎において

車いすルートが確保さ

れている割合 

45％ 
（14年度） 68％ 63％ 74％ ☆☆☆ 健康福

祉局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

高齢者や障害者などが安

全で快適に移動できるよ

う、旅客施設を中心とし

た一定の地区について、

基本構想を策定し、段差

解消など歩行空間を整備

 

  

･金山駅地区 
 

完了 完了 
 

･栄･久屋大通駅地区 基本構想の策定 
 

基本構想の策定・

整備 
 
歩道整備 

269m 
 

交通バリア

フリー法重

点整備地区

の整備 

･名古屋駅地区 
 

整備･完了 完了 
 
地下街など長

期的な整備に

ついて民間と

調整 

☆☆☆ 緑政土
木局、

健康福

祉局は

じめ関

係局  

車いすルート

確保 
 83駅中72駅 
 
 

車いす1ルート
確保 
 83駅中72駅 
20駅   

公共交通機

関における

バリアフリ

ー化の推進 

地下鉄駅において、車い

すルートを確保し、エレ

ベーターおよび車いす使

用者対応トイレを設置 

エレベーター

設置 
 83駅中71駅 
 
 

エレベーター

設置 
 83駅中72駅 
21駅   

☆☆☆ 交通局
 
健康福

祉局  
 
住宅都

市局  



1-1-4 福祉のまちづくり 

 - 25 -

 
 車いす使用者

対応トイレ設

置 
 83駅中73駅 
 
 

車いす使用者

対応トイレ設

置 
 83駅中73駅 
13駅   

車内案内表示

装置設置率 
 75％ 
 
 

車内案内表示

装置設置率 
 75％ 
新車2編成導入   

車いすスペー

ス設置率 
 56％ 
 
 

車いすスペー

ス設置率 
 56％ 
新車2編成導入   

地下鉄車両に車内案内表

示装置、車いすスペース

および転落防止外ホロを

設置 

転落防止外ホ

ロ設置率 
 63％ 
 
 
 
 

転落防止外ホ

ロ設置率 
 63％ 
新車2編成導入 
既存車36編成
改造 

 

 

ノンステップ

バス車両率 
 37％ 
 
 

ノンステップ

バス車両率 
 43％ 
新車242両導入   

車内案内表示

装置設置率 
 100％ 
 
 

車内案内表示

装置設置率 
 100％ 
新車242両導入   

市バス車両にノンステッ

プバスを導入するととも

に、車内案内表示装置、

車いすスペースを設置 

車いすスペー

ス設置率 
 100％ 
 
 

車いすスペー

ス設置率 
 100％ 
新車242両導入   

大規模な民間鉄道駅舎の

車いすルートを確保 
 

70駅中44駅 69駅中47駅 

 

ガイドウェイバスシステ

ム志段味線について、ノ

ンステップバスの導入を

検討 

新車両の構造

検討 
ガイドウェイ

バス高度化基

本方針の検討 
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

セイフティ

ライブロー

ド事業 

高齢者･障害者の利用が

多い施設の周辺におい

て、足への衝撃を和らげ

る舗装などを面的に実施

 

累計16地区 
完了4地区 
整備中2地区 

累計17地区 
完了6地区   

☆☆☆ 緑政土
木局  

利用しやす

い建築物な

どの整備促

進 

多くの市民が日常利用す

る建築物を対象に、福祉

環境整備に関する事前協

議の実施、やさしさマー

クの交付やハートビル法

に基づく計画の認定など

を実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実施 県条例、本市要

綱に基づく協議 
 累計9,590件 
1,914件  
 
やさしさマー

クの交付 
 累計231件 
9件  
 
ハートビル法

に基づく計画

の認定 
 累計37件 
18件  
 
県条例に基づ

く適合証の交

付 
341件   

☆☆☆ 健康福
祉局  
 
住宅都

市局  

福祉用具プ

ラザ事業の

推進 

高齢者や障害者の自立を

支援するとともに、介護

者の負担を軽減するた

め、福祉用具や在宅介護

の普及啓発の拠点とし

て、展示や相談、実習な

どを実施 
 

実施 実施 ☆☆☆ 健康福
祉局  

心(意識)のバ
リアフリー

の推進 

障害を正しく理解すると

ともに、偏見や差別のな

い、すべての人が心を通

い合わせて生活できるま

ちづくりを推進するた

め、啓発活動などを実施

 

実施 実施 ☆☆☆ 健康福
祉局は

じめ関

係局  
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2 地域で支えあう福祉の促進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

地域での支えあい活動

に関心のある市民の割

合 

67.5％ 
（15年度）

70.8％ 
(参考値) 70％ 80％ ＊ 健康福

祉局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

地域における生活ニーズ

を明らかにし、公民協働

により多様なサービスを

提供できる体制を整備す

るための計画を策定し、

市民一人ひとりが安心し

て生活することができる

よう地域で支えあう仕組

みづくりを推進 
 

    

･地域福祉計画の策定 
 

計画策定 計画策定･公表 

地域福祉の

推進 

･ふれあい給食サービス、

ふれあいネットワーク

活動の促進、福祉ボラン

ティア活動の支援など 
 

実施 実施 

☆☆☆ 健康福
祉局  

福祉総合情

報システム

の整備 

利用者の視点に立ったき

め細やかな福祉サービス

を実施できるよう、多様

な福祉情報をデータベー

ス化したオンラインシス

テムを構築 
 

62業務システ
ム化 

62業務システ
ム化 
 
  
 

☆☆☆ 健康福
祉局  

住居のない者（ホームレ

ス）の自立と生活の安定

をはかるため、自立支援

事業、緊急一時宿泊施設

（シェルター）および更

生施設を運営するととも

に、生活相談員による生

活相談を実施 
 

自立支援事業、

シェルター、更

生施設 
 各2か所 
 
巡回相談の拡

充 

自立支援事業、

シェルター、更

生施設 
各2か所 

 
巡回相談の拡

充 

住居のない

者の相談援

護事業 

再度、住居のない状態に

陥らせないための相談支

援を実施 
 

地域生活支援

事業の実施 
地域生活支援

事業の実施 
 

☆☆☆ 健康福
祉局  
 
緑政土

木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

身体上または精神上の理

由により援護などを要す

る人が必要な生活扶助を

受ける施設を改築 
 

基本設計 耐震工事 － 健康福
祉局  

生活保護施

設「植田寮」

の改築 

－の理由：緊急性の高い耐震工事や老朽化への対応を優先することとしたため。
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1－2  健康 
1  生涯にわたる心身両面の健康づくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

68.5% 
（13年度） 66.1％ 69% 70% ☆ 健康福

祉局  

自分が健康であると感

じている市民の割合 
☆の理由：平成17年9月、厚生労働省が生活習慣病対策にメタ
ボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の概念を導入し、広

く国民に浸透しつつあることから、健康に対する考え方に変化

が現れていると考えられる。  
 

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

健康なごや

プラン 21の
推進 

健康なごやプラン21に
基づき、生活習慣病予防

や母子の健康の保持増進

をはかるため、健康教育、

健康相談、健康診査や新

生児などの訪問指導を実

施 
 

基本健康診査

受診率 
 60％ 
 
 
 
3か月児健康診
査受診率 
 100％ 

基本健康診査

受診率 
 ⑯54.7％ 
 ⑰55.4％ 
 ⑱54.1％ 
 
3か月児健康診
査受診率 
 ⑯99.2％ 
 ⑰99.4％ 
 ⑱99.4％ 
 

☆☆☆ 健康福
祉局  
 
子ども

青少年

局  

市民の生活の質を高め、

健康の総合的な保持増進

をはかるため、産業技術

総合研究所中部センター

移転跡地を保健･医療･福

祉サービスの一体的な提

供を行う総合的エリアと

して整備 
 

全体計画の作

成 
 
埋蔵文化財発

掘調査の実施 

全体計画策定

調査 
 
埋蔵文化財発

掘調査の一部

実施 
 
苦しまないが

ん治療調査 
 

クオリティ

ライフ 21城
北整備事業

の推進 

･西部医療センター中央

病院の整備に際し、小

児･母子医療を強化する

など21世紀にふさわし
い質の高い医療を提供 

 

実施設計 実施設計 
 
用地取得 

☆☆☆ 健康福
祉局  
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･市民の健康増進をはか

る施設の整備 
 

整備計画の作

成 
 

機能の検討 
 
健康カレッジ

の試行 
 

 

･重症心身障害児者施設

の整備 
 

整備計画の作

成 
整備計画の作

成 
 

  

保健所の改

築 ･ 改修 
千種保健所の改修 
 
東保健所の改築 
 
西保健所の移転改築 
 
瑞穂保健所の移転改築 
 

改修 
 
検討 
 
着工 
 
完成､業務開始

工事着手 
 
検討 

 
実施設計 
 
完成､業務開始 

☆☆☆ 健康福
祉局  
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2 感染症対策および健康危機管理の推進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

新・1・2類感染症の二
次感染者の数 

0 
（14年度） 0 0 0 ☆☆☆ 健康福

祉局  

市民 10 万人当たりの
結核の新規患者数 

39.2人 
（14年度） 32人 35人 30人 ☆☆☆ 健康福

祉局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

感染症の発生とまん延を

防ぐため、感染症の発生

動向調査など情報の収集

と市民への情報提供を実

施 
 

実施 実施 

患者発生時に迅速・的確

な防疫措置を講ずるた

め、従事者の訓練などを

強化 
 

実施 実施 

東市民病院感染症病床の

整備と外来時院内感染防

止対策の充実 
 

東市民病院 
感染症部門

の改修 

東市民病院 
感染症部門

の改修 

感染症予防

対策および

発生時対策

の推進 

エイズなどの性感染症の

発生とまん延を防ぐた

め、エイズ検査機会の提

供の拡大、中高生などを

対象とした普及啓発活動

の充実 
 

検査機会の拡

大 
 
 
普及啓発の実

施 

検査機会の拡

大（日曜日検査

を開始） 
 
普及啓発の実

施 

☆☆☆ 健康福
祉局  

結核対策 結核予防計画を策定し、

感染源をなくす治療支援

事業、結核多発層への検

診などを強化 
 

予防計画策定 
 
計画に基づく

事業の実施 

予防計画策定 
 
計画に基づく

事業の実施 

☆☆☆ 健康福
祉局  

衛生研究所･

環境科学研

究所の統合 

試験検査や調査研究など

を効率的に行ったり、市

民の健康を脅かす事態が

発生した場合に、その原

因の分析･特定を衛生と

環境の両面から総合的に

行う研究所を設置 
 

基本構想 建築に係る調

査 
 
運営形態の検

討 
 
基本構想 

☆☆☆ 健康福
祉局  
 
環境局
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3 適切で迅速な医療とリハビリテーションの充実 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

市立病院に対してよい

印象を持つ利用者の割

合 

68％ 
（14年度） 83％ 75％ 90％ ☆☆☆ 健康福

祉局  

市立大学病院における

地域医療機関からの紹

介患者率 

43％ 
（14年度） 48％ 50％ 55％ ☆☆☆ 総務局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

市立大学病

院の整備 
高度先進医療機能を充実

させるため、病棟･中央診

療棟の改築に続いて外来

診療棟の改築を実施 
  

外来診療棟の

完成 
外来診療棟の

完成 
☆☆☆ 総務局

市立病院の

整備 
高度専門医療などの医療

サービスを充実するた

め、市立病院の機能分担

と連携をはかり、周産期

医療、小児救急医療など

の小児･母子医療、医療リ

ハビリテーションなどの

医療機能の充実および整

備を推進 
 

西部医療セン

ター中央病院

の実施設計 

西部医療セン

ター中央病院

の実施設計 
 
用地取得 
 
市立病院整備

基本計画に基

づく各病院の

整備の検討 
  

☆☆☆ 健康福
祉局  

オーダリングシステム 、
電子カルテシステムの導
入などにより、患者と医
療従事者の情報の共有化
をはかり、患者サービス
の向上を促進  

  

･オーダリングシステム

の導入 
一部稼動 
(市立病院) 

病院情報シス

テム（オーダリ

ング･電子カル

テシステム）導

入の調査検討

（市立病院） 
  

･電子カルテシステムの

導入 
基盤整備 
(東市民病院） 

病院情報シス

テムの導入（東

市民病院） 
  

医療情報の

提供 

･市立大学病院において

クリニカル･パスを導入

  

実施症例数 
 100症 

作成、試行 

☆☆ 健康福

祉局  
 
 
総務局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

紹介患者の受け入れ体制

の整備など、地域の医療

機関との機能分担･連携

を推進 
 

推進 地域医療連携

のための具体

的方策の検討･

実施 

医療機関の

連携 

市立大学病院と市立病院

などにおいて、電子カル

テシステムを活用した各

種医療情報の共有化と相

互利用を実施 
 

市立大学病院

と市立病院間

などにおける

ネットワーク

の構築 

市立大学病院

と市立病院間

などにおける

ネットワーク

の構築の検討 

☆☆ 総務局
 
健康福

祉局  
 
 

救急医療体

制の確保 
休日などの診療時間外の

医療に対応するため救急

医療体制を確保 

病院群輪番制

参加病院数 
 70病院 

病院群輪番制

参加病院数 
 67病院 
 

☆☆☆ 健康福
祉局  
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4 食品と居住環境の衛生管理 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

食品衛生管理責任者の

配置率 － 30％ 50% 100% ☆☆ 
健康福

祉局  

小規模貯水槽水道の清

掃実施率 
60% 
（14年度） 72％ 80% 100% ☆☆ 

健康福

祉局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

食品の衛生

管理の推進 
食品製造･調理施設のう

ち、HACCP方式による
自主管理を取り入れよう

とする営業者などに対

し、その推進の中心的な

存在となる人材育成のた

め食品衛生管理責任者講

習会を実施 
 

食品衛生管理

責任者講習会

受講者数 
 累計500名 

食品衛生管理

責任者講習会

受講者数 
 累計302名 

☆☆ 健康福
祉局  

小規模貯水

槽水道の衛

生管理指導 

貯水槽水道の管理者に対

する啓発･指導により、定

期的な水質検査･保守点

検･清掃を実施 

定期的な清掃

実施施設 
 20,000施設 

小規模貯水槽

水道衛生管理

対策協議会の

設立・開催 
 
貯水槽清掃業

者講習会の開

催 
 
貯水槽清掃業

者 の 実 態 調

査・名簿作成 
 
ホームページ

による啓発 
 
貯水槽清掃業

者からの報告

を制度化 
 

☆☆☆ 健康福
祉局  
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5 斎場の整備 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

火葬炉の整備数 46  
（14年度） 46 46 60～70 ☆☆☆ 健康福

祉局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

高齢化による死亡者数の

増加、災害時などに対応

できるよう、新斎場を整

備 
 

用地買収 
実施設計 

基本計画策定 
環境影響調査 
整備手法検討調査 
現況大気濃度調査 

☆ 健康福
祉局  

新斎場の整

備 

☆の理由：地元合意形成に時間を要したため。 
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第2章 都市の安全と環境 
2－1 災害の防止 
1 市民とともに築く地域の安全 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

防災安心まちづくり強

化推進学区の累積実施

率 

22％ 
（14年度） 67％ 67％ 100％ ☆☆☆ 消防局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

住民主体の地域防災コミ

ュニティをつくるため、

小学校区単位で設置され

た防災安心まちづくり委

員会を中心とした住民参

画型の防火防災活動を展

開 
 

 震災対応型訓

練等の推進 
全学区 

 
地域防災普及

啓発イベント

の実施 
 

･協働による防火防災事

業の実施 
 

実施 実施 
全学区 

防災安心ま

ちづくり事

業 

･強化推進学区事業の実

施 
 

実施 実施 
87学区 

☆☆☆ 消防局

防災条例の

制定 
防災協働社会構築に向け

て、住民、企業、行政の

防災に係る責務などを明

示した防災条例を制定 

防災条例の制定

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
パンフレットの

作成による意

識啓発 

検討委員会の

設置 
 
住民等の役割

とルールづく

りの検討 
 
懇談会開催 

2回 
 
市民意見募集

及びパブリッ

クコメントの

実施 
 
防災条例の制

定 
 
広報用パンフ

レット作成、配

布 
 

☆☆☆ 消防局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

企業防災の

推進 
防災協働社会構築のた

め、企業を含めた地域防

災力を高めるための施策

を推進 

企業防災ガイド

ラインの作成 
 
防災協働社会

構築に向けた

施策の実施 
 

企業防災ガイド

ラインの作成 
 
防災協働社会

構築に向けた

施策の実施 

☆☆☆ 消防局

東海地震等

による影響

調査 

地域ごとの防災対策を推

進するため、震度分布、液

状化予測などに基づく地

震ハザードマップを作製

 

地震ハザード

マップの作製 
地震ハザード

マップの作製 
☆☆☆ 消防局

個人情報の保護に配慮し

ながら、地域住民により

災害発生時に高齢者や障

害者などの災害弱者に対

して迅速に情報を伝達

し、適切に避難･救助する

仕組みづくりを推進 
 

災害弱者登録

リストの整備 
災害時要援護

者を含む地域

の人々による

助け合いの仕

組みづくりを

推進する体制

を整備 

災害弱者の

避難･救助体

制の充実 

いち早く避難誘導や安否

確認などを行うための災

害弱者支援システムを構

築 
 

システム運用

開始 
システム運用

開始 

☆☆ 消防局
 
健康福

祉局  

地域防災力の中核となる

消防団の活動を円滑に推

進するため、施設および

資器材を整備 
 

  

･消防団詰所の改築･改修 実施 実施 
改築26棟 
耐震改修9 棟 

 

消防団活動

の充実整備 

･消防団活動用資器材の

充実整備 
 

実施 実施 
 

☆☆☆ 消防局



2-1 災害の防止 

 - 38 -

2 災害から市民を守る体制の整備 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

防火対象物定期点検結

果の報告率 － 57.6％ 30％ 50％ ☆☆☆ 消防局

心肺停止傷病者に対す

る応急手当の実施率 
25.3％ 
（14年度） 47.6％ 30％ 35％ ☆☆☆ 消防局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

「放火されない環境づく

り」の推進を地域と一体

となって取り組むことに

より、放火火災の発生を

防止 

 平常時における

放火防止のため

の普及啓発 
 
地域と一体と

なった放火防

止活動の取組

みの推進 
 

･放火防止モデル地区の

設定 
 

年48学区 年48学区 

放火防止対

策の充実 

･連続放火火災発生時に

おける緊急広報および

巡回警備 
 

実施 実施 

☆☆☆ 消防局

防火対象物の安全性向上

のため、関係者の自主防

火管理の推進、違反事項

の是正についての指導お

よび査察･違反処理体制

を強化 
 

 遡及適用の消

防用設備の設

置指導 
 
点検結果報告

に基づく是正

指導等 
 

防火セイフ

ティマーク

制度の推進 

･定期点検報告制度の普

及啓発 
実施 実施 

定期点検結

果の報告率 
⑯53.6％ 
⑰51.5％ 

  ⑱57.6% 
 

☆☆☆ 消防局
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･定期点検未実施対象物

への指導 
 

実施 実施 
 

 

･防火対象物点検資格者

の育成指導 
実施 実施 

 
 

  

消防署等の

整備 
災害発生時に防災活動の

拠点となる消防署･出張

所の改築を実施 

改築工事中 
熱田消防署 

 
改築工事完了 
島田出張所 
 

改築工事中 
熱田消防署 
  
改築工事完了 
 消防航空隊 

☆☆ 消防局

消防車両･資

機材等の充実 
老朽化した消防車両の更

新、機能強化を実施 
更新 更新 

タンク車47両 
はしご車4両 
救助車6両 
指揮車11両 
輸送車12両 
救急車13両 
災害対策車1両 
大型バス1両 
中型バス1両 
ボンベ搬送車 
1両 
回転翼航空機 
1機 
消防艇1艇 
増強 
航空機用電源車 
1両 

 

☆☆☆ 消防局

消防水利の

充実 
大規模地震発生時の消防

水利を確保するため、漏

水被害のない耐震性防火

水槽を設置 
 

累計571基 累計599基 
設置62基   

☆☆☆ 消防局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

救急隊員の教育体制など

を充実させるとともに、

救急救命士の処置拡大に

対応した救急活動体制を

整備 
 

  

･救急救命士の養成 累計277人 
 
 

累計275人 
養成31人   

救急救命士

業務の高度

化 

･メディカルコントロー

ル体制の充実 
 

応急処置の拡大

 
 
検証・評価の運用

 
 

実施体制の検

討及び整備 
 
検証･評価体制

の整備 
 
救急隊員の再

教育体制の運

用 
 
医師による指

示及び指導･助

言体制の整備 
 

☆☆☆ 
 
消防局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

救急隊が到着するまでの

間に市民が応急手当を行

うことができるように、

応急手当技術の普及を推

進 
 

 事故原因の分

析に基づく不

慮の事故防止

のための啓発 

･救命講習の実施 救命講習受講

者 
年20,000人 

救命講習受講

者 
⑯16,336人 
⑰15,108人 
⑱20,398人 
 

･応急手当普及員の養成、

活動支援の実施 
応急手当普及

員養成 
年200人 

応急手当普及

員養成 
⑯300人 
⑰295人 
⑱367人 
 
活動支援の充

実（普及員によ

る講習の支援） 
⑯10回 
⑰17回 
⑱22回 
 

応急手当の

普及啓発 
 

･普及指導体制の充実 応急手当普及指
導員 

12人体制 
 

応急手当普及指

導員 
12人体制 

☆☆☆ 
 
消防局

 

救急隊の増隊 救急隊の増隊に向けて庁
舎などを整備 

1隊増隊 
稲永救急隊 

 
実施設計1か所 
 

1隊増隊 
稲永救急隊 

 
庁舎・車両の整

備1か所 
堀田出張所 
 

☆☆☆ 
 
消防局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

医療救護体

制の充実 
災害時の拠点となる休日

急病診療所などの耐震診

断や耐震工事、必要物品

の確保などを行い、関係

団体と発災前後における

協定を締結 

関係団体と発

災前後におけ

る協定締結 
 
 
 
 
 
 
 
 
各区休日急病

診療所耐震対

策の実施 
 

関係団体と発

災前後におけ

る協定締結 
 
災害用救急医

療資材の配備･

更新 
 
医療救護班用

備品等の購入 
 
－ 
 
 

☆☆ 健康福
祉局  

避難所（小学校）におけ

る応急給水を確保するた

め、小学校へ至る管路を

耐震化 
 

累計223校 累計263校 
完了 105校   

避難所（小学

校）における

応急給水体

制の整備 

避難所（小学校）で市民

が自ら操作して応急給水

を受けることができる地

下式給水栓を整備 
 

累計222校 累計263校 
完了 149校   

☆☆☆ 上下水
道局  

避難所（学

校）の給水機

能の強化 

水害時における避難所の

給水機能を確保するた

め、小学校･中学校の校舎

の2階以上の水飲み場に
ついて、直接給水を実施

 

累計41校 累計41校 
 

☆☆☆ 教育委
員会  

下水道直結式

仮設トイレな

どの備蓄 
 

下水道直結式 
累計751基 
751基  
くみ取り式 
累計496基 
122基  
簡易パック式 
累計150,000個 
150,000個   

避難所等に

おける災害

用仮設トイ

レ等の設置 

災害時に避難所で必要と

なる仮設トイレの必要数

を確保し、下水道直結式

の仮設トイレを使用する

ための環境を整備 

 
下水道直結式

仮設トイレ用

マンホール蓋

の設置 
 

 
設置完了 
完了 686か所   

☆☆☆ 
 
環境局

 
上下水

道局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

食糧等生活

必需品の確

保体制の確

立 

東海･東南海の連動地震、

帰宅困難者を想定した場

合の必要備蓄量を確保 

防災倉庫の整

備 
 
備蓄物資の充

実 

防災備蓄倉庫

の整備 
 
物資の供給協

定締結 
 
分散備蓄の拡

充 
 

☆☆☆ 消防局
 
健康福

祉局  
 

帰宅困難者

対策の推進 
警戒宣言時に交通機関が

運行停止した場合に発生

する帰宅困難者への対策

を推進 

防災情報携帯

メール送信シ

ステムの構築 
 
帰宅支援マッ

プの作成 

防災情報携帯

メール送信サ

ービスの構築 
 
帰宅支援マッ

プの作成、協力

機関への配置 
 
滞留者誘導資

器材の整備 
 
帰宅困難者対

策訓練の実施 
 

☆☆☆ 消防局

避難場所の

資器材の整

備 

警戒宣言時の屋外避難を

原則とした、地域防災無

線をはじめとする避難場

所運営資器材の整備 
 

実施 実施 
仮設アンテ

ナ、地域防災

無線等及びテ

ントの整備 
 

☆☆☆ 消防局

応急危険度判定士および

被災宅地危険度判定士を

養成するための講習会、

模擬訓練などを愛知県と

協力して実施 
 

 判定士の養成 
 
判定実施体制

の検討 

 応急危険度判

定士登録数 
 累計2,700人
 

応急危険度判

定士登録数 
 累計2,136人 
 

☆☆ 住宅都
市局  

応急危険度

判定体制の

整備 

 被災宅地危険

度判定士登録

数 
 累計92人 
 

被災宅地危険

度判定士登録

数 
 累計89人 
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

総合防災情

報システム

の更新 

指令管制システム、消防･

救急無線および地域防災

無線などをデジタル方式

へ対応するよう更新 

総合防災情報

システム 
調査･基本設計

 
衛星地球局 
実施設計 

 

総合防災情報

システム 
調査･基本設計 

 
衛星地球局 
改修方法検討 

☆☆☆ 消防局

16土木事務所、
区役所間の光

ファイバー網

整備 
 

完了 
完了12区  
  

 

防災情報共有

ソフトの整備 
 

完了 
 

 

道路･河川等

の監視情報

システムの

整備 

道路･河川などの災害情

報を収集し、関係機関へ

提供することにより、迅

速かつ適切な防災･復旧

活動を支援 

要注意危険箇

所への観測装

置整備 
 

整備 
完了61か所   

☆☆☆ 緑政土
木局  
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3 地震や火災に強いまちづくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

防災上重要な公共建築

物の耐震化率 
31％ 

（14年度末） 90％ 93％ 100％ ☆☆☆ 

住宅都

市局は

じめ関

係局  

応急給水管路の耐震化

率 
65％ 

（14年度末） 87％ 82％ 100％ 
 

☆☆☆ 

 

上下水

道局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

災害発生時に安全に避難

ができるように、沿道の

耐震不燃化をはかる不燃

化促進区域において、建

築物の耐火化に対して助

成 
 

  

･広小路線地区 耐火率60％ 耐火率55％ 
 

都市防災総

合推進事業 

･広小路線東部第二地区 耐火率70％ 耐火率73％ 
（完了） 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

新耐震基準施行前に着工

された木造住宅の耐震化

を促進 
 

  

･耐震性能を知るため、耐

震診断の無料化 
 

無料診断の実施

18,000件  

無料診断の実施 
7,341件   

民間木造住

宅の耐震改

修促進 

･耐震性能向上のための

相談および改修助成 
 
 
 

相談 
 
改修助成の実施

900件  

相談 
 
改修助成の実施 
853件   

☆☆ 
 
住宅都

市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

災害時の避難地となる防

災公園として、川名公園、

米野公園の用地取得と暫

定整備を実施 
 

  

･川名公園 
 
 
 

暫定整備面積 
3.0ha 
完了 1.7ha  

暫定整備面積 
2.19 ha 
完了 0.89ha   

住宅密集型

公園 (防災公
園)の整備 
 

･米野公園 
 
 
 

暫定整備面積 
0.4ha 
完了 0.3ha  

暫定整備面積 
0.56ha 
完了 0.42ha   

☆☆☆ 緑政土
木局  
 
住宅都

市局  

防災上重要な公共建築物

などについて、耐震診断

の結果をふまえ、順次耐

震改修を実施 
 

  

･市役所西庁舎 
 

耐震改修工事 耐震改修工事 
 

･市役所本庁舎 
 
 

耐震改修工事

着手 
耐震改修工事

着手  

･市立病院 耐震改修完了 
東市民病院 
耐震改修工事

着手 
緑市民病院 

 

耐震改修完了 
 東市民病院 
耐震改修工事

着手 
 緑市民病院 
 

防災上重要

な公共建築

物の耐震改

修等 

･区役所･支所 耐震改修完了 
千種、東、中

村、中川、守

山、名東(東庁
舎)、天白区役
所 
南陽支所 
(改築予定の
西区役所を

除き対応完

了) 
 

耐震改修完了 
東、中村、中

川、守山、名

東(東庁舎)、
天白区役所、 
南陽支所 
耐震改修工事

着手 
千種区役所 

☆☆☆ 総務局
 
健康福

祉局  
 
市民経

済局  
 
消防局

 
上下水

道局  
 
教育委

員会  
 
住宅都

市局  
 
子ども

青少年

局  
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 ･保健所 耐震改修完了 

千種､東､守山､

天白保健所 
(改築予定の
西保健所を

除き対応完

了) 
  

耐震改修完了 
東､守山､天白

保健所 
耐震改修工事

着手 
 千種保健所 
 

  

･消防署等 耐震改修完了 
東､西､瑞穂

消防署 
山田､大高出

張所 
消防学校 
(改築予定の
熱田消防署
を除き対応
完了) 

  

耐震改修完了 
東､西､瑞穂

消防署 
山田､大高出

張所 
消防学校 
(改築中の熱
田消防署を
除き対応完
了) 

・上下水道局営業所 耐震改修完了 
緑営業所 
  

耐震改修完了 
緑営業所 

・入所型福祉施設 耐震改修完了 
熱田荘､にじが

丘荘､緑寿荘 
  

耐震改修完了 
熱田荘､にじが

丘荘､緑寿荘 
(緑寿荘は耐
震基準を満

たしている) 
  

・小学校、中学校 
 
 

耐震改修 
 累計700棟完了
400棟 

  

耐震改修 
 累計674棟完了 
373棟   

・高等学校 
 
 

耐震改修 
 累計18棟完了
11棟 

  

耐震改修 
 累計14棟完了 
7棟   

・幼稚園 耐震改修 
 1棟完了 
  

耐震改修 
 1棟完了 

・保育所 耐震改修 
 2か所完了 
  

耐震改修 
 2か所完了 

・中央看護専門学校 耐震改修完了 
  

－ 

・八事斎場 耐震改修完了 耐震改修完了 
  

 

簡易推計調査により診断

が必要と判定された公共

建築物の耐震診断を実施

  

耐震診断完了 耐震診断完了 
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

民間社会福

祉施設の耐

震化 

保育所、児童養護施設、

障害児者福祉施設、保護

施設の耐震診断および耐

震診断結果に基づく改修

補助を実施 

実施 保育所 
 耐震診断43か所 
うち耐震改修 
    13か所 
 
児童養護施設 
耐震診断2か所 
耐震改修3か所 

 
障害児者施設 
耐震診断6か所 
耐震改修1か所 

 
保護施設 
 耐震診断 
 
厚生会館 
 耐震診断 
 

☆☆☆ 健康福
祉局  
 
子ども

青少年

局  

大規模な地震により被害

が想定される水道建築施

設について、耐震補強を

実施 
 

耐震化率89％ 
春日井浄水場

はじめ 9か所 

耐震化率89％ 
春日井浄水場

はじめ 7か所 
 

 
 

水道施設の

耐震化 

応急給水施設へ至る管路

の耐震性を向上 
 

耐震化率82％ 耐震化率87％ 
 

☆☆☆ 
 
上下水

道局  

大規模な地震により被害

が想定される下水道建築

施設について、耐震補強

を実施 

耐震化率80％ 
守山処理場は

じめ6か所  

耐震化率89％ 
守山処理場は

じめ9か所 
 

 
耐震診断26か
所 
 

下水道施設

の耐震化 

耐震強化が必要な地区に

おいて、下水管の耐震性

を向上 
 

実施 実施 
可とう管等

の布設 

☆☆☆ 上下水
道局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

橋りょうの

耐震対策 
緊急輸送道路のネットワ

ーク確保のために重要な

役割を果たす橋りょうに

ついて、橋脚の補強など

の耐震補強を実施 
 
 
 
 
 
 

耐震補強 
累計33橋 
完了 
熱田陸橋は

じめ11橋  

耐震補強 
累計29橋 
完了7橋 
新音聞橋 
新平田橋 
新藤森橋 
庄内川橋 
熱田陸橋 
内田橋 
港東橋 

 

 

☆☆ 緑政土
木局  

災害時などに河川を有効

利用するため、河岸に消

防車、トラックが近づけ

られる施設を整備 
 

累計4か所 
完了2か所  

－ － 緑政土
木局  

災害時河川

利用施設の

整備 

－の理由：河岸用地を再調査した結果、整理･清掃等により災害時の利用が可能

となったので、整備を見直した。 
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4 大雨に強いまちづくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

都市基盤河川の護岸整

備率 
87％ 

（14年度末） 87.7％ 88％ 89％ ☆☆☆ 
緑政土

木局  

下水道による都市浸水

対策達成率 
85％ 

（14年度末） 92％ 92％ 100％ ☆☆☆ 上下水
道局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

平成12年の東海豪雨に
より特に甚大な被害を受

けた地域において、原則

として1時間60mmの降
雨に対応できるよう雨水

貯留施設の設置やポンプ

の増強などを実施し、同

様な降雨が発生した場合

において床上浸水をおお

むね解消 

  

･雨水貯留施設の整備 
 
 
 

累計26か所 
完了16か所 
整備中6か所 

累計 19か所 
完了12か所 
整備中12か所 

 
 

･雨水ポンプの整備 
 
 
 

累計7か所 
完了6か所 
整備中3か所 

累計6か所 
完了5か所 
整備中8か所

 
 

緊急雨水整

備事業の推

進 
 

･河川改修等 
 
 
 
 

累計5か所 
完了3か所  

累計5か所 
完了3か所  
 
管きょ増強 
 

☆☆☆ 
 
緑政土

木局  
 
上下水

道局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

平成12年の東海豪雨で
甚大な被害を受けた庄内

川、新川、天白川を対象

に、堤防道路および堤脚

道路の整備、橋りょうの

改築を実施 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

･堤防道路の整備 完了 完了 
  

河川激甚災

害対策特別

緊急事業に

関連する事

業の推進 
 

･橋りょうの改築 
 
 
 
 
 
 
 

累計7橋 
完了3橋 
整備中1橋  

累計7橋 
完了1橋 
星園橋 
整備中3橋 
伏屋橋 
平子橋 
野並橋 

 

 

☆☆ 緑政土
木局  

1時間50mm(特に重要な
河川については60mmま
たは80mm)の降雨に対処
できるよう、生物の生息環

境に配慮しながら護岸改

修･河道掘削などを実施 
 

護岸改修 
累計58.3km 
新堀川はじめ

12河川0.8km 

護岸改修 
累計58.02km 
新堀川はじめ

12河川0.48km
 

 

河川の整備 

国、県が管理する河川（庄

内川、新川、天白川など）

の整備促進 
 

促進 促進 

☆☆ 緑政土
木局  

下水道の整

備（雨水） 
1時間50mmの降雨に対
応できるよう、雨水貯留

施設などを整備 
 
 

雨水貯留施設 
累計40か所 
完了2か所 
整備中1か所 

雨水貯留施設 
累計40か所 
完了2か所 
整備中6か所

 
 

☆☆☆ 上下水
道局  

下水道施設

の改築･更新 
下水道の雨水排除機能を

維持するため、老朽化し

た雨水ポンプ施設を改

築･更新 
 

雨水ポンプ施設

更新18か所  

雨水ポンプ施設 
更新23か所   

☆☆☆ 上下水
道局  

一般排水路

の整備 
1時間50mmの降雨に対
処できるよう、一般排水

路を整備 
 

累計811.3km 
10.3km  

累計810.3km 
9.3km   

☆☆☆ 緑政土
木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

山崎川下流

部整備手法

の検討 

山崎川の下流部におい

て、豪雨時に河川の流れ

を阻害する橋りょうの改

築を含めた河川整備手法

を検討 
 

検討 調査･検討 
調整 

☆☆☆ 緑政土
木局  

治水面で洪水調節池とし

ての機能を発揮するため

池について、良好な自然

環境にも配慮して護岸整

備などを実施 
 

  

･護岸整備など 
 
 
 

累計3池 
完了3池 
整備中1池  

累計2池 
完了2池 
整備中1池 

 
 

･水位計の設置 
 
 

累計20池 
完了8池  

累計20池 
完了8池   

ため池の整

備 

･遠方監視装置の設置 設置 
 

－ 

☆☆☆ 緑政土
木局  

流域の保水･遊水機能を

回復させるため、校庭など

の地下に雨水を一時貯留、

浸透させる施設を設置

 
 

累計60か所 
貯留量 
46,460m3 
完了6か所 

4,300 m3  

累計59か所 
貯留量 
45,980 m3 
完了5か所 

3,820m3 
 

 

雨水流出抑

制策の推進 

家庭や民間に対し貯留浸

透施設の普及啓発を実施

 

民間開発行為

などによる雨

水流出抑制量 
年3,300 m3 

民間開発行為

などによる雨

水流出抑制量 
⑯9,064 m3 
⑰4,058 m3 

⑱20,835 m3 

(見込) 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  
 
上下水

道局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

雨水が集中しやすい低地

において雨水排水管の整

備などを実施 
 
 
 
 
 
 
 
 

排水管の整備 
0.6km 
 
ポンプ所設備

の更新 
完了1か所 
 
貯留管の整備 
完了1か所 
整備中1か所 

排水管の整備 
0.4km  
 
ポンプ所設備

の更新 
完了1か所  
 
貯留管の整備 
完了1か所 
設計1か所 

 
 

低地･丘陵地

雨水対策の

推進 

地形勾配が急なため、雨

水が集中し浸水被害が発

生しやすい東部丘陵地に

おいて雨水排水管を増強

 

整備 
完了2地区 
整備中1地区
設計1地区  

整備 
完了2地区 
整備中1地区
設計1地区 

 

 

☆☆☆ 緑政土
木局  

浸水地区排

水施設改良 
雨水が集中しやすく浸水

の危険度が高い地区にお

いて、耐用年数の経過し

た電気設備･ポンプの更

新や老朽化した水路の改

良を実施 
 
 
 
 

ポンプ更新 
荒子川ポンプ

所 
 
電気設備更新 
藤前ポンプ所

 
水路改良 
0.3km  

ポンプ更新 
荒子川ポンプ

所整備中 
 
－ 
 
 

水路改良 
設計 
 

☆☆ 緑政土
木局  



2-2 環境の保全と緑化 

 - 54 -

2－2 環境の保全と緑化 
1 環境保全活動の促進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

1,610 
万トン-CO2 

（2年） 

1,677 
万トン-CO2

（15年） 
－ 

1,449 
万トン-CO2 

（22年） 
☆ 環境局

二酸化炭素の排

出量 ☆の理由：家庭用電気機器の普及、オフィスの床面積の増加、乗用車の台数

の増加・大型化などによるエネルギー消費量の増加等により、家庭やオフィ

ス、自動車からの二酸化炭素の排出量が増加しているため。 
 

※「地球温暖化対策地域推進計画策定ガイドライン（環境省）」が改定されたことに伴い、平成2年（基準年）の
排出量および目標値の見直しを行った。 

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

環境基本計

画の改定 
11年度に策定した環境
基本計画を見直し、「環

境首都」をめざす仕組み

づくりを体系化 
 

改定 第2次環境基本
計画の策定 
 

☆☆☆ 環境局

二酸化炭素排出量を削減

するため、市民･事業者･

行政の日常的な取り組み

を促進 
 

  

･子どもたちが環境問題

を理解し、主体的に環境

保全活動に取り組むた

めの「ヤングなごや

ISO」を創設･運用 
 

市内のおおむね

すべての学校な

どで取り組み 

おおむねすべての

園・学校で実施 
幼稚園188園 
保育園279園 
学校 388校 

 
･幼稚園･保育園の園児の

取り組みを家庭･地域へ

拡大するための「三世代

エコライフチャレンジ」

を創設･運用 
 

取り組みの拡大

 
すべての園で実施 
幼稚園188園 
保育園279園 

 

なごやエコ･

ルネサンス

事業 

･事業者に対する地球温

暖化対策計画書の作成･

提出などの義務づけ 
 

実施 
 
 
 

実施 
届出351事業所 

☆☆☆ 環境局
はじめ

関係局
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・本市施設における環境
マネジメントシステム
の拡大 

ISO14001に基
づく環境マネ
ジメントシス
テムおよび「な
ごやエコ･シス
テム」の拡大 
 

地下鉄車両工
場・焼却工場・
処分場におい
てISO14001の
取得 
 
16区役所にお
いて「なごやエ
コ･システム」
の運用 

 

  

環境学習センターにおけ
る環境教育･環境学習事
業の展開 
 

拡充 各種セミナー
等の実施 

地域での環境教育の推進
 
 
 

地域の特性を
活かした環境
活動の実施 

地域の特性を
活かした環境
活動の実施 
 
｢もういちど！｣大
作戦エコライフ
宣言者 
累計 
386,262人 

 
環境に配慮した行動に積
極的に取り組む家庭や事
業所をエコライフ家庭･
エコ事業所として認定 
 
 
 
 

エコライフ家庭
累計 
10,000世帯 

 
エコ事業所 
累計 
1,100事業所

エコライフ家庭 
累計 
9,897世帯 

 
エコ事業所 
累計 
813事業所 

環境保全活動を実施する

市民団体や事業者への取

り組み支援 
 
 
 
 

実施 市民からの企

画募集および

助成 
 
エコマネーセン

ターへの支援 
 
省エネ相談員

による相談業

務の実施 
 

市民･事業者

の環境活動

の推進 

ラムサール条約登録湿地

に認定された藤前干潟の

保全･活用 

記念イベント

などの実施 
周辺ガイドマ

ップの作成 
 
ふれあいデー

の開催 
 
東アジア･シギ

チドリネットワ

ークへの参加 
 

☆☆☆ 環境局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

「なごや環

境大学」の開

講 

環境先進都市をめざす人

づくりを目的とする「な

ごや環境大学」を2005年
（平成17年）に開講 

開講（講座･シ

ンポジウムの

展開） 
 
環境ハンドブ

ックの作成 
 
 
継続･発展の仕

組みづくりの

検討 
 

開講（講座･シ

ンポジウムの

開催） 
 
環境ハンドブ

ックの作成・公

表・追補版発行 
 
第2期ビジョン
の検討 

☆☆☆ 環境局

市民、事業者、行政によ

る「東海グリーン購入ネ

ットワーク」を設立し、

各種施策を展開 
 
 
 
 

ネットワーク

の設立・普及啓

発 

東海三県下に

おいて、市民、

事業者、行政に

よるネットワ

ークの構築 
 
東海三県一市

グリーン購入

キャンペーン

の実施 
  

グリーン購

入の推進 

環境への負荷の少ない観

光スタイルを提案する

「グリーンコンシューマ

ーガイドブック」を作成

 

作成･活用 作成･活用 
（なごやエコ

マップ） 

☆☆ 環境局

環境保全設備の設置や低

公害車の購入などの環境

保全対策を促進するた

め、中小企業者を対象に、

融資および利子補助を実

施 
 

実施 実施 環境保全対

策への助成 
 

住宅への太陽光発電シス

テムの導入を促進するた

め、市民を対象に設置費

の補助を実施 
 

実施 実施 
累計592件 

 

☆☆☆ 環境局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

計画、立案段階から環境

に配慮した事業とするた

め、戦略的環境アセスメ

ント制度を導入 

公共事業を対

象に導入 
戦略的環境ア

セスメント制

度導入検討委

員会の設置・運

営 
 
制度導入に向

けた調査研究 
 

☆ 環境局戦略的環境

アセスメン

ト制度の導

入 

☆の理由：国（環境省）が共通的なガイドラインの作成に向けた検討を進めて

いたことから、その経緯を見ながら導入を検討することとした。また、導入に

あたっては、市民参加や第三者機関の関与のあり方、評価の手法などについて

整理し、さらに具体的な検討を重ねる必要があるため。 
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2 公害のない快適な生活環境の確保 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

大気の環境基準の達成

率（二酸化窒素） 
93％ 
（14年度） 96％ 100％ 100％ ☆☆ 環境局

水質の環境基準の達成

率（BOD） 
80％ 
（14年度） 90％ 100％ 100％ ☆☆ 環境局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

公害の監視

と規制･指導 
各法律、環境保全条例な

どに基づく工場･事業場

への規制･指導の適正な

執行 
 
大気汚染、水質汚濁など

の常時監視や実態調査な

どによる環境状況の把握

と情報提供 
 

環境基準の達

成･維持 
環境基準適合

率 
NO2 ：96％ 
BOD：90％ 
SPM：96％ 
ベンゼン 
：100％ 

ダイオキシン 
：100％ 

 

☆☆☆ 環境局

新たな環境

目標値の設

定 

環境基本条例に基づき、

市民感覚にあった、わか

りやすい環境目標値を設

定･運用 

環境目標値の

設定･運用･評価

検証 

新たな環境目標

値の設定・運用 
 
市民による環

境モニタリン

グの実施 
 

☆☆☆ 環境局

化学物質による環境汚染

を未然に防止するため、

PRTR法・環境保全条例
に基づき、事業者による

自主的な適正管理を促進

 

化学物質適正

管理指針の運

用 

化学物質適正

管理指針の運

用 

有害化学物

質による環

境リスクの

低減 

事業者･市民･行政相互の

化学物質に関する理解を

深めるためのリスク･コ

ミュニケーションを促進

講演会、モデル

事業（地域対話

会）などの実施

なごや化学物

質リスクコミュ

ニケーション懇

談会設置・運用 
 
講演会の開催 
 
化学物質情報

提供システム

の開発 
 

☆☆☆ 
 
環境局



2-2 環境の保全と緑化 

 - 59 -

 
計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

アイドリング･ストップ･

エコクラブを創設 
 
 

アイドリング･

ストップ宣言

者数 
15,000人 

 

アイドリング･

ストップ宣言

者数 
累計23,675人 

 
燃料電池自動車を活用し

た低公害車の普及啓発の

実施 
 

実施 
 

実施 
 

民間貨物自動車の早期代

替を促進するための補助

を実施 
 

実施 
565件  

実施 
累計548件 
152件   

本市公用車への低公害車

の導入 
 
 
 

導入率 
行政事務用 
   20％ 
その他10％ 

 

導入率 
行政事務用 

23.3％ 
その他 12.4％ 

 
新導入方針策定 
 

自動車公害

対策の推進 
 

停車中にエンジンを停止

させるアイドリングスト

ップバスの導入 
 
 
 

導入率 
アイドリング

ストップバス

61％ 

導入率 
アイドリング

ストップバス 
66％ 
新車212両導入  

☆☆☆ 環境局
はじめ

関係局

法律または条例の認定患

者に対する補償給付など

を実施  
 

実施 実施 
 

転地療養、家庭療養指導

など公害保健福祉事業を

実施 
 

実施 実施 

健康相談、ぜん息教室な

ど環境保健事業を実施 
 

実施 実施 

公害による

健康被害の

予防と救済 
 

大気汚染に関する健康影

響調査を実施 
 

実施 実施 

☆☆☆ 環境局
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3 緑豊かなまちづくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

9.2㎡ 
（14年度） 9.3㎡ 9.6㎡ 10㎡ ☆ 緑政土

木局  
市民１人当たりの都市

公園等の面積 ☆の理由：都市公園等の総面積は増加したが、市の人口も増加した

ため、1人あたりの面積としては微増にとどまった。 
 

みどりの活動への参加

者数 
2,500人 
（14年度） 6,256人 3,750人 5,000人 ☆☆☆ 緑政土

木局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

緑化推進条例を改正し、緑

の適切な保全や創出をは

かるための具体的な規制

および措置を定め、風の道

の形成などにより良好な

都市環境の確保を推進 
   
･緑化推進条例の改正 
 

改正 改正 

･公共･公益施設緑化の推

進 
 

推進 
緑化面積4.8ha 

推進 
緑化面積2.71ha  
 
緑化手法の検討 
 

･工場･事業場緑化の促進

 
 

促進 
緑化面積12ha 

促進 
緑化面積148ha  

 
緑化手引き書の

検討 
 

･緑地協定、緑化地区制度

などを活用した緑化活

動の支援 
 

推進 推進 

緑化推進条

例の改正に

よる環境の

保全 
 

･屋上･壁面緑化の促進 
 
 
 

促進 
屋上緑化900㎡
壁面緑化90㎡ 

促進 
屋上緑化3,501㎡ 
壁面緑化25㎡

 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  

市民緑地の

推進 
民有樹林地などを借り上

げ、市民緑地として開放

 

累計4か所 
2か所  

累計4か所 
2か所   

☆☆☆ 緑政土
木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

パートナー

シップによ

る花のまち

づくり 

公園や道路空間、市有･

民有の未利用地を対象

に、市民･企業･行政のパ

ートナーシップで草花に

よる緑化を推進 

花の播種 
2,250㎡ 
 
里親制度、支援

体制の確立 

花の播種 
2,736㎡  
 
花壇の形式、市

民参加方法の

確立 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  

なごや東山

の森づくり 
東山公園および平和公園

一帯において、名古屋の

緑のシンボルとなるよう

な「なごや東山の森づく

り」を、市民･企業･行政

のパートナーシップによ

り推進 

供用面積231ha
 
森づくり協働

組織の設立･育

成支援 
 
 
 
 
活動拠点の設置

検討 
 

供用面積210ha 
 
｢なごや東山の

森づくりの会｣

設立・育成支援 
 
オアシスの森

づくり事業 
 
活動拠点の設置 
 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  

なごや西の

森づくり 
｢健康とスポーツの里」を

全体テーマとする戸田川

緑地において、園路･広場

などの施設を整備すると

ともに、市民･企業･行政

のパートナーシップによ

り森を創出 

北地区右岸 
供用面積2.5ha
完了1.6ha 
 
苗木の植樹 
累計1.8ha 

0.3ha 
 
サポートクラ

ブの育成 
 

北地区右岸 
供用面積2.5ha 
完了1.6ha  
 
苗木の植樹 
累計2.06ha 

0.57ha  
 
サポートクラ

ブの育成 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  

大規模公園･

緑地の整備 
大規模な公園･緑地につ

いて、地域の特性や自然

環境をふまえながら整備

(天白公園･猪高緑地･明
徳公園･相生山緑地） 
 
 

用地取得 
進率96.0％
取得面積2.11ha

 
天白公園 
散策路の整備

用地取得 
進率94.1％ 
取得面積0.46ha  
 
天白公園 
散策路の整備 

☆☆ 緑政土
木局  

地区公園等

の整備 
中規模公園（4ha以上）
の新設または改良工事を

実施 
 
 
 
 

整備 
新設1公園 
改良3公園 
検討2公園  

整備 
新設1公園 
改良5公園 
検討2公園 
用地取得 

1.27ha 

 

 

☆☆☆ 緑政土
木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

街区公園の適正配置促進

学区の解消をめざし、街

区公園を設置 
 

整備 
完了3公園  

整備 
完了3公園   

街区公園等

の整備 

小公園（4ha未満）の新
設･改良 
 
 
 
 
 

整備 
完了 
大将ケ根緑

地はじめ13
公園 
整備中4公園  

整備 
完了 
ほら貝第二

公園はじめ

12公園 
整備中4公園

 

 

☆☆☆ 緑政土
木局  

特色ある公

園づくり 
公園リフレッシュ整備、

花を活用した公園づく

り、魅力ある公園づくり、

ビオトープ事業、身近な

公園での森づくりなどを

推進 
 

整備 
完了12公園 
整備中1公園 

整備 
完了12公園   

☆☆☆ 緑政土
木局  

みどりが丘

公園の整備 
 

自然環境を保全し緑と水

につつまれた、魅力ある

墓地公園を整備 
 
 
 
 
 

公園供用面積 
19.0ha 
完了1.5ha 
 
墓地供用区画 
累計19,800区画
完了3,350区画 

公園供用面積 
19.1ha 
完了1.31ha  
 
墓地供用区画 
累計19,549区画 
完了3,078区画   

☆☆☆ 緑政土
木局  

東山グリー

ンウェイの

整備 
 

愛･地球博会場へのアク

セスルートでもある広小

路線（東山公園～市境）

について、市民･企業･行

政のパートナーシップに

より花と緑あふれる道路

空間を創出 

緑化 
区役所屋上緑

化･コンテナ

緑化など 
 
 
 
 
 
 
グリーンウェ

イをつくる会

の運営 
 

緑化 
コンテナ緑化

31か所 
スタンディン

グバスケット

設置 
20基 
公共施設緑化

街園整備 

 

 
運営 

☆☆☆ 緑政土
木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

ホスピタリ

ティ･ゲート

の整備 

愛･地球博の開催にあわ

せ、博覧会会場のアクセ

スルートとなる主要駅周

辺の道路区域を緑あふれ

る道路空間として修景 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

緑化 
名古屋駅周辺

など  

緑化 
名古屋駅周辺

など 
フラワータワー

4基 
プランター 

310基 
街路灯飾花 

148基 
トピアリー花壇 

1基 
維持管理 
撤去 

 

 

☆☆☆ 緑政土
木局  

道路空間の

緑化 
歩道緑化･街路樹植栽･

中央分離帯緑化など、

街路樹による多様な緑化

を推進 
 
 
 
 

緑化 
歩道緑化 

3.9km 
街路樹植栽 

393本 
中央分離帯緑化

1.8km  

緑化 
歩道緑化 

1.3km 
街路樹植栽 

376本 
中央分離帯緑化 

1.9km 

 

 

☆☆☆ 緑政土
木局  

緑道の整備 公園･緑地などの緑の拠
点や民有地の緑をネット

ワーク化し、歩行者や自

転車利用者が安全で快適

に利用できる道を整備 
 

累計126.6km 
完了0.2km  

累計129.48km 
完了0.67km   

☆☆☆ 緑政土
木局  

河川敷緑地

の整備 
河川激甚災害対策特別緊

急事業が完了した河川敷

を緑地として整備 
 
 
 
 
 
 

整備 
整備中 
洗堰緑地は

じめ4緑地 

整備 
完了 
庄内緑地右岸 
整備中 
庄内緑地左岸 
洗堰緑地 
用地取得 

2.21ha 

 

 

☆☆☆ 緑政土
木局  
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4 うるおいのある水辺環境の創出 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

堀川(小塩橋付近）の
BOD 

5.9mg/ℓ 
（14年度）

4.2mg/ℓ
（17年度） 5.5mg/ℓ 5.0mg/ℓ ☆☆☆ 緑政土

木局  
 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

護岸整備や水辺空間整備

をすすめるとともに、ヘ

ドロ除去などによる水質

浄化を行い、「うるおい

と活気の都市軸」として

堀川を再生 
 
 
 
 

護岸整備 
進率26％ 

 
水質浄化 

BOD 5.5mg/ℓ
 
遊歩道整備 
累計5.1km 
完了0.6km  

護岸整備 
進率24.9％ 

 
水質浄化 

BOD 4.2mg/ℓ 
 
遊歩道整備 
累計5.20km 
完了0.70km   

堀川の総合

整備 

登録有形文化財旧加藤商

会ビルを中心に、納屋橋

地域の活性化を推進 

旧加藤商会ビ

ルの修復 
 
親水広場整備 
 

完了 
 
 
整備 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  

ふるさとの

川整備 
山崎川の可和名橋から出

合橋までの区間（約

2.8km）において、河川
改修にあわせ沿川の地域

特性を生かした良好な水

辺空間を形成 

護岸整備 
累計2.0km 
 
 
 
 
石川橋の改築 
 

護岸整備 
累計2.16km 
 
植栽等緑地帯

の整備 
 
石川橋の改築 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

河川などについて、うる

おいと安らぎのある空間

を創出するため、水辺の

散策路整備、水辺の緑化

などを実施 
  

整備 
進率 
植田川74％ 
荒子川88％ 

整備 
進率 
植田川74％ 
荒子川88％ 

河川等の環

境整備 

農業用水路について、散

策や自然観察などの多目

的レクリエーションの場

としても活用されるよう

整備 

整備 
進率 
庄内用水路 

85％ 
中井筋 

75％ 
稲葉地井筋 

33％ 
山西用水路 

86％ 
  

整備 
進率 
庄内用水路 

85％ 
中井筋 

75％ 
稲葉地井筋 

33％ 
山西用水路 

86％ 
  

☆☆☆ 緑政土
木局  

雨水浸透指針

の運用 
 
なごや水の環

わ

復活プランの

策定 

雨水浸透指針

の運用 
 
なごや水の環

わ

復活推進会議

の開催 
 
なごや水の環

わ

復活プランの

策定 
 
各種調査の実

施 
  

健全な水循

環の確保 
雨水の地下浸透策をはじ

めとした自然の水循環を

回復･保全することによ

り、水辺のうるおいの再

生、洪水の防止、ヒート

アイランドの緩和を促進

才井戸
さ い ど

流
ながれ

保全

プランの検討 
湧水調査の実

施 
  

☆☆☆ 環境局

市民と連携

した河川愛

護活動 

川にちなんだ行事の開催

や市民のボランティア

活動を通して、河川の

美化や河川愛護意識を

普及啓発 

イベントの実施

 
愛護団体の育成

 
新たな市民連

携の検討・実施

  

実施 
 
育成 
 
検討 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  

水辺で学ぶ

川づくり 
川の自然環境や川と生活

との関わりについて、実

体験を通じて学ぶことが

できる方策を具体化 

リバースクール、

意見交換会など

の実施 
年15回 

 

リバースクール、 
意見交換会など

の実施 
⑯13回 
⑰18回 
⑱18回 
  

☆☆☆ 緑政土

木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

他河川から

の導水、ため

池の水の有

効利用 

他河川からの導水、ため

池の水の有効利用などに

より、河川などの水量確

保と水質改善を推進 
 

導水実施河川 
累計5河川 

導水実施河川 
累計4河川 

 
鍋屋上野浄水場

作業用水等の活

用 
  

☆☆ 緑政土
木局  

合流式下水

道の改善 
河川環境整備のすすめら

れている堀川･山崎川･中

川運河･戸田川の各流域

において、雨天時の汚れ

た雨水が河川などに流出

することを防止する雨水

貯留施設やスクリーンを

整備･改良 

雨水貯留施設 
累計13か所 
完了7か所 
整備中3か所
 
スクリーン 
累計15か所 
完了9か所 
整備中4か所 

雨水貯留施設 
累計9か所 
完了3か所 
整備中4か所

 

 
スクリーン等 
累計17か所 
完了8か所 
整備中20か所 

 
 

☆☆ 上下水
道局  

下水道普及率 100％の
早期達成をめざし、未整

備区域における下水道を

整備 
 

人口普及率 
99％ 

人口普及率 
98.4％ 

下水道の整

備 

下水処理施設の増設 整備 
柴田処理場 

 

整備 
柴田処理場 

☆☆ 上下水
道局  

下水道施設

の改築･更新 
下水道の機能を維持し、

良好な下水処理を実施し

て河川などの水質を保全

するため、老朽化した下

水処理場や汚泥処理場な

どの下水道施設を改築･

更新 
 
 
 
 

下水処理場 
更新12か所 
 
汚泥処理場 
更新2か所 
環境影響評価

1か所 
 
下水管きょ 
更新69km  

下水処理場 
更新14か所  
 
汚泥処理場 
更新3か所 
環境影響評価

1か所 

 

 
下水管きょ 
更新87km   

☆☆☆ 上下水
道局  

下水道の高

度処理導入 
名古屋港や伊勢湾の富栄

養化の防止、河川などの

水質向上のため、下水処

理場の新設、増設、改築

の際に、窒素･リンの除去

率を高める高度処理施設

を整備 
 

累計2か所 
整備中2か所 

累計2か所 
整備中2か所   

☆☆☆ 上下水
道局  
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2－3 廃棄物の減量と処理 
1 循環型社会構築に向けた3Ｒの推進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

111万トン 
(14年度) 

111万トン
(17年度) 108万トン 108万トン ☆ 環境局

ごみと資源の総排出

量 ☆の理由：世帯数が計画の想定数を上回って増加し、ごみ量が微増する

とともに、資源回収量（主に事業系資源回収量）が増加したため。 
 

資源回収量 35万トン 
(14年度) 

39万トン
(17年度) 38万トン 46万トン ☆☆☆ 環境局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

市民･事業者･行政が環境

問題をともに考え、理解

と関心を深めるため「環

境デーなごや」を実施 

環境デーなご

や参加者数 
100万人 

 

環境デーなご

や参加者数 
⑯41万人 
⑰40万人 
⑱45万人 
  

3Ｒ行動の促
進 

環境についての地域での

協力･協働のあり方を市

民とともに検討 

検討をふまえ

て対応 
地域協力･協働

のあり方検討 
  
循環型社会に

向けた地域協

力・地域協働の

あり方検討会

から提言 
  
市民編集員による

｢ゴミごみQ&A｣
(HP)と｢ごみとサ
ヨナラ！こんにち

はシンプルライフ

～3R実践集～｣
(冊子)の作成 
  

☆☆☆ 環境局

事業者に対

する指導の

強化 

大規模事業所と多量排出

事業所を対象に指導を実

施 

立入調査 
720件 

立入調査 
⑯522件 
⑰661件 
⑱612件 

 
事業系廃棄物

目標資源化率

の改定 
 

☆☆☆ 環境局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

レジ袋削減のため、シー

ルが一定数集まると買い

物券として利用できる

「共通還元制度」を実施

実施 
 

実施 
 
発生抑制推進

地域における

重点的啓発 
 

容器包装削

減運動の促

進 

トレイなど販売店、メー

カーによる容器包装の削

減を促進 
 

検討・実施 販売店の容器

包装の実態調

査 

☆☆ 環境局

粗大ごみの修理･展示販

売 
実施 修理教室・市民

講座の開催・展

示販売（南リサ

イクルプラザ） 
 
展示販売（リサ

イクル推進セ

ンター） 
 

リユースの

取り組みの

促進 

イベントなどでの使い捨

て容器の使用を削減する

ため、リユースカップの

使用を促進 

促進 食器と食器洗

浄車のレンタ

ルを実施 
 
モデル事業の

実施 
 

☆☆☆ 環境局

放置自転車

の再使用の

促進 
 

市民向け･海外向けに放

置自転車の再使用を実施

 

再使用率 
33％ 

再使用率 
⑯35％ 
⑰27％ 
⑱19％ 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  

市民による

リサイクル

活動の促進 

学区や子ども会などが行

う集団資源回収活動や市

民団体が行うリサイクル

ステーション活動を支援

集団資源回収量

137,000トン
 
 
 
リサイクルステー

ション回収量 
7,400トン 

 

集団資源回収量 
⑯122,000トン 
⑰123,000トン 
⑱122,000トン 

 
リサイクルステー

ション回収量 
⑯6,000トン 
⑰6,000トン 
⑱6,600トン 

 

☆☆☆ 環境局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

家庭から排出される生ご

みの分別収集･資源化 
対象地域の拡

大 
 
 
 
 
 
堆肥化、ガス

化、飼料化など

の資源化手法

の検討・実施 
 
資源化施設の

整備 

2学区(約7,300
世帯)で実施 
 
テスト事業2学
区(約6,400世帯)
で実施 
 
堆肥化、ガス

化、飼料化など

の資源化手法

の検討 
 
資源化施設の

検討 
  

生ごみ処理機などを購入

する市民に対する補助 
 

年1,100件補助 補助 
生ごみ処理機 
⑯1,028件 
⑰986件 
⑱926件 
コンポスト容器 
⑯229件 
⑰99件 
⑱60件 

 

生ごみの資

源化 

事業系生ごみの資源化ル

ートを構築するなど事業

者による生ごみの発生抑

制、再生利用、減量を促

進 

事業系生ごみ

の再生利用な

どの実施率 
20％ 

事業系生ごみ

の資源化推進 
 
資源化ルート

活用の啓発 
 

☆☆☆ 環境局

適正な資源

分別の推進 
資源とごみの分別の徹底

をはかり、より一層の資

源収集を推進するため、

ごみ分別推進員を活用

し、指導啓発を実施 

市の資源収集

量 
98,000トン 

市の資源収集

量 
⑯84,924トン 
⑰86,085トン 
⑱86,305トン 

 
資源用指定袋

の完全実施の

検討 
  

☆☆☆ 環境局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

焼却灰を溶融処理するこ

とで埋立処分量を削減 
焼却灰の溶融

処理量 
29,500トン 

溶融スラグス

トックヤード

の整備 
 
焼却灰の溶融

資源化量 
 累計28,217トン 
  

焼却灰の溶

融スラグの

有効利用 

焼却灰の溶融処理により

生成するスラグを公共工

事において活用 
  

試験施工・調査 － 

☆☆ 環境局、
緑政土

木局は

じめ関

係局  
 

建設副産物

の有効利用 
公共工事で発生するアス

ファルト塊などの建設廃

棄物や発生土の再利用を

推進 
 
 
 
 

再利用率 
アスファルト塊

100％ 
 
 
コンクリート塊

100％ 
 
 
発生土 

75％以上 

再利用率 
アスファルト塊 
⑯100％ 
⑰99.7％ 
⑱99.7％ 
コンクリート塊 
⑯100％ 
⑰99.2％ 
⑱99.2％ 
発生土 
⑯65.5％ 
⑰68.4％ 
⑱68.4％ 
 

☆☆☆ 緑政土
木局は

じめ関

係局  
 

浄水場から

の発生土の

有効利用 

浄水処理にともなう発生

土について、セメント原

料、グラウンド造成材、

園芸用培養土へ有効利用

 

有効利用率 
100％ 

有効利用率 
100％ 

 

☆☆☆ 上下水
道局  

下水汚泥の

有効利用 
下水処理にともない発生

する汚泥焼却灰につい

て、セメント、埋め戻し

材、陶管、透水性ブロッ

クなどへ有効利用 
 

有効利用率 
86％ 

有効利用率 
95.6％ 

☆☆☆ 上下水
道局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

植物性廃棄

物の有効利

用 

街路樹･公園樹のせん定

枝･刈草などをチップ化･

堆肥化し、市内の公園な

どで有効活用 

チップ化･堆肥

化率 
せん定枝100％
刈草57％ 
 
 
落ち葉60％ 

チップ化･堆肥

化率 
せん定枝100％ 
刈草⑯62％ 
⑰61％ 
⑱67％ 
落ち葉⑯19％ 
⑰20％ 
⑱19％ 

 

☆☆☆ 緑政土
木局  

資源選別保

管施設の整

備 

リサイクルみなみ作業所

の老朽化にともなう移

転、鳴海工場の改築に対

応するための「南リサイ

クルプラザ」を整備 
 

整備･稼動 整備･稼動 ☆☆☆ 環境局
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2 安全で適正なごみ処理の推進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

ごみの埋立量 12万トン 
（14年度） 11万トン 9万トン 2万トン 

 
☆☆ 

 
環境局

10％ 
（14年度） 15％ 30％ 100％ 

 
☆ 
 
環境局

焼却灰を溶融処理する

割合 
 
☆の理由：平成 16年度から五条川工場で溶融処理を開始したが、民間
工場での溶融処理委託量は低減したため。 
 

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

鳴海工場の

改築 
可燃ごみや焼却灰などを

溶融処理するための施設

を整備 
  

着工 PFIによる整備 ☆☆☆ 環境局

既存建物を活用した設備

改造により、焼却工場か

ら溶融処理施設に転用 
  

現況調査 
整備手法検討 

現況調査 
整備手法検討 
 

－ 環境局山田工場の

用途変更 

－の理由：山田工場を灰溶融処理施設として整備するのではなく、他の用途を

広く検討することにしたため。 
  
愛岐処分場の整備 
 

整備実施 
耐震補強工

事完了 

整備実施 
橋りょう耐

震補強工事

実施 
  

第一処分場の整備 整備実施 整備実施 
  

埋立処分場

の整備 

市内での処分場および尾

張地域市町村と共同利用

する広域処分場を確保 
  

候補地の検討 候補地の検討 

☆☆☆ 環境局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

不法投棄の

防止 
パトロールや監視カメラ

による監視、専用ファク

シミリでの不法投棄情報

の受付を行うほか、各区

安心・安全で快適なまち

づくり推進協議会専門部

会(旧不法投棄防止対策
会議)、隣接市町村不法投
棄連絡会議を通じて不法

投棄の要注意場所を解消

 

要注意場所数 
49か所 

要注意場所数 
⑯76か所 
⑰56か所 
⑱58か所 

☆☆☆ 環境局
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第3章 市民の教育と文化 
3－1 学校教育 
1 幼児教育 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

友だちとふれあい楽し

く幼稚園生活を送って

いる園児の割合 

68％ 
（15年度） 71％ 71％ 74％ ☆☆☆ 教育委

員会  

幼稚園が子育て支援の

場として有意義である

と感じている親の割合

69％ 
（15年度） 71％ 72％ 75％ ☆☆ 教育委

員会  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

体験活動の

充実 
豊かな人間性が子どもた

ちに育まれるよう、市立

幼稚園において、劇団な

どを招いての芸術鑑賞や

自然体験･社会体験活動

を実施 
 

芸術鑑賞、自然

体験･社会体験

活動 
各園毎年実施

芸術鑑賞、自然

体験･社会体験

活動 
各園毎年実施 
 

☆☆☆ 教育委
員会  

市立幼稚園において、園

舎･園庭の開放や子育て

相談などを実施 
 

全園で実施 全園で実施 子育て支援

事業の充実 

私立幼稚園が実施する子

育て相談などの子育て支

援事業に対し補助を実施

 

実施園数 
 106園 

実施園数 
109園 

☆☆☆ 教育委
員会  

 



3-1 学校教育 

 

 - 75 -

2 小中学校教育 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

学校の授業がわかると

思う小中学生の割合 
68％ 
（15年度） 72％ 71％ 74％ ☆☆☆ 教育委

員会  

学校生活が楽しいと思

う小中学生の割合 
80％ 
（15年度） 83％ 82％ 84％ ☆☆☆ 教育委

員会  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

中学校 
外国人英語講

師を全校に配

置し、指導 
1学級年35時
間 

中学校 
外国人英語講

師による巡回

指導 
1学級年35時
間 

 
小学校 
外国人英語講

師や英語活動

アシスタント

による指導 
 

小学校 
英語活動アシ

スタントによ

る指導 
 
 

英語が話せ

るなごやっ

子の育成 

子どもたちの英会話能力

を向上させるため、授業

やトワイライトスクール

において英会話指導を実

施 

トワイライト

スクールでの

指導 
 

トワイライト

スクールにお

いて「英語あ

そび」の実施 
 

☆☆ 教育委
員会  

学力向上パ

イロット事

業の推進 

基礎･基本の確実な定着

をはかり、確かな学力の

向上に資するため、毎年

16校を研究校として指
定し、2年間かけて創意工
夫を生かした教科指導や

教育活動の展開などの実

践研究を実施 
 

実施 
48校  

実施 
48校   

☆☆☆ 教育委
員会  

教科担任制

の実施 
小学校高学年を中心に、

基礎･基本の確実な定着

をはかるとともに、発展

的な学習をすすめるた

め、教科担任制を実施 
 

拡充実施 拡充実施 ☆☆☆ 教育委
員会  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

学習状況調

査の実施 
学習指導方法の工夫･改

善に役立てるため、小学

校5年生および中学校2
年生を対象に学習状況調

査を実施 
 

実施 実施 ☆☆☆ 教育委
員会  

マイスクー

ルプランの

実施 

総合的な学習の時間を中

心に、既存の教科の枠を

越えた国際理解、環境、

健康･福祉、地域の伝統文

化などの学習やさまざま

な体験活動など、特色あ

る教育活動を展開 
 

拡充実施 拡充実施 ☆☆☆ 教育委
員会  

ふれあいフ

レンドの推

進 

子どもたちが良好な人間

関係を築くことの喜びを

感じ、人と人とのふれあ

いの輪が広がるようにす

るため、小学校に、子ど

もたちの気軽な遊び相手

などとなる大学生などの

ボランティアを派遣 
 

実施64校 実施65校 ☆☆☆ 教育委
員会  

児童･生徒一人ひとりに

ついての体力･運動能力

に関する個票を活用する

ほか、体力アップ推進校

の設定により、児童･生徒

の体力づくりを促進 
 

体力・運動能力

プロフィール

ソフトの作成、

活用 
 
体力アップ推

進校 
 累計30校 
 

体力･運動能力

プロフィール

ソフトの作成、

活用 
 
体力アップ推

進校 
 累計41校 
 

食生活学習教材を用いた

食生活指導を充実するほ

か、小学校において、学

校栄養職員による巡回食

生活指導を実施 
 
 

食生活学習教

材を用いた指

導 
小学校1･5年
生、中学校1
年生 

 

食生活学習教

材を用いた指

導 
小学校1･5年
生、中学校1
年生 

 

元気いっぱ

いなごやっ

子の育成 

 学校栄養職員

による巡回食

生活指導の実

施 
 

学校栄養職員

による巡回食

生活指導の実

施 

☆☆☆ 教育委
員会  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

「 愛 ･ 地 球

博」国際交流

の実施 

愛･地球博を子どもたち

が豊かな国際感覚を身に

つける機会として、各学

校が交流国を設定し、交

流を実施 
 

交流国に関す

る調べ学習、交

流会の開催な

ど 

交流国に関す

る調べ学習、交

流会の開催な

ど 

☆☆☆ 教育委
員会  

児童･生徒数の将来にわ

たる見通しをふまえ、30
学級を超える過大規模校

の解消をはかるため、分

離新設校を設置 
 

中学校 
 開校1校 
小学校 
 建設2校 

中学校 
 開校1校 
小学校 
 建設1校 
 実施設計2校 
 

学校規模の

適正化 

児童･生徒数の減少が著

しい小規模校について、

一定規模を確保するた

め、地域に検討する場を

設定 
 

推進組織の設

置 
推進組織の設

置（1地域） 

☆☆☆ 教育委
員会  

新たな教育

システムの

検討 

社会の変化や多様化する

ニーズに対応した魅力あ

る学校づくりのため、小

中一貫教育および中高一

貫教育について検討 
 

教育課程など

の研究 
教育課程など

の研究（小中一

貫教育校） 

☆☆ 教育委
員会  
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3 高等学校教育 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進    
状況 所管局

学校生活が充実してい

ると思う高校生の割合

66％ 
（15年度） 69％ 68％ 70％ ☆☆☆ 教育委

員会  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

学力向上促

進事業 
基礎･基本の確実な定着

をはかり、確かな学力の

向上に資するため、指導

方法、指導体制などの実

践的な研究を実施 
 

実施 年2校 実施 年2校 ☆☆☆ 教育委
員会  

総合学科の

開設 
西陵商業高等学校の改編

により、生徒が自らの進

路を考え、希望に応じて

学びたい科目を選択でき

る総合学科を平成17年
度に開設 
 

開設 開設 
 

☆☆☆ 教育委
員会  

定時制高等

学校の再編 
生徒や保護者のニーズに

応え、社会の変化に対応

した魅力ある定時制高等

学校にするため、中央高

等学校定時制課程（昼間）

の拡充など、定時制高等

学校の再編を平成17年
度に実施 
 

昼間定時制 
 募集4学級 
 
夜間定時制 
 募集4学級 

昼間定時制 
 募集4学級 
 
夜間定時制 
 募集4学級 
 

☆☆☆ 教育委
員会  
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4 障害児教育 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

社会的自立をするため

に必要な力を身につけ

ている障害児の割合 

62％ 
（15年度） 64％ 64％ 66％ ☆☆☆ 教育委

員会  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

障害のある児童･生徒一

人ひとりの教育的ニーズ

に応じた適切な教育的支

援のあり方を検討 
 

教育的支援の

あり方の方針

決定 

教育的支援の

あり方の方針

を決定し、全

校、全教員に周

知 
 

特別な教育

的ニーズに

応じた教育

の推進 

校内における体制づくり

や研修、関係機関や保護

者などとの連絡調整など

を担当する教員を養成 
 

養成 
 300人 

養成 
 305人 

☆☆☆ 教育委
員会  

高等部への進学希望の増

加に対応するため、募集

学級増を実施 
 

募集14学級 募集14学級 
2学級増   

養護学校高

等部の充実 

障害の種類や程度に応じ

たきめ細かい教育を実施

するため、高等部に重複

障害学級を設置 
 

全校に設置 全校に設置 

☆☆☆ 教育委
員会  

南養護学校

の移転改築 
障害児の学習環境を整備

するため、南養護学校を

移転改築 
 

移転、開校 建設、開校 ☆☆☆ 教育委
員会  
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5 市立大学 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進    
状況 所管局

77人 
（15年度） 94人 135人 150人 ☆ 総務局

市立大学における大学

院学生在籍者のうち社

会人受入数 
☆の理由：昼夜開講制の充実やカリキュラムの再編成に努め、社会人

大学院生は 146人と増加したが、そのうち社会人特別選抜によるもの
は 94人にとどまったため。 
 

市立大学における共同

研究の受入件数 － 24件 3件 7件 ☆☆☆ 総務局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

大学院経済

学研究科の

再編･拡充 

社会人を対象とした日本

経済･経営専攻への博士

後期課程の設置にあわせ

て経済学研究科の再編･

拡充を実施 
 

再編・拡充 再編・拡充 ☆☆☆ 総務局

大学院看護

学研究科博

士課程の設

置 
 

看護学研究科に博士課程

を設置 
設置・受入 設置・受入 ☆☆☆ 総務局

共同研究の受

入 
受入件数 6件 

共同研究の受

入 
受入件数49件   

研究活動に

おける企業

等との連携 

民間企業などと多角的に

連携し、研究成果の移転･

活用を推進 

大学連携型起

業家育成施設

整備事業への

参加 
 

大学連携型起

業家育成施設

整備事業への

参加 

☆☆☆ 総務局

薬学部校舎

の改築 
高度な教育･研究に対応

できるよう、老朽･狭あい

化した薬学部校舎を改築

 

実施設計 基本設計 ☆☆ 総務局

留学生宿舎

の設置 
旧看護婦寮を改修し、留

学生宿舎を設置 
 

整備・開設 整備・開設 ☆☆☆ 総務局
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3－2 生涯学習、スポーツ･レクリエーション 
1 生涯学習の推進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進    
状況 所管局

32％ 
（15年度） 24％ 35％ 38％ ☆ 教育委

員会  

生涯学習に取り組んで

いる成人の割合 
☆の理由：アンケート結果によると、生涯学習に取り組んでいない理由

として、「時間的に余裕がないから」、「費用がかかるため」との回答

が多く、これらの要因によって生涯学習に取り組んでいる成人の数が減

少したものと考えられる。 
  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

「現代なご

や学ノスス

メ！」の開設 

生涯学習センターにおい

て、環境、防災など本市

の重要課題や名古屋のま

ちづくりについて気軽に

学習できる機会を提供 
  

各センター 
 年2講座 

全センター 
 ⑯34講座 
 ⑰35講座 
 ⑱31講座 

☆☆☆ 教育委
員会  

いつでも、どこでも学習

できる機会を提供するた

め、インターネットを活

用した講座を開設 
 

3講座 1講座 
 
動画配信画面

管理システム

の開発等 
  

－ 教育委
員会  

インターネ

ット講座な

ごや発の開

設 

－の理由：アクセス数が伸び悩んだことから、事業見直しのため市民アンケー

トを実施し、その結果を受けて、生涯学習のポータルサイトとの連携・統合を

はかった。 
  

自主開設講

座の支援 
生涯学習センターの自主

グループに対し、趣味や

実技に関する講座の自主

的な開設を支援 
  

年96講座 ⑯126講座 
⑰142講座 
⑱152講座 

☆☆☆ 教育委
員会  

トワイライ

トスクール

の推進 

放課後や休日に小学校施

設を活用して子どもたち

の遊びや体験、地域の

人々の知識や経験を生か

した世代間交流を実施 
  

181校で実施 191校で実施 
開設67校   

☆☆☆ 教育委
員会  

支所管内図

書館の整備 
支所管内における図書館

サービスの充実をはか

り、市民の学習意欲に応

えるため、支所管内に図

書館を整備 
  

開館 
 志段味、山田

開館 
 志段味、山田 

☆☆☆ 教育委
員会  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

自宅とつな

ぐ図書館サ

ービス 

情報化に対応した利便性

の高い図書館サービスを

提供するため、図書の貸

出しについてインターネ

ットによる予約受付シス

テムを構築 
 

インターネッ

トによる図書

の貸出し予約

受付の実施 

インターネッ

トによる図書

の貸出し予約

受付システム

開発着手 

☆☆ 教育委
員会  

「大人の知」

の拠点づく

り 

市民の生涯学習を支援す

るための「大人の知」の

拠点としての機能を取り

入れつつ、教育館を改築

し、21世紀にふさわしい
教育の拠点として整備 
 

実施設計 調査検討の実

施 
 
 

☆☆ 教育委
員会は

じめ関

係局  
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2 生涯スポーツの振興 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進    
状況 所管局

週１回以上スポーツを

実施している成人の割

合 

31％ 
（13年度） 43％ 40％ 50％ ☆☆☆ 教育委

員会  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

なごやマイ･

スポーツフ

ェスティバ

ル 

市民がスポーツについて

の理解と関心を深め、市

民のスポーツへの意欲が

高まるよう、体育の日を

中心に多彩なスポーツ･

レクリエーション事業を

展開 

スポーツボラ

ンティア活用

の充実 
 
民間スポーツ

イベントとの

連携 

スポーツボラ

ンティア活用

の充実 
 
民間スポーツ

イベントとの

連携 
 

☆☆☆ 教育委
員会  

地域ジュニ

アスポーツ

クラブ育成

事業 

地域で学校休業日を中心

に子どもがスポーツに親

しめる環境を整備するた

め、地域ジュニアスポー

ツクラブを育成 
 

実施 全区 実施 全区 
 

☆☆☆ 教育委
員会  

部活動顧問

派遣事業 
中学校の部活動につい

て、教員指導者がいなく

ても、学校の指導方針･

指導計画のもとに、派遣

した顧問だけで指導でき

る制度を新設 
 

派遣48校 派遣48校 ☆☆☆ 教育委
員会  

ジュニアス

ポーツイベ

ントの開催 

子どものスポーツ活動の

振興や運動部活動の活性

化をはかるため、「子ど

もスポーツフェスタ」や

トップアスリートとふれ

あう「わいわいスポーツ

アカデミー」を開催 
 

年間参加者数 
 3,600人 

年間参加者数 
⑯3,853人 
⑰3,440人 
⑱3,681人 

☆☆☆ 教育委
員会  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

なごやかウ

ォーク 
市民に親しまれているウ

ォーキングを推奨し、市

内の代表的な50のウォ
ーキングコースを選定し

て市民に紹介するととも

に、市民一斉ウォーキン

グ大会などのイベントを

実施 
 

実施 実施 ☆☆☆ 教育委
員会  

スポーツセ

ンターの整

備 

生涯スポーツの参加人口

を増やすため、地域の生

涯スポーツの核となるス

ポーツセンターを整備 

着工 
 守山 

PFI事業として
選定 
 
用地取得 
 

☆☆ 教育委
員会  
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3 健全な青少年の育成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進    
状況 所管局

近所の人にあいさつが

できる子どもの割合 
55％ 
（14年度）

57％ 
(参考値) 60％ 65％ ＊ 

子ども

青少年

局  
 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

子ども街角

サポーター

による世話

やき活動の

推進 

地域全体で子どもたちを

見守り育てていくため、

「子ども街角サポータ

ー」による地域の世話や

き活動を推進 
 

子ども街角サ

ポーター数 
 1,000人 

子ども街角サ

ポーター数 
 13,507人 

☆☆☆ 子ども
青少年

局  

家庭教育支

援事業「親学

ノススメ」の

展開 

家庭教育セミナーなどに

よる学習機会の提供や啓

発資料などの配布を行う

ほか、親子や家族でとも

に活動するきっかけづく

りを通じて、子どもにと

って親はどうあるべきか

を考え、子育ての責務や

楽しさを学ぶ「親学」へ

の取り組みを推進 
 

家庭教育セミ

ナー参加率 
（幼･小･中） 
 平均20％ 
 
 
 
 
 
 
「親学アクシ

ョン」の全市的

な展開 

家庭教育セミ

ナー参加率 
（幼･小･中） 
⑯平均18.8％ 

51,857人参加 
⑰平均17.1% 

48,095人参加 
⑱平均15.5% 

43,485人参加 
 
「親学アクシ

ョン」の全市的

な展開 
 

☆☆☆ 教育委
員会  

「家庭の日」

普及促進事

業 

キャンペーンや各種広報

媒体などにより、毎月第3
日曜日の「家庭の日」を

普及するとともに、民間

企業、店舗などの協力に

基づくファミリー優待事

業を実施 
 

協力店舗･施設

数 
 500か所 

協力店舗･施設

数 
 ⑯491か所 
 ⑰514か所 
 ⑱398か所 

☆☆☆ 教育委
員会  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

子ども体験

活動情報「わ

くわくキッ

ズナビ」の提

供 

子どもたちの自然体験、

生活体験など各種体験活

動を促進するため、イベ

ントや施設などに関する

情報をホームページや情

報誌により提供 

新規イベント

掲載情報件数 
 月150件 
 
 
 
ホームページ

アクセス件数 
 1日200件 

新規イベント

掲載情報件数 
 ⑯月105件 
 ⑰月124件 
 ⑱月112件 
 
ホームページ

アクセス件数 
 ⑯1日142件 
 ⑰1日153件 
 ⑱1日184件 
 

☆☆☆ 子ども
青少年

局  

新たな青少

年教育施設

の整備 

青年の家に代わる新たな

青少年教育の中核施設と

して、都心部に青少年の

自主的な活動を支援する

施設を整備 
 

完成 完成 ☆☆☆ 子ども
青少年

局  
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3－3 文化 
1 歴史･文化の保存継承と情報発信 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進    
状況 所管局

名古屋城本丸御殿復元

の理解度 
75％ 
（14年度）

86％ 
(17年度参考値) 77％ 80％ ＊ 市民経

済局  

徳川園（池泉回遊式庭

園）の年間入園者数 － 254,727人
50万人 
（17年度）
※万博開催年度

30万人 ☆☆☆ 緑政土
木局  

「新修名古屋市史」資

料編の刊行巻数 － 2巻 3巻 11巻 ☆☆ 総務局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

2010年（平成22年）の復
元過程の公開をめざし、

市民の理解と協力を得な

がら、本丸御殿の復元に

着手 
 

  

･本丸御殿の復元 基本設計 基本設計 
 

基金額累計 
3億8,000万円 
 

基金額累計 
17億2,100万円 

･新世紀･名古屋城博の開

催 
開催 開催 

名古屋城本

丸御殿の復

元 

･障壁画の復元模写 襖絵および天

井板絵制作枚

数 270面 
 

襖絵および天

井板絵制作枚

数 282面 

☆☆☆ 市民経
済局  

創建当時の原型を伝え国

重要文化財にも指定され

ている西南隅櫓を一般公

開できるよう解体･改修 
 

改修 － ☆ 市民経
済局  

名古屋城西

南隅櫓の解

体修理 

☆の理由：平成18年度に策定した「特別史跡名古屋城全体整備計画」に基づき、
平成19年度以降に整備することとしたため。 
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

世界に誇りうる歴史文化

公園をめざして、徳川園

を平成16年秋までに整
備 
 

  

･池泉回遊式庭園の整備 開園 開園 
運営開始 
 

･蓬左文庫の整備 開館 開館 
 
資料のデジタ

ル化 
 

徳川園の整

備 
 

･徳川園開園から愛･地球

博開催期間中にかけて

催事を実施 

催事の実施 
（16～17年度）

催事の実施 
主力催事6回 
季節催事4回 
季節装飾4回 

 

☆☆☆ 緑政土
木局  
 
教育委

員会  

名古屋城から徳川園に至

る一帯を「文化のみち」

として育み、建築遺産の

保存･活用や、道路整備に

よるネットワーク化を推

進 
 

 文化のみち総

合案内表示板

の設置 
 
橦木館の取得 
 

･旧豊田佐助邸の活用 貸出･公開 貸出･公開 
 

･故春田鉄次郎邸の活用 転貸･公開 
 

転貸･公開 
 

･旧川上貞奴邸の復元、公

開（16年度開館予定） 
完成･公開 文化のみち二

葉館完成･公開 
(平成17年2月) 

文化のみち

づくりの推

進 

白壁地区において、沿道

景観と調和した道路整備

を実施 
 

完了 完了 

☆☆☆ 住宅都
市局、

緑政土

木局は

じめ関

係局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

復元する旧川上貞奴邸の

一部を活用した郷土ゆか

りの文学に関する資料の

保存･展示の場を整備 
 

開館 開館 郷土ゆかり

の文学資料

の保存･展示

の場の整備 

市民との連携により、文

学資料の保存･展示を実

施 
 

実施 実施 

☆☆☆ 市民経
済局  

歴史の里の

整備 
上志段味地区に残る古墳

群や河岸段丘などを活用

して、郷土の歴史を学ぶ

場を整備 
 

基本計画の策

定 
基本計画策定

準備 
  
埋蔵文化財発

掘調査 
 

☆☆ 教育委
員会  

市史（資料

編）の編さん 
「新修名古屋市史」本文

編編さん過程で調査･収

集した歴史資料をまとめ

た「新修名古屋市史 資

料編」を編さん･刊行 
 

3巻刊行 校正･刊行2巻 
編集･執筆2巻 
資料選定2巻 
準備5巻 

☆☆ 総務局

市史資料の

公開 
「新修名古屋市史」編さ

ん過程でマイクロフィル

ムに収集した歴史資料を

整理し、複製資料により

閲覧提供 
 

公開 
資料件数117件

公開 
資料件数66件 
（複製本1,118
冊） 

☆☆ 総務局
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2 新たな文化創造･文化活動への支援 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進    
状況 所管局

111件 
（14年度） 109件 115件 115件 ☆ 市民経

済局  名古屋フィルハーモニ

ー交響楽団の市民向け

公演の回数 
☆の理由：移動音楽教室・特別演奏会の依頼回数は増加したが、依頼

演奏会の依頼件数が減少したため。 
 

文化小劇場（ホール）

の利用率 
69.3％ 
（14年度） 76.3％ 72％ 75％ ☆☆☆ 市民経

済局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

市民芸術村

の構想の推

進 

実験活用としてのアート

ポートの実績をふまえ、

市民と芸術家、異なる分

野の芸術家どうしの交流

の促進をめざす芸術･文

化活動の場を提供 

暫定的な活動

の場の提供 
 
 
 
推進方法の検

討 

暫定的な活動

の場の提供 
アートナビの

実施 
 
推進方法の検

討 

☆☆☆ 市民経
済局  

芸術と科学

の杜構想の

推進 

科学館天文館･理工館の

改築および美術館新館の

整備をすすめる中で、白

川公園と一体となった新

しい文化の拠点を創造 

芸術と科学の

杜基本構想の

策定 
 
科学館天文館･

理工館改築の

実施設計 

芸術と科学の

杜基本構想の

策定 
 
科学館天文館･

理工館の改築

基本計画等の

策定 

☆☆☆ 教育委
員会  

名古屋フィ

ルハーモニ

ー交響楽団

の活動支援 

市民の交響楽団である名

古屋フィルハーモニーの

演奏活動を支援 

支援 支援 ☆☆☆ 市民経
済局  

市民が自ら行う文化的活

動を支援 
 

  

･市民芸術祭の開催 
 

開催 開催 

市民文化活

動への支援 

･芸術文化団体活動助成

および文化関係自費出

版助成の実施 

実施 実施 

☆☆☆ 市民経
済局  

文化小劇場

の整備 
市民が身近に利用できる

地域の文化活動の拠点と

して、文化小劇場を整備

設置の検討 
（昭和、瑞穂）

設置の検討 
（昭和、瑞穂） 
 

☆☆☆ 市民経
済局  
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3－4 コミュニティ･市民活動 
1 コミュニティ活動の支援 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進    
状況 所管局

地域パトロール活動な

ど市民活動の参加者数
－ 31万人 30万人 40万人 ☆☆☆ 市民経

済局  

町を美しくする運動の

参加者数 
138,727人 
（14年度） 185,985人 165,000人 171,000人 ☆☆☆ 市民経

済局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

安心･安全で

快適なまち

づくりの推

進 

市民との協働により条例

を制定し、市民参画によ

る安心･安全で快適なま

ちづくりを推進 

条例の制定･施

行 
 
パトロール活

動など市民活

動の実施 
 

条例の制定･施

行 
 
パトロール活

動など市民活

動の実施 

☆☆☆ 市民経
済局は

じめ関

係局  

町を美しく

する運動の

推進 

市民･企業･行政のパート

ナーシップにより、ごみ

のポイ捨ての防止、ごみ

減量意識の普及、愛･地球

博に向けた美化意識の向

上および実践活動を実施

 

実施 実施 ☆☆☆ 市民経
済局  

美化推進重点区域を指定

し、ポイ捨て防止パトロ

ール、クリーン活動など

を実施 
 

実施 パトロール 
⑯395回 
⑰398回 
⑱360回 
クリーン活動 
⑯205回 
⑰183回 
⑱254回 

 

ポイ捨ての

防止 

市民、事業者、行政が協

働してポイ捨てを防止す

るため、「名古屋クリー

ンパートナー制度」を創

設 
 

クリーンパー

トナー登録 
50団体 

クリーンパー

トナー登録 
38団体 

☆☆☆ 環境局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

地域住民が気軽に集まる

ことができるコミュニテ

ィ活動の拠点であるコミ

ュニティセンターの建

設･改修を推進 
 

コミュニティ

センターの建

設 
14館  

コミュニティ

センターの建

設 
15館   

コミュニテ

ィセンター

の整備 

コミュニティセンターを

拠点とした地域活動を促

進するため、各区の情報

を収集･整理するととも

に、交流会を開催し、情

報提供を充実 
 

コミュニティ

活動に関する

情報提供の充

実 

コミュニティ

活動に関する

情報提供の調

査 

☆☆ 市民経
済局  
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2 市民活動の支援 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進    
状況 所管局

市内に主たる住所のあ

る NPO法人数 
154団体 
（14年度） 531団体 400団体 700団体 ☆☆☆ 市民経

済局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

NPOの企画
提案による

協働事業の

実施 

地域の課題の解決策を

NPOから募り、市とNPO
との協働により事業を実

施 
 

実施 
 年3件 

実施 
年5件 

☆☆☆ 市民経
済局  

なごやボラ

ン テ ィ ア ･

NPOセンタ
ーの運営 
 

民間団体によるセンター

の管理･運営を実施 
民間団体によ

る管理･運営 
民間団体によ

る管理･運営 
☆☆☆ 市民経

済局  
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3 魅力ある地域づくりの推進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進    
状況 所管局

区の魅力づくり事業の

進率 
63％ 
（14年度） 85％ 80％ 100％ ☆☆☆ 市民経

済局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

区の魅力づ

くり 
地域の伝統文化やまつり

など、区の特性や課題に

応じて、市民やNPOを運
営主体とした魅力あふれ

る特色あるまちづくりを

支援 

特色ある区づ

くり推進事業

の実施 
 
パートナーシ

ップのまちづ

くり研修の実

施 
 

特色ある区づ

くり推進事業

の実施 
 
パートナーシ

ップのまちづ

くり研修の実

施 

☆☆☆ 市民経
済局  
 
各区  

ある区ネッ

トロードづ

くり 

身近な公園、道路、水辺

を活用し、誰もが気軽に

散歩などを楽しむことが

できる快適な歩行者空間

づくりを、区民とのパー

トナーシップにより推進

 

累計10地区 
完了3地区  

累計9地区 
完了2地区   

☆☆ 緑政土
木局  
 
各区  
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3－5 男女平等参画 
1 男女平等参画の総合的な推進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進    
状況 所管局

審議会等への女性委員

の登用率 
21％ 
（15年度） 32.2％ 30％ 40％ ☆☆☆ 総務局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

男女平等参

画施策の総

合的推進 

男女平等参画推進なごや

条例および男女共同参画

プランなごや21に基づ
き施策を総合的･計画的

に推進 
 

推進 推進 ☆☆☆ 総務局

センターの管理･運営の

一部をNPOなどにより
実施 
 

実施 実施 男女平等参

画推進セン

ターの運営 

NPOなどとの協働によ
る講座などの企画･運営 
 

実施 実施 

☆☆☆ 総務局

市民に対す

る情報･学習

機会の提供 

男女平等参画などに関す

る情報提供を行うととも

に、企画運営の段階から

市民の参画を得て、実践

的な講座などを開催 
 

実施 実施 ☆☆☆ 総務局
はじめ

関係局
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2 女性の人権の尊重 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進    
状況 所管局

2 
（15年度） 2 3 3 ☆ 総務局

市が支援している民間

シェルター数 ☆の理由：施設の増加がより広範な DV 被害女性の救済につながると
考え、補助金の制度を関係団体に周知してきたが、申請は 2件にとど
まったため。 

 
 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

女性に対す

る暴力防止

意識の向上 

女性に対する暴力の社会

的認識の徹底や暴力防止

のため、市民向けの講演

会や職務関係者向けの研

修などを実施 
 

実施 実施 ☆☆☆ 総務局
はじめ

関係局

男女平等参画推進センタ

ーにおいて、関係機関と

の連携をはかりながら女

性への暴力などに対応す

る相談を実施 
 

実施 実施 女性のため

の相談の充

実 

女性に対する暴力の被害

者支援ネットワークとの

連携を強化 
 

実施 実施 

☆☆☆ 総務局
はじめ

関係局

民間シェル

ターへの支

援 

暴力の被害から逃れる女

性のための緊急一時保護

施設である民間シェルタ

ーとなる住宅の家賃を補

助 
 

補助3件 ⑯補助2件 
⑰補助2件 
⑱補助2件 

☆☆☆ 総務局



3-6 国際都市 

 

 - 97 -

3－6 国際都市 
1 国際交流･国際協力の推進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

名古屋国際センター登

録ボランティアの年間

延べ活動回数 

3,900回 
（14年度） 4,592回 4,500回 5,000回 ☆☆☆ 市長室

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

英文･図記号

による案内

施設整備の

充実 

本市を訪れた外国人など

にとって移動しやすいま

ちになるよう、英文や図

記号も表示された道路の

案内標識を設置 

地点案内標識の

英文併記率 
100％ 

(主要市道以上
の交差点) 
 
 

地点案内標識の

英文併記率 
96％ 

(主要市道以上
の交差点) 
949基   

☆☆☆ 緑政土
木局  

国際交流ボ

ランティア

活動の促進 

名古屋国際センターにお

ける登録ボランティア制

度を活用し、「1000人ホ
ームステイボランティ

ア」などのボランティア

活動を促進 

ボランティア

年間延べ活動

回数 
 4,500回 

ボランティア

年間延べ活動

回数（（ ）内

は万博影響分

を含んだ回数） 
 ⑯3,888回 
 （5,132回） 
 ⑰4,326回 
（6,125回）
⑱4,592回 
  
名古屋ホーム

ステイボラン

ティアセンタ

ーの運営 
 

☆☆☆ 市長室
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

国際理解の

促進 
市民の国際感覚の醸成を

はかるため、なごや民間

大使などによるNIC地球
市民教室、母国紹介事業

などを実施 

実施 NIC地球市民
教室の実施 
 
なごや民間大

使母国紹介事

業の実施 
 
ワールド･コラ

ボ･フェスタの

実施 
 
世界語ろマイ

スター制度の

運営 
 
世界へえ？ほ

う！フェステ

ィバルの開催 
 
各種講座・セミ

ナー等の開催 
 

☆☆☆ 市長室

姉妹都市交

流の推進 
姉妹友好都市の多方面に

わたる紹介を中心とした

交流事業「シスターシテ

ィ･フェスティバル」を実

施 
 

愛･地球博にあ

わせて拡充実

施 

愛・地球博にあ

わせて拡充実

施 

☆☆☆ 市長室

留学生の支

援 
留学生の経済的負担の軽

減をはかるため、国際留

学生会館において宿泊施

設を提供するとともに、

私費留学生に対し支援金

を給付 
 

実施 実施 
 

☆☆☆ 市長室

JICAを通じ
た国際協力 

JICAと連携をはかりな
がら、研修生や国際協力

推進員を受け入れるとと

もに、指導、助言を行う

ため専門家を外国へ派遣

 

JICAの要請に
応じて実施 

JICAの要請に
応じて実施 

 

☆☆☆ 市長室

はじめ

関係局
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2 外国人市民が暮らしやすいまちづくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

5件 
（14年度） 6件 11件 16件 ☆ 市民経

済局  
地域行事に参加する外

国人団体等の件数 ☆の理由：外国人が多く在住する地域では、地域の外国人団体等が設

立され、事業が定着した一方で、他の地域では新たな団体が設立され

なかったため。 
 

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進    
状況 所管局

「広報なごや」外国語版

を掲載したホームページ

を作成 

実施 英語版、ポルト

ガル語版、中国

語版、ハングル

版作成 
 

外国人市民

へのサービ

スの充実 

生活情報を掲載した「名

古屋生活ガイド」などの

冊子、パンフレットを作

成 

実施 名古屋生活ガ

イド（英語版、

ポルトガル語

版、スペイン語

版、中国語版、

ハングル版、フ

ィリピノ語版）

の作成 
 

☆☆☆ 市長室
はじめ

関係局

外国人市民

が地域社会

に参画しや

すい環境づ

くり 

外国人市民が地域社会の

一員として受け入れら

れ、安心して暮らしてい

くため、各地域で始まっ

た多文化共生の取り組み

を支援 

情報提供、関係

機関との連携 
 
外国人市民と

のふれあい交

流事業への助

成 
 

情報提供、関係

機関との連携 
 
外国人市民と

のふれあい交

流事業への助

成 
 

☆☆ 市民経
済局  
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第4章 市街地の整備 
4－1 市街地整備 
1 合理的な土地利用の促進･総合的で多様なまちづくりの推進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

地区計画の決定および

建築協定の締結地区数

71地区 
（14年度末） 79地区 83地区 90地区 ☆☆ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

人口、土地利用などの動

向をふまえ、都市計画に

おける用途地域、市街化

区域･市街化調整区域な

どを見直し 
 

  

･用途地域などの全市見

直し 
完了 完了 

 
 

用途地域な

どの見直し 

･茶屋新田地区の市街化

区域編入 
 

完了 市街化区域編

入都市計画手

続 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

地区計画制

度の活用 
地区計画制度により地区

の特性に応じたルールを

定めて良好な住環境など

を実現し、また大規模敷

地開発では周辺とも調和

した市街地を誘導 
 

累計45地区 
新規決定 
 6地区  

累計44地区 
新規決定 
 5地区 

 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

建築協定の

締結促進 
住宅地としての環境の向

上、商店街としての利便

の維持増進などをはかる

ため、建築協定の締結を

促進 
 
 
 
 
 
 
 

累計38地区 
新規締結 
 3地区  

累計35地区 
新規締結 

6地区 
更新 
 6地区 
失効 
 5地区 
区域の変更 
 1地区 
廃止 
 1地区 

 

 

☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

市民による

まちづくり

の支援 

名古屋都市センターに設

置したまちづくり基金を

活用し、市民による自主

的なまちづくり活動に対

して活動経費の一部を助

成 
 
 
 

助成 
39団体  

助成 
まちづくり活

動助成部門 
 23団体 
まちづくり活

動はじめの一

歩助成部門 
 9団体 

 

 

☆☆☆ 住宅都
市局  

大規模低･未利用地につ

いて、都市基盤整備公団

などと連携しながら地域

特性をふまえて有効活用

を促進 
 

  大規模低･未

利用地の有

効活用の促

進 

･千種二丁目地区、名西二

丁目地区など 
 

相談･調整 相談･調整 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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2 都市機能が集積し活気に満ちた都心域の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

16.6万人 
（11年度）

11.8万人
（17年度） － 20万人 ☆ 住宅都

市局  
都心域の主要な通りに

おける休日の歩行者数
☆の理由：計画策定時の数値は、大型イベントの開催された日に調査

されたもので、平成 22年度目標値もそれに基づいているのに対し、平
成 17年度の実績値は通常時に調査されたものであるため。  
 

名古屋駅周辺・伏見・

栄地域内での容積率の

活用割合 

500％ 
（14年度） － － 520％ ＊ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

広小路ルネ

サンスの推

進 

名古屋駅地区と栄地区を

つなぐ軸として、広小路

通沿道地区においてゆと

りある歩行者空間の確保

や商業の活性化などによ

り、歩く楽しさ･まちのに

ぎわいを復興 

社会実験の実

施 
 
 
 
 
 
推進計画の策

定･実施 

社会実験に向

けた検討・調整 
 
車線減少によ

る歩道拡幅整

備決定 
 
推進計画の検

討・調整 
 
ビル低層部の

店舗化誘導 
 

☆☆ 住宅都
市局は

じめ関

係局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

栄角地を中心とする栄交

流コアにおいて、土地の

有効利用･高度利用によ

り、活気と魅力にあふれ

た交流空間を整備 
 

  栄交流コア

の整備 

･栄角地の整備 整備計画の策

定 
錦三丁目25番
街区有効利用

提案募集の実

施 
 
自動車、歩行者

交通量の調査 
 
開発条件、スケ

ジュールなど

の基本的枠組

の検討・整理 
 
関係者調整 
 

☆☆ 住宅都
市局  

名古屋の玄関口にふさわ

しい魅力的で活気にあふ

れた街並みづくりをすす

めるため、安全で快適な

歩行者空間を整備 
 

  

･駅前の歩行者空間の整

備 
民間開発にあ

わせた誘導、関

係者調整 

民間開発にあ

わせた誘導、関

係者調整 
 
整備中（民間開

発） 
 

名古屋駅地

区の歩行者

空間の整備 

･笹島交差点地下横断施

設の整備 
整備計画の検

討 
 

整備中（民間開

発） 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

市街地再開発事業を施行

する組合などへの指導･

助成を実施 
 

  

･納屋橋西地区 
（18年度完了予定） 
 

完了 完了 

･納屋橋東地区 関係者調整 基本計画作成 
 

･牛島南地区 
 

整備中 完了 

･栄三丁目6番地区 
（16年度完了予定） 

完了 完了 

組合等によ

る市街地再

開発事業の

促進 

･千種駅南地区 
（16年度完了予定） 
 

完了 完了 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

土地の高度利用により業

務･商業施設、公共的通路

などを整備する施行者へ

の指導･助成を実施 
 

  優良建築物

等整備事業

を活用した

市街地の再

開発の促進 
･名駅四丁目7番地区 
（18年度完了予定） 
 

完了 完了 

☆☆☆ 住宅都
市局  

名城･柳原地

区の整備 
公務員宿舎や市営住宅な

どの一体的な再整備によ

り、民間施設の導入とあ

わせた複合都市拠点の形

成を促進 
 

関係者調整 
基本構想の策

定 

関係者調整 
基本構想の策

定 

☆☆☆ 住宅都
市局  

「国際歓迎･交流拠点」の

形成をめざし、ささしま

ライブ24地区において
土地区画整理事業により

幹線道路などの都市基盤

を整備 
 

進率24％ 進率15％ 米野･名駅南

地区の整備

（地区総合

整備） 

太閤地区において幹線道

路（椿町線）を整備 
 

整備中 整備中 

☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

金山地区の

整備（地区総

合整備） 

金山北地区において、南

地区との一体性をはかり

ながら公共施設･交流の

場を整備（16年度完了予
定） 
 

完了 完了 ☆☆☆ 住宅都
市局は

じめ関

係局  

筒井地区において土地区

画整理事業により道路、

公園などの都市基盤を整

備 
 

進率73％ 進率70％ 筒井地区の

整備（地区総

合整備） 

葵地区において土地区画

整理事業により道路、公

園などの都市基盤を整備

 

進率72％ 進率68% 

☆☆ 住宅都
市局  

都心共同住

宅供給事業

の促進 

都心部において良質な中

高層共同住宅を建設する

事業者を対象に、事業の

実施に関する計画を認定

し、建設費の一部を助成

 

計画認定 
供給助成 
認定戸数 
450戸  

計画認定 
供給助成 
認定戸数 
404戸 

 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  



4-1 市街地整備 

 

 - 106 -

3 安全で快適な既成市街地の再生 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

既成市街地での土地区

画整理事業などにより

整備された道路・公園

の面積 

22ha 
(14年度末) 29.6ha 30ha 38ha ☆☆☆ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

大曽根地区において土地

区画整理事業により幹線

道路、駅前広場、一部集

客施設を含む地下駐車場

などの都市基盤を整備 
（18年度完了予定） 
 

完了 完了 

大曽根駅前地区において

共同化事業により商業施

設などを整備 
（17年度完了予定） 
 

整備・完了 完了 

大曽根地区

の整備（地区

総合整備） 

大曽根北地区において土

地区画整理事業により道

路などの都市基盤を整備

 

進率83％ 進率79% 

☆☆☆ 住宅都
市局  
 
緑政土

木局  

名鉄名古屋本線の連続立

体交差化と連携した市街

地再開発事業により商

業･住宅施設、駅前広場な

どの都市基盤を整備 
 

進率45％ 進率41% 
D街区施設建
築物工事 

 
 

鳴海地区の

整備（地区総

合整備） 

古鳴海停車場線（本町工

区）を整備 
 

道路の暫定供

用 
進率96% 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

有松地区において土地区

画整理事業により道路･

公園などの都市基盤を整

備（18年度完了予定） 
 

完了 進率93% 

有松駅前地区において市

街地再開発事業により商

業･住宅施設、駅前広場な

どの都市基盤を整備 
（17年度完了予定） 
 

完了 完了 

有松地区の

整備（地区総

合整備） 

地区の幹線道路である有

松線、敷田大久伝線およ

び大将ケ根線を整備 
（18年度完了予定） 
 

完了 進率85% 

☆☆☆ 住宅都
市局  

大高駅前地区において土

地区画整理事業により道

路、公園などの都市基盤

を整備 
 

進率65％ 進率64% 大高地区の

整備（地区総

合整備） 

大高北線を整備 
 

進率82％ 進率90% 

☆☆☆ 住宅都
市局  

日比野地区において市街

地再開発事業を推進 
 
 

保留床処分 進率85% 
C街区施設建
築物工事 

 
 

白鳥地区の

整備（地区総

合整備） 

公益施設用地の土地利用

の実現 
 

検討･活用 大学用地とし

て活用 

☆☆☆ 住宅都
市局  

木場地区の

整備 
大規模低･未利用地など

の土地利用転換や高度利

用を促進し魅力ある住環

境を形成するため、都市

基盤を整備 
（16年度完了予定） 
 

完了 完了 ☆☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

JR関西本線および近鉄
名古屋線の連続立体交差

化にあわせて駅を移設･

集約し、地下鉄駅と一体

となった総合駅を整備

（17年度完了予定） 
 

  

･立体横断施設の整備 整備･完了 
 

完了 

･地下連絡通路の整備 完了 
 

完了 

八田地区の

整備（地区総

合整備） 

･南北駅前広場の整備 完了 
 

完了 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  
 
緑政土

木局  

下之一色地

区の整備（地

区総合整備） 

防災性の向上と居住環境

の改善をはかるため、下

之一色南部地区において

土地区画整理事業を実施

 

事業計画の決

定 
都市計画決定 
 
事業計画の決

定 
 
地元組織の支

援 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

千種台地区

の整備（地区

総合整備） 

老朽化した市営住宅など

の建て替えにあわせ、各

種施設、道路、公園など

を整備 
 
 
 
 

整備中 
道路整備7路
線 
市営住宅の建

替 
公社住宅の供

給  

整備中 
道路整備7路
線 
市営住宅の建

替 

 

 

☆☆☆ 住宅都
市局  

藤が丘地区

の整備 
東部丘陵線の整備により

東部方面の近隣市町との

交通結節点としての機能

が高まることをふまえ、

駅周辺道路、自転車駐車

場などの整備により、に

ぎわいと活気に満ちたま

ちづくりを推進 
 

進率57％ 進率57％ 
駅周辺道路の

整備完了 
自転車駐車場

の整備完了 

 

 

☆☆☆ 住宅都
市局は

じめ関

係局  
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4 計画的な新市街地の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

新市街地での組合土地

区画整理事業による整

備面積 

7,364ha 
（15年度） 7,731ha 7,700ha 8,200ha ☆☆☆ 住宅都

市局  

新市街地での組合土地

区画整理事業により整

備された道路・公園の

面積 

1,620ha 
（15年度） 1,699ha 1,700ha 1,800ha ☆☆☆ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

組合への指導監督、組合

設立時に事業資金の無利

子貸し付けおよび事業促

進のための各種事業費の

助成を実施 
 
 
 

実施 
換地処分 

11組合 
事業費助成 

14組合 
貸付金 
 2組合  

実施 
換地処分 

6組合 
事業費助成 

29組合 
貸付金 
 1組合 

 

 

組合施行の

土地区画整

理事業の促

進 

茶屋新田地区において組

合施行の土地区画整理事

業を促進 
 
 
 

都市計画決定 
設立認可 

都市計画手続中 
都市計画道路

の線形見直し

環境影響評価

書の作成等 

 

 

☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

居住、研究開発、商業な

どの機能が調和した「志

段味ヒューマン･サイエ

ンス･タウン」の建設をめ

ざし、組合施行の特定土

地区画整理事業により都

市基盤整備および宅地供

給を実施 
 

  

･吉根地区 
（18年度完了予定） 
 

完了 完了 

･下志段味地区 
 

進率91％ 進率89％ 

･中志段味地区 
 

進率13％ 進率7％ 

志段味地区

の整備（地区

総合整備） 

･上志段味地区 
 

進率57％ 進率56％ 

☆☆☆ 住宅都
市局  

大高南地区において組合

施行の特定土地区画整理

事業により都市基盤整備

および宅地供給を実施 
 

進率74％ 進率85％ 大高南地区

の整備 

ＪＲ東海道本線の新駅設

置を促進 
 

協議･調整 協議･調整 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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5 魅力的な港･臨海域の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

港・臨海域の公園やプ

ロムナードの整備面積

64.3ha 
（14年度末） 67.7ha 67.8ha 68.0ha ☆☆☆ 

住宅都

市局  
名古屋

港管理

組合  
 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

築地地区の基盤をなす江

川線、名古屋港線などの

幹線道路を整備 
 

  

･江川線 
（18年度完了予定） 
 
 
 

完了 進率94% 
建物移転実施

用地先行取得

完了 

 

 

･名古屋港線 
 

進率71％ 進率62% 

築地地区の

整備（地区総

合整備） 

西倉地区と運河東線を接

続する道路を新設 
 

関係者調整 関係者調整 

☆☆ 住宅都
市局  

稲永（野跡）地区におい

て西名古屋港線野跡駅周

辺の開発整備手法を検

討、公共施設整備を推進

公共施設の整

備 
 
空地の民間開

発誘導 

完了 
 
 
空地の利用者

募集・事業者決

定（北側部分） 
 
鴨浦水域周辺

開発の検討 
 

稲永地区の

整備（地区総

合整備） 

梅ノ木線を整備 進率83％ 進率61％ 
 

☆☆ 住宅都
市局  
 
名古屋

港管理

組合  
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6 個性的な都市景観の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

市民参加によって景

観づくりをすすめて

いる地域数 

9地域 
（14年度末） 10地域 10地域 11地域 ☆☆☆ 住宅都

市局  

電線類地中化道路延

長 
95.7km 
（14年度末） 103.1km 100.6km 108.5km ☆☆☆ 緑政土

木局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

助言･指導 
 

助言･指導 

広小路･大津通

地区 
形成基準の見

直し 
 
 
 
 

広小路･大津通

地区、久屋大通

地区 
形成基準の見

直し 
 
他3地区 
 見直し検討 
 

都市景観整

備地区の整

備 

すぐれた都市景観を創

造･保全する必要がある

地区について、景観整備

の推進および景観上の助

言･指導を実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

四谷･山手通地区

街路灯の設置

累計97基 
完了45基  

四谷･山手通地区 
街路灯の設置 
累計88基 
完了36基   

☆☆☆ 住宅都
市局  
 
緑政土

木局  

市民参加に

よる景観づ

くりの推進 

都市景観協定の締結を促

進するとともに、都市景

観賞や市民団体の活動支

援を実施 

実施 都市景観協定

の更新（白川通

地区） 
 
都市景観市民

団体の認定（白

壁地区） 
 
都市景観整備

推進委員会の

開催 
 
都市景観賞の

実施 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

屋外広告物

に対する指

導･誘導 

違反広告物に対する是正

指導、除却を行うととも

に、市民と連携し違反広

告物追放運動を推進 

推進 違反広告物是

正指導 
 
市民と連携し

た違反広告物

追放運動の推

進 
 
屋外広告業登

録制度の導入 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

電線類の地

中化 
良好な都市景観と歩行者

の交通安全の確保および

都市災害の防止をはかる

ため、歩道が広く事業効

果の高い道路において電

線類の地中化を推進 
 

電線共同溝事

業による地中

化延長 
累計14.5km
完了2.6km  

電線共同溝事

業による地中

化延長 
累計15.2km 
完了3.3km   

☆☆☆ 緑政土
木局  

拠点的施設

周辺道路環

境整備 

主要な公共施設や観光施

設周辺の道路の歩行者空

間について、地域特性を

生かしながらカラー舗装

や街路灯設置などを実施

し、快適で魅力あるまち

づくりを推進 
 

累計42か所 
整備中3か所 

累計44か所 
完了2か所 
整備中1か所

 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  
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4－2 住宅 
1 良質な住宅の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

誘導居住水準（例えば

共同住宅に住む標準 4
人世帯で 91㎡以上）を
達成する世帯の割合 

45％ 
（10年度）

52％ 
(15年度 
参考値) 

55％ 60％ ＊ 住宅都
市局  

老朽化した市営住宅ス

トックの割合 
6.4％ 
（15年度） 5％ 5％ 3％ ☆☆☆ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

市営住宅の

計画的な建

替 

老朽化した市営住宅につ

いて、居住環境や耐震性

の改善をはかるため建て

替えを計画的に実施 
 

建設 
1,180戸 
除却 
1,000戸  

建設 
879戸  
除却 
1,076戸   

☆☆☆ 住宅都
市局  

千種台 
市営住宅の建

替、公社住宅

の供給 
 

千種台 
市営住宅の建

替 
 

平田 
市営住宅の建

替 
 

平田 
市営住宅の建

替 
 

汐止 
定住促進住宅

（公共型）の

建設 
 

汐止 
定住促進住宅

（公共型）の

建設 
公社住宅の供

給 
 

大規模市営

住宅団地の

再生 

大規模な市営住宅団地の

建て替えにあわせ、中堅

ファミリー世帯向け住宅

の混合供給などのまちづ

くりを実施 
 

城北 
建替計画の検

討 
 

城北 
建替計画の検

討 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

既設市営住

宅の耐震対

策 

東海地震などに備え、既

設市営住宅の耐震対策を

実施 
 
 
 

改修 
5棟  

改修 
2棟  
 
関係者調整 
1棟改修合意   

☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

既設市営住

宅の環境再

整備 

既設市営住宅の居住環境

の向上をはかるため、老

朽化した共用設備、外構

などを再整備 
 

再整備 
完了10団地 
整備中7団地 

再整備 
完了18団地   

☆☆☆ 住宅都
市局  

循環型社会

に向けたモ

デル住宅の

整備 

市住宅供給公社と連携し

た資源循環型モデル住宅

を先行的に整備し、その

成果をふまえ全体計画を

検討 

公社賃貸住宅

の建設 
7戸 
 
全体計画の検

討 
 
 

公社賃貸住宅

の建設 
7戸  
 
全体計画の検

討（循環型社会

対応住宅基本

計画の策定） 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

定住促進住

宅（民間型）

のストック

活用 

民間が供給する中堅ファ

ミリー世帯向けの良質な

賃貸住宅ストックを活用

し、入居者の家賃の減額

に要する費用を助成 
 

家賃減額助成 
 対象戸数 

786戸 

家賃減額助成 
 対象戸数 
⑯786戸 
⑰743戸 
⑱745戸 

 
子育て支援減

額措置 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

市住宅供給

公社住宅の

供給 

まちづくりとの連携や定

期借地権制度の活用など

により、分譲･賃貸住宅を

建設 
 
 

建設 
600戸  

建設 
275戸  
 
実施設計 
138戸   

☆☆ 住宅都
市局  
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2  いきいきとした交流の促進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

バリアフリー住宅に住

む世帯の割合 
3％ 

(10年度) 

4％ 
(15年度 
参考値) 

11％ 15％ ＊ 住宅都
市局  

バリアフリー化した市

営住宅ストックの割合

13％ 
(15年度) 15％ 15％ 17％ ☆☆☆ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

高齢者向け

優良賃貸住

宅の供給促

進 

高齢者向けの優良な賃貸

住宅を建設する土地所有

者などに対して計画を認

定し、建設費の一部およ

び家賃の減額に要する費

用を助成 

計画認定 
供給助成 
300戸 
 
 
家賃減額助成 
 対象戸数 

399戸 
 

計画認定 
107戸  
供給助成 
－  

 
家賃減額助成 
 対象戸数 

333戸 
 

☆☆ 住宅都
市局  

高齢者円滑

入居賃貸住

宅制度の普

及啓発 

高齢者の入居を拒否しな

い高齢者円滑入居賃貸住

宅の登録･閲覧制度の普

及啓発を通じて、民間賃

貸住宅ストックを活用

し、高齢者の居住の安定

を確保 
 

普及啓発 普及啓発 ☆☆☆ 住宅都
市局  

社会福祉施設と連携した

生活援助員の派遣や住宅

のバリアフリー化などを

通じて、高齢者の生活に

配慮したモデル住宅とし

て市営住宅を建設 
（戸数は、「市営住宅の

計画的な建替」の戸数に

含む） 
 

供給 
50戸  

実施設計 ☆ 住宅都
市局  
 
健康福

祉局  

シルバー住

宅の供給 

☆の理由：連携する社会福祉施設の確保に時間を要したため。 
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

車いす専用

住宅の供給 
車いす使用者が安全で快

適に暮らせるように、市

営住宅を建設する際に車

いす使用者専用住宅を供

給 
（戸数は、「市営住宅の

計画的な建替」の戸数に

含む） 

供給 
9戸  

供給 
11戸   

☆☆☆ 住宅都
市局  

高齢者向け

改善住宅の

供給 

高齢者向け市営住宅の需

要増大に対応するため、

既設市営住宅を高齢者向

けに改善 
 

改善 
100戸  

改善 
50戸   

☆☆ 住宅都
市局  

入居者の高齢化の進行な

どに対応するため、4～5
階建廊下型などの既設市

営住宅にエレベーターを

設置 
 

設置 
43棟  

設置 
10棟   

☆ 住宅都
市局  

既設市営住

宅へのエレ

ベーター設

置 

☆の理由：廊下型住宅へのエレベーター設置が、平成16年度に完了し、新たに
階段室型住宅へのエレベーター設置を開始するにあたり、工法等の検討調査と

地元調整に期間を要したため。 
 
入居者の高齢化の進行な

どに対応するため、既設

市営住宅の住戸内設備の

改善などを実施 
 

  

･手すり設置など住戸内

設備の改善 
改善 
2,670か所  

改善 
3,853か所   

高齢者対応･

障害者対応

改善等の推

進 
 

･スロープ整備など共用

部分の改善 
改善 
212か所  

改善 
104か所   

☆☆☆ 住宅都
市局  

多世代交流

のための交

流スペース

の提供 

既設市営住宅において、

小さな子どもたちから高

齢者までが交流できるス

ペースを提供 
 

整備 
17か所  

整備 
15か所   

☆☆☆ 住宅都
市局  
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3 市民とともにすすめるすまい･まちづくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

住宅の改善に関する情

報の不足で困っている

世帯の割合 

9％ 
（10年度）

8％ 
(15年度 
参考値) 

8％ 6％ ＊ 住宅都
市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

住情報提供･

相談業務の

実施 

市民が必要とする情報を

取得できるよう、栄市民

サービスコーナー「住ま

いの窓口」を通じて情報

提供･相談業務を実施 

相談 
 
ホームページ

の開設 
 
 
関連団体との

連携 

相談 
 
ホームページ

のコンテンツ

の開設・拡充 
 
関係団体との

連携 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

分譲マンシ

ョン管理へ

の支援 

管理組合による主体的な

分譲マンションの維持管

理を支援するため、県･

関連団体などと連携し、

マンション管理推進協議

会を通じて啓発活動や情

報提供を実施 

マンション管

理推進協議会

の運営 
 
 
 
 
マンション建

て替えなど支

援策の検討 
 

マンション管

理推進協議会

の運営 
 
マンション管

理の現状分析 
 
マンション建

て替えなど支

援策の検討 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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4 安全で快適な住宅地の整備 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

住宅市街地総合整備事

業区域（5 地区）での
道路・公園の整備面積

1.0ha 
（14年度末） 1.38ha 1.3ha 2.6ha ☆☆☆ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

老朽木造住宅密集地区に

おいて、老朽建築物の買

収除却、建て替え、コミ

ュニティ住宅の建設など

を総合的に推進 
 

  

･浜地区 
 

進率91％ 完了 
 

･大曽根北地区 
 

進率74％ 進率81% 

･筒井地区 
 

進率70％ 進率73% 

･葵地区 
 

進率66％ 進率59% 

密集住宅市

街地の整備 

･一番一丁目地区 
 

進率33％ 進率29% 

☆☆☆ 住宅都
市局  
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4－3 交通 
1 都市の活力と魅力を生み出す総合交通体系の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

297万人 
（12年度）

282万人
(16年度) 312万人 327万人 ☆ 

総務局
はじめ
関係局1 日の公共交通機関の

利用者数 
☆の理由：私鉄、地下鉄、バスの乗車人員が減少したため。 
 

地下鉄の営業キロ 79.0km 
（14年度末） 89.1km 89.1km 89.1km ☆☆☆ 交通局

整備中路線における自

動車の平均旅行速度 
18km/h 
（14年度） 21km/h 23km/h 25km/h ☆☆ 緑政土

木局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

なごや交通

戦略の推進 
平成16年春に予定され
ている名古屋市交通問題

調査会の答申などをふま

え、自動車利用の適正化

をはかり、公共交通への

転換を促進するTDM（交
通需要マネジメント）施

策を推進 
 

なごや交通戦

略の策定 
 
施策の実験、実

施 

なごや交通戦

略の策定 
 
施策の実験、実

施 

☆☆☆ 総務局
はじめ

関係局

地下鉄4号線（名古屋大学
～新瑞橋）を平成16年度
開業に向けて整備 

名城線･4号線
による環状運

転 

名城線による

環状運転（名古

屋大学～新瑞

橋開業） 
 

地下鉄の整

備 

地下鉄桜通線（野並～徳

重）を平成26年度開業に
向けて整備 

道路下敷設許

可、都市計画決

定、環境影響評

価などの手続

および工事着

手準備 
 

道路下敷設許

可、都市計画決

定、環境影響評

価などの手続

の完了および

土木工事実施 

☆☆☆ 
 
交通局

地下鉄金山

駅の整備 
地下鉄金山駅にエレベー

ターなどのバリアフリー

施設をはじめとする駅施

設を整備 
 

完了 完了 ☆☆☆ 交通局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

西名古屋港

線の整備 
貨物専用線であった西名

古屋港線を、平成16年度
開業に向け延伸･旅客線

化 
 

開業 あおなみ線開業 
(平成16年10月) 

☆☆☆ 住宅都
市局  
 
名古屋

港管理

組合  
市バス 
最多運転車両

数 850両 

市バス 
最多運転車両

数 906両 
 
地下鉄名城線

(名古屋大学～
新瑞橋)開業、
あおなみ線開

業にあわせた

路線再編成及

び地域巡回系

統の創設等 
 

地下鉄の開業などにあわ

せ、市バスと地下鉄の連

携強化によるネットワー

クを生かして利便性の確

保をはかりつつ、利用実

態をふまえた市バス路線

の再編成および市バス･

地下鉄の運行見直しを実

施 

地下鉄 
東山線、名城

線･4号線の運
行見直し 

 

地下鉄 
東山線、名城

線･名港線の

運行見直し 
 

市バス･地下

鉄の効率的

な輸送サー

ビスの提供 

利用実態に応じた中･小

型バス車両の導入を推進

中･小型バス車

両の導入推進 
 

－ 

☆☆☆ 交通局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

市バスの快適性などを向

上するため、照明付標識、

上屋およびベンチなどバ

ス停留所施設を整備 
 
 
 
 

整備 整備 
照明付標識 

462基整備
上屋 
 152基整備
ベンチ 
 228基整備

 

 
（民間活力を

導入した広告

付き上屋整備

事業（平成17
年度より開始）

による整備を

含む） 
 

監視･通話装置

の整備 10営業
所中10営業所 
 
 

監視･通話装置

の整備 10営業
所中10営業所 
2営業所整備   

車載機器の整備

938両中938両 
 
 
 

車載機器の整備 
1,027両中1,027
両 
351両整備   

市バスの利

用促進 

市バスの接近情報を提供

するとともに、災害時に

営業所と市バス車両間の

通話手段を確保し、バス

ターミナルへも運行情報

を提供できる、バス運行

総合情報システムを整備

バスターミナ

ルへの情報表

示器設置17か
所 
 
 

バスターミナ

ルへの情報表

示器設置17か
所 
17か所19基整備   

☆☆☆ 交通局

共通乗車制

度の拡大 
利用者の利便性の向上を

はかるため、カードによ

る共通利用システム「ト

ランパス」の利用範囲を

拡大 
 

利用範囲拡大 利用範囲拡大 
3事業者（平成
15年度末）から
7事業者に拡大 
 

☆☆☆ 交通局

都市高速道

路の整備 
都市高速道路網（約81.2 
km）の早期完成をめざ
し、沿道環境に配慮した

整備を実施 
 
 
 
 

供用延長 
 69.2km 
名岐道路の供

用 
 
高速 3号線北
部区間の供用 

供用延長 
 62.2km 
名岐道路の供

用 
 

 

☆☆ 住宅都
市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

名古屋環状2号線の整備
を沿道環境に配慮しつつ

促進 
 

  

･東部･東南部（高針～名

古屋南 約12.8 km） 
 

促進 促進 
 

･西南部（名古屋西～飛島

約12.0km） 
 

促進 促進 

名古屋環状2
号線の整備

促進 

交差道路など関連整備事

業を実施 
 

実施 実施 

☆☆ 住宅都
市局  

直轄国道の

整備促進 
国道1号など、国が事業を
行う国道の整備費用の一

部を負担 
 
 

促進 
国道1号､19号､
22号､23号､41
号など  

促進 
国道1号､19号､
22号､23号､41
号など 

 

 

☆☆☆ 緑政土
木局  

幹線道路の

整備 
都市活動の骨格となり広

域のネットワークの形成

にもつながる道路など、

整備効果の高い幹線道路

を整備 
 

供用延長 
663.5km 
完了 
広小路線はじ

め12路線  

供用延長 
658.0km 
完了 
弥富名古屋線

はじめ5路線 

 

 

☆☆ 緑政土
木局  

地域分断や渋滞の解消を

はかる橋りょうを新設 
 
 
 
 

新設 
完了 
南陽大橋は

じめ2橋 
整備中1橋  

新設 
完了 
春幡橋 
整備中2橋 

 

 

橋りょうの

整備 

河川改修に関連する橋り

ょうを改築 
 
 
 
 

改築 
完了 
供米田橋は

じめ6橋 
整備中1橋  

改築 
完了 
供米田橋は

じめ4橋 
整備中3橋 

 

 

☆☆ 緑政土

木局  

大規模修繕 
完了 
道徳橋など  

大規模修繕 
完了 
道徳橋など 

 
 

橋りょうの

老朽化対策 
橋りょうの老朽化や車両

の大型化などに対応する

ため、部材の更新や損傷

箇所の大規模修繕、老朽

橋の改築を実施 
 
 
 

改築 
整備中 
三階橋など  

改築 
整備中 
三階橋など 

 
 

☆☆☆ 緑政土

木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

方針の策定 方針の策定 
 
整備プログラ

ムの策定 
 

長期未整備

道路への対

応 

現行の都市計画道路網の

計画内容について、整備

効果、地域の特性などを

ふまえた見直し方針を策

定 
都市計画変更

手続きの推進 
都市計画変更

詳細の検討 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

道路交通の円滑化や踏切

事故の解消などをはかる

ため、複数の幹線道路と

鉄道を立体交差化し踏切

をなくす連続立体交差事

業を実施 
 
 
 

推進 
完了 

JR関西本線
近鉄名古屋

線 
整備中 
名鉄名古屋

本線  

推進 
完了 

JR関西本線 
近鉄名古屋

線 
整備中 
名鉄名古屋

本線 

 

 

幹線道路と鉄道を立体交

差化し、幹線道路の機能

向上をはかる単独立体交

差事業を実施 
 
 
 

推進 
整備中 
小幡架道橋

柴田架道橋

長須賀架道

橋  

推進 
整備中 
小幡架道橋

柴田架道橋

長須賀架道

橋 

 

 

立体交差化

の推進 

連続立体交差事業の新た

な事業区間の調査･検討 
調査･検討 
関係機関調整 

事業区間の決

定に向けた協

議・調整 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  
 
住宅都

市局  

駅前広場の

整備 
鉄道と自動車交通との乗

り継ぎの利便性を向上さ

せるため、主要な交通結

節点において駅前広場を

整備 
 

整備 
完了 
中島駅 
荒子駅  

整備 
完了 
中島駅 
荒子駅 

 

 

☆☆☆ 緑政土
木局  

駐車場附置

義務制度の

改正 

都心部などにおける駐車

場の整備状況などをふま

え、附置義務制度を見直

し 

駐車場条例の

改正･施行 
駐車場条例の

改正･施行 
（平成17年4月
1日施行） 

☆☆☆ 住宅都
市局  



4-3 交通 

 

 - 125 -

 
計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

パークアン

ドライド駐

車場の確保 

公共交通機関への利用の

転換をはかり、都心部へ

の過度な自動車交通の流

入を抑制するため、市内

周辺部の鉄道駅付近など

で駐車場を整備するとと

もに、民間による駐車場

の整備を誘導 
 

整備･誘導 
整備4か所  

整備･誘導 
整備3か所 
誘導17か所 

 

 
管理･運営 

6か所   

☆☆☆ 住宅都
市局  
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2 人にやさしく安全で快適な交通体系の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

年間交通事故死者数 69人 
（15年） 

65人 
（18年）

70人未満
（18年）

60人未満 
（22年） ☆☆☆ 市民経

済局  

コミュニティ道路の

整備路線数 
288路線 
（14年度末） 326路線 337路線 381路線 ☆☆ 緑政土

木局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

交通安全に

関する広報･

啓発活動 

交通安全計画および交通

安全実施計画の策定を通

じて、交通事故防止対策

の強化、交通安全広報･

啓発活動を推進 

第8次交通安全
計画の策定 
 
交通安全実施

計画の策定･推

進（毎年度） 
 

第8次交通安全
計画の策定 
 
交通安全実施

計画の策定･推

進 

☆☆☆ 市民経
済局  

交通安全施

設の整備 
人や車両の安全で快適な

通行をはかるため、道路

照明、防護柵など各種交

通安全施設を整備 
 

推進 推進 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  

わかりやす

い標識類の

整備 

車や歩行者などが安全で

円滑に目的地に移動でき

るよう、道路に案内標識

を設置 
 

累計12,391基 
完了879基  

累計12,444基 
完了970基   

☆☆☆ 緑政土
木局  

コミュニテ

ィ道路の整

備 

生活道路において、カラ

ー舗装などを実施するこ

とにより、通過交通や走

行速度の抑制をはかると

ともに、安全で魅力ある

歩行者空間を形成 
 

累計337路線 
完了34路線  

累計326路線 
完了26路線   

☆☆ 緑政土
木局  

コミュニテ

ィ･ゾーン形

成事業 

住宅地などにおいて、コ

ミュニティ道路の整備や

交通規制を面的に実施

し、安全で魅力ある歩行

者にやさしい地区を形成

 

累計10地区 
完了2地区 
整備中4地区 

累計9地区 
完了1地区 
整備中3地区

 
 

☆☆ 緑政土
木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

道路空間の

活用 
道路空間の有効活用に関

する社会実験を、地域事

業者やTMOなどと協力
して実施し、道路利用に

関するルールを作成 
 

歩行者休憩施

設の設置に関

するルールの

作成 

歩行者休憩施

設の設置に関

するルールの

作成 

☆☆☆ 緑政土
木局  

違法駐車等防止重点地域

および重点路線におい

て、監視員による助言啓

発活動を実施 
 

  

・重点地域 
 
 

実施 
栄地区 

実施 
 栄地区 
 

・重点路線 
 
 

実施 
広小路通 

実施 
 広小路通 

大規模団地周辺におい

て、違法駐車等防止啓発

事業を実施（～16年度）
 

実施 実施 

違法駐車対

策の推進 
 

パイプやプランターなど

の設置により、歩道への

乗り入れ駐車を防止 
 
 
 
 
 

パイプ設置 
累計116km 
完了5km 
 
プランター設置

累計622基 
完了30基  

パイプ設置 
累計113.4 km 
完了2.44km  
 
プランター設置 
累計592基 
－   

☆☆ 市民経
済局  
 
緑政土

木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

地下鉄駅の

火災対策設

備の整備 

地下鉄火災に対する安全

性を高めるため、排煙設

備、避難通路などを整備

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

整備推進 整備推進 
 
ホーム階の排煙

設備の整備 
18駅整備完了  

 
異なる2以上の
避難通路の整備 
10駅整備完了  

 
（以下、新基準

対応） 
ホームの階段部

に2段階に降下
するシャッター

の設置 
11駅設置完了  

 
旅客の安全な

避難に必要な

避難経路図等

の設置 
91駅設置完了  

 
（交差駅は2駅
と数える） 
 

☆☆☆ 交通局

地下鉄駅の

冷房化など

の改修 

地下鉄の快適性向上のた

め駅冷房化などの改修を

推進 
 

冷房化済駅数 
 31駅 

冷房化済駅数 
 31駅 
4駅   

☆☆☆ 交通局
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3 環境にやさしい交通体系の形成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

市内で実用化した ITS
施策数 

4施策 
（15年度） 9施策 10施策 13施策 ☆☆☆ 

総務局

はじめ

関係局

駅周辺の自転車等放置

台数 
35,000台 
（14年度） 30,693台 33,000台 24,500台 ☆☆☆ 緑政土

木局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

自転車走行

空間のネッ

トワーク化

の推進 

自転車の走行空間をネッ

トワーク化するととも

に、自転車と歩行者を物

理的･視覚的に分離して、

安全で快適な走行空間を

創出 
 

走行空間の整備

累計30.8km
完了9.8km  

走行空間の整備 
累計32.1km 
完了10.4km   

☆☆☆ 緑政土
木局  

放置自転車が多い鉄道駅

や新駅などを対象に、自

転車駐車場を整備すると

ともに、適正な自転車利

用と受益者負担の観点か

ら有料化を推進 
 

整備台数 
累計110,035台
 
有料化駅 
累計44駅 

整備台数 
累計118,325台 
 
有料化駅 
累計44駅 

自転車駐車

場の整備 

放置自転車が多い鉄道駅

や新駅などを対象に放置

禁止区域を指定 

指定 
累計80か所 

指定 
累計81か所 

 
放置禁止区域

の拡大 9か所 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  

低騒音（排水

性）舗装の実

施 

騒音など沿道環境の悪化

が著しい幹線道路におい

て、舗装の補修にあわせ

て低騒音（排水性）舗装

を実施 
 

累計50km 
完了18km  

累計55km 
完了21km   

☆☆☆ 緑政土
木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

自然環境な

どに配慮し

た道路の整

備 

大規模な公園･緑地を通

過する小田赤池線、弥富

相生山線について、地域

住民や専門家との連携の

もと、自然環境や生態系

に配慮しながら整備 

小田赤池線 
完了 
 
弥富相生山線 
進率70％ 

 
専門家会の開催

  
施工ワーキン

グの開催 

小田赤池線 
進率87％ 

 
弥富相生山線 
進率60％ 

 
－ 

 
開催 
 
  

☆☆☆ 緑政土
木局  

情報通信技術の活用によ

り、安全性、快適性だけ

でなく環境保全にも貢献

するITS(高度道路交通シ
ステム)の導入を拡大 
  

なごや交通戦

略の実現に向

けたITS活用方
策の具体化 

なごや交通戦

略の実現に向

けたITS活用方
策の具体化 

･ITS世界会議の開催 
（16年度開催予定） 
  

開催 開催 

･エコポイントTDMの推
進 

  

実証実験、実用

化推進 
実証実験、実用

化 
 

･PTPS(公共車両優先シ
ステム)などの導入促進 

  

拡充の検討 拡充の検討 
 

･歩行者ITSの推進 社会実験 社会実験完了 
 

･都市高速道路へのETC
の導入促進 

導入料金所 
累計36か所 
(堀の内料金
所を除く全

料金所） 

導入料金所 
累計36か所 
(堀の内料金
所を除く全

料金所） 
  

ITS( 高 度 道
路交通シス

テム)の推進 
 

･ITを活用した新たな駐
車場案内システムの高

度化の推進 

拡充 
 
 
実験、運用検討

駐車情報シス

テムの運営 
 
スマートパー

キング社会実

験 
  

☆☆☆ 総務局
 
住宅都

市局  
 
緑政土

木局  
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4 広域交通ネットワークの強化 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

環状を形成する自動車

専用道の整備率 
27.4％ 
（15年度末） 58％ 58％ 63％ ☆☆☆ 住宅都

市局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

東部丘陵線

の整備 
総合的な地域整備の推進

がはかられている名古屋

東部丘陵地域と本市を結

ぶ東部丘陵線を、平成17
年開業に向けて整備 
 

開業 リニモ開業 
(平成17年3月) 

☆☆☆ 住宅都
市局  
 
緑政土

木局  

第二東名･名

神高速道路

などの整備

促進 

第二東名･名神高速道路、

東海北陸自動車道、東海

環状自動車道の整備を促

進 
 

促進 促進 
 

☆☆☆ 住宅都
市局  

リニア中央

新幹線の建

設促進 

リニア中央エクスプレス

建設促進愛知県期成同盟

会の活動を通してリニア

中央新幹線の建設を促進

 

促進 促進 ☆☆☆ 総務局
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4－4 港湾･空港 
4－4－1 港湾 
1 国際競争力の高い港づくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

外貿コンテナ貨物の年

間取扱個数 
179万個 
（14年） 

251万個
(18年) － 208万個 

（22年） ☆☆☆ 
名古屋

港管理

組合  
 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

飛島ふ頭南地区大水深

16mコンテナターミナル
の整備 
 

整備 
完了1バース 
整備中1バース 

整備 
完了1バース 
整備中1バース

 
 

ふ頭の整備 
（飛島ふ頭、稲永ふ頭、

鍋田ふ頭） 
 

整備 整備 

臨港道路の整備 
（金城ふ頭、飛島ふ頭、

鍋田ふ頭） 
 

整備 整備 

東航路･西航路の拡幅、増

深 
 

整備 整備 

臨海部の埋立、整備 
（弥富ふ頭、飛島ふ頭、

ポートアイランド、南5
区） 

 

整備 整備 

国際港湾機

能の強化と

効率的で使

いやすい港

づくり 

船舶の入出航にともなう

書類手続きのEDI化、港
湾物流情報のネットワー

ク化をはじめとした港湾

物流の情報化を推進 

船舶の入出航

にともなう書

類 手 続 き の

EDI化 
 
港湾物流情報

プラットホー

ムの構築 

推進 
 
 
 
 
日本コンテナ

物流情報ネッ

トワーク（JCL
－net）システ
ムの開発・運用 
 

☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

名古屋港西部地区を中心

に「ロジスティクスハブ」

の形成を推進 
 

総合保税地域

の実現 
総合保税地域

の事業者説明

会の開催 
 
飛島地区にお

ける指定地域

の統一 
 

名古屋港東･南部地区を

中心に「基盤産業ハブ」

の形成を推進 
 

推進 推進 

名古屋港産

業ハブ特区

計画の推進 
 

特区内において、税関臨

時開庁手数料の軽減など

特定事業を実施 
 

新たな特定事

業の実施 
新たな特定事

業の実施 
1件   

☆☆ 名古屋
港管理

組合  

港湾施設保

安対策 
港湾の安全確保を目的と

した海上人命安全条約の

改正にともない、監視装

置などの保安施設を整備

（16年度完了予定） 
 

完了 完了 ☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  
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2 活力･親しみ･環境と共生する港づくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

ガーデンふ頭および金

城ふ頭の来港者数 
410万人 
（14年度） 621万人 － 580万人 ☆☆☆ 

住宅都

市局  
名古屋

港管理

組合  
 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

商業･娯楽施設

の整備 
商業･娯楽施設

の誘致・整備 
 

金城ふ頭駅周

辺公共施設の

整備 
 

完了 

金城ふ頭の

開発 
商業･娯楽機能などの集

積した交流拠点の形成 

野外ステージ

の整備 
 

完了 

☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  
 
住宅都

市局  

ガーデンふ頭東地区にお

いて、既存倉庫を活用し

魅力あふれる交流空間の

開発を推進 
 

ガーデンふ頭

東地区の開発 
完了 ガーデンふ

頭および周

辺の整備 

JR貨物名古屋港駅跡地
を中心とする西倉地区お

よび築地地区の堀川右岸

において、民間によるウ

ォーターフロント開発を

誘導 
 

誘導 誘導 

☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  
 
住宅都

市局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

護岸液状化対策、既存岸

壁の耐震化 
 
 
 
 
 

整備 
完了 
 大手ふ頭東

整備中 
ｶﾞｰﾃﾞﾝふ頭

築地ふ頭西 

整備 
完了 
大手ふ頭東

 
 

護岸などの

防災対策 

護岸等の改良による高潮

対策 
 
 
 
 
 
 
 

整備 
整備中 
汐止 ･空見

ふ頭 
堀 川 口 水

門 ･排水機

場  

整備 
完了 
汐止･空見

ふ頭 
整備中 
堀 川 口 水

門･排水機

場 

 

 

☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  

中川運河の

総合整備 
市民に親しまれる水辺空

間の形成をめざし、拠点

的に緑地などを整備 
 
 
 
 

整備 
完了 
中川口緑地 

整備 
整備中 
中川口緑地

水質浄化施

設 

 

 

☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  
 
住宅都

市局  
 

港湾緑地の

整備 
親しまれる港づくりを推

進するため港湾緑地を整

備 
 

整備 
完了 
新宝緑地北 

整備 
完了 
新宝緑地北

 
 

☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  

風力発電施

設の整備 
南5区に2基の風力発電
施設を設置 
（16年度完了予定） 
 

整備･完了 完了 ☆☆☆ 名古屋
港管理

組合  
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4－4－2 空港 
1 新交流時代にふさわしい中部国際空港の整備と国際･広域交流の促進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

中部国際空港の年間

航空旅客数 
1,057万人 
（14年度） 1,199万人 1,210万人

（17年度） 1,430万人 ☆☆☆ 総務局

中部国際空港の年間

航空貨物量 
18万トン 
（14年度） 28万トン 32万トン

（17年度） 38万トン ☆☆ 総務局

※計画策定時の数値（14年度）は名古屋空港の実績値 
 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

中部国際空

港の整備促

進 

将来の航空需要に対応す

るため、17年2月の開港
をめざして中部国際空港

の整備を促進 
 

開港 開港 ☆☆☆ 総務局

航空路線網

の充実･強化 
航空会社などの関係機関

にはたらきかけて、航空

路線網を充実･強化 
 

推進 推進 ☆☆☆ 総務局

来訪者をも

てなす都市

機能の充実 

空港を活用し、母都市と

して旅客増進、アクセス

の整備、産業振興などを

はかることにより、都市

活力を向上 
 

推進 推進 ☆☆☆ 総務局
はじめ

関係局

名古屋空港

の有効活用 
中部国際空港の開港後に

おける名古屋空港の活用

について、愛知県はじめ

関係機関と連携をはかり

ながら、検討･推進 
 

推進 推進 ☆☆☆ 総務局
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2 利便性が高いアクセスの整備 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

中部国際空港への所要

時間（鉄道） － 28分 28分 
(16年度) 28分 ☆☆☆ 総務局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

名鉄常滑線常滑駅と中部

国際空港を結ぶ中部国際

空港連絡鉄道の建設を促

進 
 

開業 開業 

関係機関と連携をはかり

ながら、名古屋駅･金山駅

における乗り継ぎの利便

性の向上を推進 
 

推進 推進 

鉄道アクセ

スの整備促

進 

将来の航空需要動向など

を考慮しながら、空港へ

のアクセス路線としての

西名古屋港線の延伸に関

する調査･検討を実施 
 

調査 調査 

☆☆☆ 
 
総務局

はじめ

関係局
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4－5 情報･通信 
1 市民サービスの向上と行政の効率化 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

－ 0％※ 50％ 80％ ☆ 総務局

電子的に受付可能な申

請・届出件数の割合 

☆の理由：段階的にシステム整備を進めることとし、当面は、当初の

予定になかった行催事等の申し込みを行う簡易な電子申請システムを

運用したため。 
※＜参考＞平成18年度導入の電子申請システム（行催事等） 

利用率21.2％（平成19年1月30日～3月31日） 
  

－ 0.7％ 33% 60% ☆ 財政局
市税申告における電子

申告の利用率 ☆の理由：段階的にシステムを整備していることから、平成18年度は
電子申告できる税目が限られており、利用者の利便性が低く利用者が

増えなかったため。 
  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

各種申請･届出事務など

の電子化を実施 
電子的に受付

可能な申請･届

出件数の割合 
50％ 
  

電子申請シス

テムの実証実

験・運用 
 

行政情報サービスネット
ワーク管理システムの運用
  

対象の拡大 運用 
 

☆☆ 

電子申告システムを整備
し、市税申告の電子申告
化を実施 
 

電子申告利用
率 33％ 
 

平成18年1月か
ら 法 人 市 民
税・固定資産税
（償却資産）の
電子申告シス
テムを稼働 
  
システム対象
税目の拡充に
向けた調査 
  

 

電子行政サ
ービスの推
進 

電子調達システムを整備
し、競争入札の電子入札
化を実施 
 

電子入札化率 
55％ 

入札参加者登
録システム、調
達情報サービ
スシステムの
運用、入札執行
システムの開
発・運用 
  

 

総務局
 
財政局
 
緑政土
木局 

 建設CALS/ECの推進に
よる業務の効率化 

システム開発 建設CALS関連
システム検討 
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

電子市役所のネットワー

クに必要な通信網の整備

として市役所、区役所、

支所、図書館、生涯学習

センターなどの間を光フ

ァイバー網で接続 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

完了 
31か所接続  

59か所接続 
29か所接続 
区役所 
生涯学習セ
ンター 
図書館 
各 7か所
（東･西･熱

田･南･守山･

緑･天白区） 
支所 
図書館 
各 3か所
（楠・山田・
富田） 
女性会館･ 
生涯学習推進
センター 

 

 

行政独自の
通信網の整
備 

雨水ポンプ所の運転情報
などを正確に把握するた
め、下水管きょの空間を
活用した光ファイバー網
を整備 
 

累計延長 
146.1km 
整備48.5km  

累計延長 
108.7km 
整備8.3km   

☆☆☆ 総務局
 
上下水
道局  

パソコンソフ

トの開発 
パソコンソフ

ト、テキスト等

の開発、ビジネ

ス化検討 
 

生涯学習セン

ターなどでの

講習の実施 
 

生涯学習セン

ターでの講習

の実施 

「らくらく

パソコン：e
え

－なもくん」

の開発・普及 

中高齢者が楽しく各種情

報を入手できるようにす

るとともに、電子市役所

へ容易に参加できるよう

にするため、中高齢者が

操作しやすい「らくらく

パソコン：e
え

－なもくん」

を開発し、普及 
パソコンに接

するための動

機づけの仕組

みの構築 
 

草の根ネット

等の検討 

☆☆☆ 市民経
済局は

じめ関

係局  

ICカードの
多目的活用 

住民基本台帳カードなど

のICカードを各種の行
政サービスに活用 
 

実施 調査･検討 
電子申告シス

テムで活用 

☆☆ 総務局
はじめ

関係局
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2 豊かで活力ある地域の情報化 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

ケーブルテレビ加入率
39％ 
（14年度末） 49.6% 44％ 50％ ☆☆☆ 総務局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

地上デジタル放送を市政

情報や防災情報などの提

供に活用 
 

活用方策の具

体化 
放送事業者に

市政情報を提

供 

情報通信基

盤･サービス

のデジタル

化 
ケーブルテレビが地上デ

ジタル放送などに対応で

きる施設整備を促進 
 

促進 促進 

☆☆☆ 総務局
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3 安全な情報環境づくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

システム監査の実施割

合 － 77.8％ 100％ 100％ ☆☆☆ 
総務局

はじめ

関係局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

電子情報の

安全対策に

関する各種

規程の運用 

電子情報の安全対策に関

する各種規程について適

切に運用するとともに、

定期的に評価を行い、必

要に応じて改正 
 

実施 名古屋市情報

あんしん条例

の施行および

運用 

☆☆☆ 総務局

電子情報の

安全対策研

修 

安全対策についての意識

向上のため、職員向け研

修を実施 
 

研修参加率 
 100％ 

研修参加率 
 85％ 

☆☆☆ 総務局

セキュリテ

ィ機器の運

用 

外部のネットワークとの

接続にあたり、厳格な通

信制御やコンピュータウ

ィルスの駆除などを実施

 

実施 実施 ☆☆☆ 総務局

システム監

査の実施 
住民に関するオンライン

システムで取り扱われる

電子情報の安全対策につ

いて第三者機関による検

証を実施 

実施対象シス

テムの拡大 
住民記録、国民

健康保険、福祉

医療費、国民年

金、税務総合情

報、介護保険、

市税電子申告

の各システム

について実施 
 
監査実施マニ

ュアルの策定 
 

☆☆☆ 総務局
はじめ

関係局
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4－6 水 
1 安定した給水サービスの提供 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

より安全でおいしい水

が供給されている割合

82.8％ 
（14年度） 87.8％ 86％ 90％ ☆☆☆ 上下水

道局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

水源の確保

(水道・工業用
水道) 

徳山ダムの建設事業およ

び水源地域整備事業によ

り、水道用水源と工業用

地下水の代替水源を確保

総合的な検討

の結果をふま

えて対応 

徳山ダム建設

事業及び水源

地域整備事業

に参加 
 

☆☆☆ 上下水
道局  
 
環境局

水源地域と

の交流の推

進 

水源地域から受ける恩恵

を下流地域の市民に理解

してもらうとともに、上

下流地域の住民相互に水

源かん養の重要性を認識

してもらうため、上下流

交流事業を実施 
 

実施 実施 ☆☆☆ 上下水
道局  

水道水の信頼性を確保す

るため、水源から給水栓

までの水質検査を実施 
 

水質検査実施 
200項目 

水質検査実施 
220項目 

配水管内の水質や流量を

把握するため、管内の水

情報を遠方から監視する

装置を整備 

管内水情報遠

方監視装置の

設置 
累計47か所 

管内水情報遠

方監視装置の

設置 
累計40か所 
 

良好な水質

の確保 

給水区域内のより詳細な

水質情報を収集するた

め、消火栓で採水し、残

留塩素濃度などを実測 
 

残留塩素濃度

測定 
2,800か所 

残留塩素濃度

測定 
2,800か所 

☆☆☆ 上下水
道局  
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第5章 市民の経済 
5－1 産業振興 
1 多様なリーディング産業群の育成 
●数値目標 

目標値  計画策定時 
の数値 

18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

新産業分野に関す

る事業所数 
3,946事業所 
（13年度） 

3,633 事業所
（16年度参考値）

4,400 
事業所 

4,800 
事業所 ＊ 市民経

済局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

企業訪問ヒア

リング調査の

実施 
 

企業訪問ヒア

リング調査の

実施 
 

産業活性化

に向けた戦

略的な企業

誘致の推進 

地域産業を活性化させ、

雇用機会を創出するた

め、企業誘致などの産業

立地施策を戦略的にすす

めるための行動計画を策

定し、事業を推進 
産業活性化プラ

ンの策定･推進 
 

産業活性化プラ

ンの策定･推進 

☆☆☆ 市民経
済局  

新産業創出･

育成に向け

た産･学･行

政･NPOの連
携の促進 

環境、医療･福祉･健康、

情報、新製造技術の4つの
重点分野における産･学･

行政･NPOの連携を研究
会活動などの実施により

促進 
 

共同研究の実

施、提案公募事

業の獲得など 

共同研究の実

施、提案公募事

業の獲得、シン

ポジウム、研究

会の開催など 

☆☆☆ 市民経
済局  

開館 名古屋医工連

携インキュベ

ータの開館 

医療関連分

野等におけ

る大学発ベ

ンチャー企

業等の育成 

ライフサイエンス 、医工
連携分野の大学発ベンチ

ャー企業などの育成をは

かるため、千種二丁目の

工場跡地において中小企

業基盤整備機構※が行う

大学連携型起業家育成施

設の整備を促進し、入居

者への支援を実施 
 
※平成16年7月より地域
振興整備公団は、中小企

業総合事業団、産業基盤

整備基金と統合し、中小

企業基盤整備機構として

発足 
 

施設入居者に

対する賃料補

助などの支援 

施設入居者に

対する賃料補

助、経営相談な

どの支援 

☆☆☆ 市民経
済局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

福祉･健康産

業の振興 
福祉･健康産業の振興を

はかるため、福祉用具な

どを広く展示･紹介する

ウェルフェア（国際福祉

健康産業展）を開催 

来場者数 
 70,000人 
 
 
 
出展者数150 

来場者数 
 ⑯73,097人 
 ⑰80,538人 
 ⑱80,612人 
 
出展者数 
⑯152 
⑰166 
⑱141 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

派遣 年1回 派遣（ロサンゼ
ルス、シェフィ

ールド、パリ、

トリノ、トロン

ト） 
ビジネスセ

ミナーの開

催、企業訪問

等 
 

海外ビジネ

スネットワ

ークの形成 

地元経済団体などと共同

で海外主要都市へ使節団

を派遣し、外国企業の対

内投資を促進 
 
 
 

 

外資系企業誘

致窓口の一元

化 
 

外資系企業誘

致窓口の一元

化 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

中小企業の

デザイン活

用の促進 

デザインを生かした商品

開発を促進するため、中

小企業にデザインの専門

家を派遣し、指導 
 

実施 
50社  

実施 
46社  
 
中小企業向け

セミナーの開

催 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

エコデザイ

ンの普及啓

発 

環境に配慮した発想を取

り入れたデザイン「エコ

デザイン」の普及啓発を

はかるため、展示会など

を開催 
 

開催 年1回 開催 ⑰1回 
   ⑱1回 

☆☆☆ 市民経
済局  
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2 独創的な中小企業の育成 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

新事業支援センター

を通じて新規開業し

た中小企業数 

29社 
（14年度末） 108社 129社 229社 ☆☆ 市民経

済局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

新事業創出

の総合的な

支援 

ベンチャー企業やコミュ

ニティビジネスをはじめ

とする多様な業種の新事

業創出を、事業化までの

各段階において総合的に

支援 
 

実施 相談事業、経営

診断、創業研

修、事業可能性

評価等の実施 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

中小企業の

知的財産権

の活用支援 

ベンチャー企業の育成お

よび中小企業の競争力の

強化をはかるため、特許

権の取得を支援 

特許権取得経

費の助成 
特許権取得経

費の助成  
58件  
 
セミナーの開

催 
 

☆☆ 市民経
済局  

中小企業金

融対策 
中小企業の経営基盤の安

定や事業の多角化などを

促進するため、各種融資

制度の実施および信用保

証制度の運用を通じた支

援を実施 
 

実施 実施 
 
新産業支援資

金、ものづくり

産業支援資金

制度の拡充 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

創造的研究開

発事業助成 
20件  

創造的研究開

発事業助成 
10件   

独創的な研

究開発の促

進 

中小企業などの研究開発

を支援するため、新技術･

新製品につながる独創的

新技術に関する研究を行

う中小企業や地域の先端

産業技術に関する共同研

究などを行う研究機関に

対し、研究費を助成 
 

地域先端産業

技術共同研究

助成  
年3件 

地域先端産業

技術共同研究

助成  
⑯3件 
 ⑰3件 
 ⑱1件 
 

☆☆ 市民経
済局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

工業研究所において、新

技術の開発をすすめる重

点事業とともに、その研

究成果などをもとに、中

小企業からの技術的解決

のための受託研究を実施

 

重点事業 
 年3件 
 
 
受託研究 
 年25件 
 

重点事業 
 ⑯3件 
 ⑰2件 
 ⑱2件 
 
受託研究 
 ⑯35件 
 ⑰33件 
 ⑱41件 
 

中小企業へ

の技術支援 

熟練技術者などを指導員

として中小企業の生産現

場に派遣し、試作品開発

における実践的な技術指

導を実施 
 

指導件数 
 年130件 

指導件数 
 ⑯126件 
 ⑰124件 
 ⑱117件 

☆☆☆ 市民経
済局  
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3 研究開発の促進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

なごやサイエンスパーク

テクノヒル名古屋におけ

る企業誘致の進率 

4.2％ 
（14年度） 67.6％ 36.4％ 100％ ☆☆☆ 市民経

済局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

テクノヒル名古屋におい

て民間企業の研究開発施

設を誘致 
 

誘致活動の実

施 
企業訪問、DM
発送、展示会出

展等の実施 
 
仲介報酬制度

の導入 
 

市民がサイエンスパーク

の研究成果や科学技術に

ふれあい、興味･関心を深

めることができる「市民

と先端科学技術のふれあ

いの場」を整備 
 

整備方針策定 整備推進調査、
造成工事等の

実施 
 
科学技術イベ

ントの開催 

Bゾーンにおいて大学･
研究施設などを誘致 

誘致活動の実

施 
誘致活動の実

施 
 
大学、総合的研

究開発拠点の

の誘致調査 
 

なごやサイ

エンスパー

クの建設推

進 

サイエンスパークにおけ

る研究機関の研究成果な

どを活用し、産･学･行政

による共同研究開発事業

を実施 
 

実施 実施 

☆☆☆ 市民経
済局  

知的クラス

ター創成事

業の推進 

地域の産業競争力を強化

し、経済の活性化をはか

るため、知的創造の拠点

である大学を核として関

連研究機関、研究開発型

企業などが集積する研究

開発能力の拠点「知的ク

ラスター」の創成を推進

 

ナノテクノロ

ジーを利用し

た共同研究開

発事業の実施 

ナノテクノロ

ジーを利用し

た共同研究開

発事業の実施 
 

☆☆☆ 市民経
済局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

都市型産業

研究施設立

地の促進 

市内において先端技術産

業や情報関連産業などの

研究施設を新増設する中

小企業などに対して、ビ

ルの賃借料などの一部を

補助 
 
 
 
 

充実 
大学連携型起

業家育成施設

入居者に対す

る補助の開始 

充実 
名古屋医工連

携インキュベ

ータ入居者に

対する補助の

開始 
 
補助制度内容

の拡充 

 

 

☆☆☆ 市民経
済局  
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4 活気と魅力にあふれた地域商業地づくり 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

商店街振興組合の助成

制度の利用割合 
73.7％ 
（15年度） 78.9％ 75％ 80％ ☆☆☆ 市民経

済局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

商店街が実施する地域と

ともに取り組むイベント

などの事業や地域商業地

の環境を改善し魅力を向

上させる施設整備事業な

どに対して助成 
 

  

･商店街まちづくり推進

事業助成 
 

助成 
4団体  

助成 
6団体   

･商店街コミュニティ活

性化事業助成 
 

助成 
210団体  

助成 
184団体   

地域特性を

生かした商

業地づくり 

･商店街共同施設設置助

成 
 

助成 
40団体  

助成 
22団体  
 
商店街再生事

業の実施 
 再生コンセ

プト策定 
15団体  
 助成  
6団体  
 
安心・安全・快

適商店街推進

事業の実施 
 助成 

 
1団体  

☆☆☆ 市民経
済局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

基本計画の推

進 
 

基本計画の推

進 
中心市街地

活性化の推

進 

中心市街地活性化基本計

画の推進をはかるととも

に、TMO構想を策定した
名古屋商工会議所に対

し、TMO計画の策定や事
業運営について支援 

TMO構想記載
事業の実施支

援 

TMO運営への
支援 
 
アーケードの

高質化事業、フ

ラワープロム

ナード事業の

実施 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

空き店舗を

有効活用し

た商店街の

活性化 

商店街振興組合などが空

き店舗を借り上げ、ギャ

ラリーなどのコミュニテ

ィ施設として活用する事

業や新規創業者などの出

店による有効活用をはか

る事業に対し助成 
 

助成 
100件  

助成 
51件   

☆☆ 市民経
済局  

小売市場が、地域に密着

した商業施設として、高

齢者に対する宅配の実

施、リサイクルステーシ

ョンの運営、イベントの

開催など、豊かな地域の

コミュニティづくりに貢

献できるようなサービス

に取り組む事業を支援 
 

イベントなど

の事業支援 
60件  

イベントなど

の事業支援 
66件   

小売市場の

活性化の支

援 

小売市場が豊かな地域の

コミュニティづくりに貢

献できるような施設整備

事業を支援 
 

施設整備事業

支援 年3件 
施設整備事業

支援  
⑯0件 
⑰1件 
⑱0件 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

広域的連携

による地域

商業地の活

性化 

消費の喚起と活気ある商

業地づくりのために、市

内の商業者団体が連携し

て開催する「商店街元気

まつり」および「な･ご･

や商業フェスタ」を支援

 

開催支援 開催支援 ☆☆☆ 市民経
済局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

商店街活性

化「愛･地球

博」支援事業

の推進 

商店街において愛･地球

博を盛り上げるキャンペ

ーン事業を実施 
 
 

全国商店街サ

ミットなどの

開催（17年度）

開催200日前キ
ャンペーン事

業の実施 
 
ウェルカムキ

ャンペーン事

業の実施 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

地域商業を

担う人材育

成の支援 

次代を担う意欲的な商業

者を育成し、経営の活性

化と商店街の活性化を促

進するため、「あきない

塾」の開催を支援 
 

開催支援 開催支援 ☆☆☆ 市民経
済局  
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5－2 観光･コンベンション 
1 特色や魅力を生かした集客力の向上 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

観光施設の年間入込客

数 
2,092万人 
(14年度) 2,152万人 2,150万人 2,200万人 ☆☆☆ 市民経

済局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

名古屋の特色である歴史

文化観光、産業観光、都

市観光それぞれの観光資

源について、特色に応じ

て、パンフレット、ホー

ムページなどによる情報

提供を実施 
 

実施 実施 観光客誘致

施策の推進 

近隣自治体などと連携し

て、観光客誘致のための

キャンペーン、広告宣伝

事業などを実施 
 

実施 実施 

☆☆☆ 市民経
済局  

映画撮影等

誘致事業の

推進 

映画などのロケーション

撮影の誘致策やロケーシ

ョン撮影に対する支援策

を推進 
 

推進 推進 
 
観光プロモー

ション映像の

製作等 
 

☆☆☆ 市民経
済局  
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2 観光･コンベンション都市としての交流の促進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

国際会議の年間開催件数 167件 
(14年度) 

236件 
(17年度) 190件 200件 ☆☆☆ 市民経

済局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

観光マップ、観光案内板、

ホームページなどによる

情報提供を実施 
 

観光案内板の

多言語対応な

ど 

中国語版ホー

ムページの作

成 

中部国際空港内に観光情

報提供コーナーを設置 
 

設置、情報提供 設置、情報提供 

金山観光案内所を改装 
 

開設 開設 

来訪者受入

施策の充実 

観光ガイドボランティア

の活動機会を提供 
 

実施 実施 
 
観光ルートバ

スの運行 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

コンベンシ

ョン･イベン

トの開催 

都市のにぎわいの創出や

名古屋のPRおよび活性
化をはかるため、愛･地球

博の開催にあわせて大規

模コンベンション･イベ

ントを開催 
 

開催 
旅フェア2004
 
世界キルトカ

ーニバル名古

屋2005 
 
産業観光国際

フォーラム 
 
日本文化デザ

イン会議 
 

開催 
旅フェア2004 
 
世界キルトカ

ーニバル名古

屋2005 
 
産業観光国際

フォーラム 
 
日本文化デザ

イン会議 

☆☆☆ 市民経
済局  
 
総務局
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

コンベンションの誘致を

すすめるため、国際会議

の開催助成、コンベンシ

ョン開催準備資金の貸し

付け、国際会議参加者の

宿泊料金を軽減する宿泊

コンベンションレートな

ど各種誘致促進策を充実

 

実施 実施 
国際会議開催

助成制度 
 
コンベンショ

ン開催準備資

金貸付 

コンベンシ

ョン誘致促

進策の充実 

一層のホスピタリティの

醸成をはかるため、コン

ベンションボランティア

に活動機会を提供 
 

実施 実施 

☆☆☆ 市民経
済局  
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3 2005年日本国際博覧会の推進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

愛・地球博の入場者数 － 
2,205万人
(17.3.25 
～17.9.25) 

1,500万人
（17年度） － ☆☆☆ 総務局

ネキスポシティ･シン

フォニーの参加数 

32 
グループ 
（14年度）

3,497 
グループ

(17.3.25 
～17.9.25)

1,000 
グループ 
（17年度）

－ ☆☆☆ 総務局

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

愛･地球博の

会場建設 
2005年日本国際博覧会
協会による会場建設を促

進 
 

完了 完了 
 

☆☆☆ 総務局

愛･地球博へ

のパビリオ

ン出展 

愛･地球博を代表するホ

ストシティとしてパビリ

オンを出展し、21世紀型
の都市文化･生活文化へ

の転換を呼びかけ 
 

制作完了、運営 制作完了、運営 ☆☆☆ 総務局

シンフォニー･

イベントの実

施 
 

シンフォニー･

イベントの実

施 
 

ネキスポシ

ティ･シンフ

ォニーの推

進 

愛･地球博を契機とした

文化創造をめざして、な

ごやの街中を舞台に「環

境」「感性」をキーワー

ドとした市民･企業の取

り組みを促進 
シンフォニー

活動の促進 
シンフォニー

活動の促進 
 
愛･地球博PR、 
歓迎受入事業 
 

☆☆☆ 総務局

ささしまサ

テライト事

業の推進 

愛･地球博のウェルカム

ゲート、名古屋パワーの

発信･交流拠点、新しい都

心のにぎわいの実験･創

造拠点として、博覧会サ

テライト事業を推進 
 

会場整備完了、

運営 
会場整備完了、

運営 
☆☆☆ 総務局

愛･地球博に

向けた観光

キャンペー

ンの実施 

関係自治体、観光協会、

民間事業者などと連携

し、愛･地球博に向けた観

光キャンペーンを実施 
 

実施 実施 ☆☆☆ 市民経
済局  



5-3 都市農業 

 - 156 -

5－3 都市農業 
1 安定した農業基盤の確保 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

7,210トン 
（14年度末） 6,053トン 7,300トン 7,400トン ☆ 緑政土

木局  市内産園芸作物の販

売数量 ☆の理由：農地･農家の減少が大きく、農家の高齢化も進展し、予想以

上に青果物の生産・販売数量を下げる結果となった。 
  

農業用水路の改良･

整備延長 
60.3km 
（14年度末） 66.2km 67.5km 71.5km ☆☆☆ 緑政土

木局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

優良農地保

全利用対策

事業 

共同利用施設整備や高性

能農業機械の導入にかか

る費用などを助成 
 

助成 
年13団体 

助成 
⑯13団体 
⑰ 9 団体 
⑱17団体と 
 3 個人 

 

☆☆☆ 緑政土
木局  

農業用水の安定供給をは

かるため、農業用水路の

改良･整備を実施 
 

累計67.5km 
完了4.9km  

累計66.2km 
完了4.4km   

農業用水の

安定供給 

農業用ため池の改修を実

施 
 

累計9池 
完了1池  

累計8池 
整備中1池   

☆☆☆ 緑政土
木局  

認定農業者数 
30人 
 

認定農業者数 
26人 

 
農業経営士そ

の他の認定者数

50人 
 

農業経営士そ

の他の認定者数 
49人 

農業の多様

な担い手の

育成･確保 

認定農業者の拡大および

農業経営士、青年農業士

など各種認定制度に基づ

く認定者の確保につとめ

るとともに、担い手を育

成する研修会を開催 

研修会開催 
年1回 

 

研修会開催 
年1回 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  

地域水田農

業ビジョン

の策定 

米づくりの本来あるべき

姿を実現すべく、地域水

田農業推進協議会におい

てビジョンを策定 

農家との座談

会の実施 
各地区2回 

農家との座談

会の実施 
⑯各地区1回 
⑰各地区2回 
⑱各地区2回 
 
地域水田農業

ビジョンの策定 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  
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2 ふれあい農業の推進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

都市農業のサポーター

となる農業ボランティ

アの数 

80人 
（14年度） 208人 150人 200人 ☆☆☆ 緑政土

木局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

朝市･青空市の

開催 
 年650回 

朝市･青空市の

開催 
⑯645回 
⑰696回 
⑱707回 

 
PRパンフレッ
トの作成 
 

PRパンフレッ
トの作成 
 

地産地消推進

協議会の設置･

運営 

｢なごや地産地

消推進協議会｣

設置･運営 
 

地元産農産物

の利用･活用の

検討 
 

地元産農産物

の学校給食で

の利用 

なごや農業フェ

スティバルの

開催 
 

｢なごや農業フ

ェスタ2005｣、
｢ふるさと農林

水産フェア｣の

開催 
 

地産地消の

推進 
農家が農産物を直接販売

する朝市･青空市の充実、

直売施設の整備をはじ

め、なごや農業フェステ

ィバルの開催、ブランド

農産物の育成を推進 

直売施設の整備

 
直売施設の開設 

1か所 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

市内農家の農地を利用

し、子どもに農業体験を

してもらい、生命を慈し

む心を育てる食農教育を

推進 

事業計画の策

定 
 
食農教育推進

協議会の設置 

地産地消推進

方策策定 
 
｢なごや地産地

消推進協議会｣

設置 
 
小学校で農作

物栽培に関す

る普及･指導 
19回 

 
小･中学校配布

用農業体験の

手引き作成 
 
講演会･意見交

換会開催 
 

農業を通じ

た交流の促

進 

農家の担い手不足に対応

するため、農業を支援す

るボランティアを養成

し、農家へ派遣する営農

バックアップを実施 

市民農業講座、

交流会の開催 
市民農業講座、

交流会の開催 
 
農業ボランテ

ィア希望者研

修会開催 
 
農家への農業

ボランティア

派遣 
 
農業ボランテ

ィア追加登録 
80人 

 

☆☆☆ 緑政土
木局  

農園のある

まちづくり 
農地がまとまって残って

いる天白区菅田地区にお

いて、多種多様な市民農園

を配置するとともに、収穫

祭などを通じて市民と農

業生産者の交流を促進 
 

農園整備･設置

累計15か所 
完了3か所 
 
収穫祭の開催 

農園整備･設置 
累計17か所 
完了4か所  
 
収穫祭の開催 
 

☆☆☆ 緑政土
木局  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

供用面積 
18.2ha 

供用面積 
9.7ha 

 
オアシスの森

整備 
 

荒池なごや

かファーム

の整備 

荒池緑地において、ふる

さとをテーマに、市民の

主体的な協力を得て良好

な樹林地の保全･育成を

すすめるとともに、散策

路などを整備 
サポートクラ

ブの設立 
｢荒池ふるさと

クラブ｣設立 
 

☆☆ 緑政土
木局  
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5－4 消費者･勤労者 
1 消費生活の安定･向上 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

消費生活センターの相

談来所者の満足度 
83％ 
（14年度） 93％ 90％ 90％ ☆☆☆ 市民経

済局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

消費生活相

談の実施 
消費生活センターにおい

て、消費生活に関する困

りごとや契約･解約に関

することなどの相談を実

施 
 

相談対処件数

比率 90％ 
相談対処件数

比率 98％ 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

消費生活に

関する情報

提供の充実 

悪質な訪問販売などによ

る消費者被害の拡大を防

止するため、消費生活に

関する情報の内容を充実

し、迅速に提供するとと

もに、各種講座などによ

る啓発を実施 

くらしの情報

プラザ利用者

数 10,000人 

くらしの情報

プラザ利用者

数  
⑯11,182人 
⑰9,798人 
⑱11,744人 

 
各種講座等の

開催 
 

☆☆☆ 市民経
済局  
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2 生鮮食料品等の安定供給 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

968,850 
トン 
（14年度） 

845,206 
トン 

975,600 
トン 

978,400 
トン ☆ 市民経

済局  

中央卸売市場の年間

取扱数量 

☆の理由：取扱数量の減少は、農水産物の生産量、漁獲量等の減少によ

るもののほか、消費者ニーズの変化や流通経路の多様化によると考えら

れる。また、平成 18年度については、長雨など天候不順や輸入果実の
流通経路の変化により、生鮮食料品の入荷が減少したことも一因となっ

ている。 
 

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

老朽化、狭あい化した施

設設備の建て替え、改修

などを行うとともに、流

通環境の変化に対応し市

場機能を強化 
 

  

･本場の整備 太物棟新築基

本設計 
 

太物棟新築工

事 
 
基幹設備改修

工事 
 

･北部市場の整備 基幹設備改修

工事など 
 

基幹設備改修

工事 
 
青果廃棄物減

量化設備新設

工事 
 
管理棟耐震改

修実施設計 
 

中央卸売市

場の整備 

･南部市場の整備 開場 開場 
 

☆☆☆ 市民経
済局  
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3 勤労者福祉の増進 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

ホームページ「なごや

かワーク」のアクセス

件数 

15,163件 
（14年度） 19,033件 20,000件 25,000件 ☆☆☆ 市民経

済局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

労働問題に

関する情報

提供および

労働相談の

実施 

さまざまな労働問題に勤

労者が対応できるよう、

ホームページ「なごやか

ワーク」により情報提供

を行うとともに、専門員

による労働相談を実施 
 

ホームページ

アクセス件数 
 20,000件 
 
 
 
相談人数 
 900人 

ホームページ

アクセス件数 
 ⑯17,300件 
 ⑰18,112件 
 ⑱19,033件 
 
相談人数 
⑯733人 
⑰630人 
⑱759人 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

労働者のた

めの融資事

業の実施 

労働者が生活資金や住宅

資金の融資を低利で受け

られるよう、東海労働金

庫などに資金を貸し付け

 
 

融資件数 
170件 

 
 
 
融資額 

5億1,000万円

融資件数 
⑯352件 
⑰468件 
⑱301件 

 
融資額 

4億313万円 
 

☆☆ 市民経
済局  

技能奨励施

策の推進 
職人の「技」を広く市民

に紹介し、ものづくりの

すばらしさを伝える「尾

張名古屋の職人展」を開

催するとともに、功労顕

著な技能者の表彰を実施

「尾張名古屋

の職人展」来場

者数 
87,000人 

 
 
 
技能者表彰者

数 
累計10,576人

 

「尾張名古屋

の職人展」来場

者数 
⑯112,900人 
⑰109,500人 
⑱106,600人 

 
技能者表彰者

数 
累計10,576人 

☆☆☆ 市民経
済局  
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第6章 人権と市民サービス 
6 人権と市民サービス 
1 人権 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

55.8％ 
（14年度） 53.5％ 64％ 72％ ☆ 市民経

済局  
基本的人権が尊重され

ている社会だと思う市

民の割合 

☆の理由：虐待やいじめ等のほか、インターネットを利用した差別を

助長する悪質なサイト・書き込みなど、様々な人権に係る事件や問題

が発生している社会情勢などの変化により、数値が低下したものと考

えられる。 
  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

第2次実施計画
の策定 
 

第2次実施計画
の策定・推進 
 

「なごや人

権施策推進

プラン」第2
次実施計画

の策定 

なごや人権施策推進プラ

ンに掲げる施策の実施計

画を策定し、人権施策を

総合的･計画的に推進 市民意識調査
の実施 

市民意識調査

の実施 
 
同和問題に関

する市民意識

調査の実施 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

啓発活動の実

施 
啓発活動の実

施 
憲法週間記

念啓発事業 
 
人権週間記

念啓発事業 
 

人権に関す

る啓発の推

進 

市民への人権啓発活動を

実施するとともに、人権

に関する市民の自主的な

取り組みをパートナーシ

ップにより促進 

市民の取り組

みを促進する

事業の実施 

全区で人権尊

重のまちづく

り事業を実施 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

人権教育の

推進 
あらゆる差別や偏見をな

くし、人権尊重について

の理解を深めるため、学

校教育や社会教育などの

場において人権教育を実

施 
 

実施 実施 ☆☆☆ 教育委
員会  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

戦争の悲惨さや戦争に関

する歴史的事実を次世代

に伝え、平和を希求する

市民意識を醸成するため

の各種事業を実施 
 

戦争に関する

資料館調査会

の開催 年2回

戦争に関する

資料館調査会

の開催 年2回  

・戦争に関する資料の収

集、保存 
 

実施 実施 

・｢収蔵資料展」､｢インタ

ーネット戦争資料展」

の開催 
 

実施 実施 

戦争に関す

る資料館調

査会に関す

る事業 

・戦争に関する資料館の

整備を愛知県とともに

検討 
 

検討 検討 

☆☆☆ 総務局
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2 市民サービス 
●数値目標 

目標値 
 計画策定時 

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 所管局

広報なごやの満足度 73％ 
（14年度） 

79％ 
（参考値）

80％ 90％ ＊ 市長室

市ホームページの総

アクセス件数 
1,410万件 
（14年度） 2,995万件 3,000万件 6,000万件 ☆☆☆ 市民経

済局  

 
●事業計画 

計画目標 実績 
事業名 事業内容 

⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

情報公開の

推進 
市民の知る権利を尊重

し、市の説明責任を果た

すため、情報公開条例の

適正な運用により、情報

公開を総合的に推進 
 

条例の運用 条例の改正・運

用 
☆☆☆ 市民経

済局  

個人情報保

護制度の充

実 

個人情報保護条例を適正

に運用するとともに、市

民のプライバシー保護が

一層はかられるよう、条

例の見直しを実施 
 

条例の運用・見

直し 
条例の改正・運

用 
☆☆☆ 市民経

済局  

広報なごやのページ数の

増などにより、本市の重

要施策や生活関連情報な

どに関する積極的な広報

を実施 
 

実施 実施 

広報なごやの電子メール

による配信登録システム

を作成し、事業所などに

配信 
 

実施 電子メールに

よる配信サー

ビスを見直し、

広報なごやウ

ェブ版を充実 
 

広報活動の

充実強化 

「なごやマイタウン」を

リニューアルし、本市の

PRのため、愛･地球博の
来場者に配布 
 

実施 実施 

☆☆☆ 市長室
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

市ホームペ

ージの充実 
市ホームページについ

て、市民にとって使いや

すく、より充実した情報

提供をするため、全面改

新するとともに、非常災

害時などにも情報提供を

安定的かつ迅速に行える

体制を構築 
 

ホームページ

の全面改新･内

容の充実 

ホームページ

の全面改新･内

容の充実 
 
利用者アンケ

ートの実施 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

広聴活動の

充実強化 
インターネットを活用

し、市民が簡単に調査に

参加できるアンケートシ

ステムなどを導入 

導入 インターネッ

トを利用した1
問1答型アンケ
ート調査「おし

えて調査箱」の

稼動 
 

☆☆☆ 市民経
済局  

上下水道の

お客さま向

けサービス

センターの

設立 

電話などによる上下水道

に関する受付や問い合わ

せに一元的に対応するた

めのセンターを設立し、

窓口サービスなどのワン

ストップ化を推進 
 

検討･設立 検討･設立 ☆☆☆ 上下水
道局  

アクションプ

ランの作成･実

行 
 

区役所改革基

本計画の検討 
市民サービスの一層の充

実をはかるため、区役所･

支所機能の強化に関する

アクションプランを作成

し、実行 支所業務の拡

充 
 

支所業務の拡

充検討 
 

☆ 市民経
済局は

じめ関

係局  

区役所･支所

機能の拡充 

☆の理由：区役所における不祥事を踏まえ、区役所改革基本計画の検討

を継続することとした。また、支所の拡充業務案、組織人員体制などの

検討に時間を要したため。  
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計画目標 実績 

事業名 事業内容 
⑯～⑱の事業量等 ⑯～⑱の事業量等   

進 
状況 所管局

人口増加が著しい緑区東

部地域に支所を設置 
完成、業務開始 実施設計 

 
整備手法の見

直し 
 
検討委員会の

設置 
 

☆ 市民経
済局  

緑区東部に

おける支所

の設置 
 

☆の理由：当初は、地区会館を併設した支所を設置する計画であったが、保健

所分室・支所管内図書館及び区民の交流の場としての区民プラザを併設し、賑

わいのあるまちづくりの一環として整備することとしたため。 
 
山田支所の移転改築 
 

完成、業務開始 完成、業務開始 

西区役所の移転改築 
 

建設 実施設計 

千種区役所の改修 
 

改修 工事着手 

区役所･支所

の改築･改修 

東区役所の改築 
 

検討 検討 

☆☆☆ 市民経
済局  
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Ⅳ 数値目標の進状況一覧 

第1章 市民の福祉と健康 
目標値 部

門 施 策 数値目標 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 

安心して介護

が受けられる

仕組みづくり 

利用している在宅

介護サービスに関

する満足度 

79.7% 
（14年度） 81.2% 85% 90% ☆ 

地域において

安心して生活

できるための

支援 

日常生活が自立し

ている高齢者の割

合 

85% 
（15年度） 85% 85% 85% ☆☆☆

自分が健康である

と感じている高齢

者の割合 

58% 
（13年度） 57% 59% 60% ☆ 

高
齢
者
福
祉 

健康で生きが

いが感じられ

る生活への支

援 

シルバー人材セン

ターを通じて働く

高齢者の就業延べ

人数 

489,711人
（14年度）

695,396
人 

550,000 
人 

790,000 
人 ☆☆☆

子育てに不安を感

じていない親の割

合 

31.6% 
（13年度） 34.3％ 35% 40% ☆☆☆

子どもを生み

育てやすい環

境づくり 

のびのび子育てサ

ポート事業による

子育て支援活動件

数 

5,881件 
（14年度）

19,077 
件 

10,000 
件 

17,000 
件 ☆☆☆

子どもが健や

かに育つ環境

づくり 

児童館の利用者の

満足度 
93% 
（13年度） 97% 95% 98% ☆☆☆

児
童
福
祉 

援助を必要と

する子どもと

家庭の自立の

支援 

児童養護施設、乳

児院からの家庭復

帰および自立率 

83% 
（14年度） 75% 87% 91% ☆ 

地域における

自立した生活

の実現 

利用している支援

費制度の在宅サー

ビスに関する満足

度 

79% 
（15年度） － 85% 90% ＊ 

障害の重度

化、重複化お

よび障害者、

介護者の高齢

化への対応 

在宅重症心身障害

児者の通所施設等

の利用率 

80% 
（14年度） 79% 85% 90% ☆ 

障
害
児
・
障
害
者
福
祉 就労の場の確
保と社会参加

の促進 

授産施設等に通っ

ている知的障害者

の割合 

32% 
（14年度） 33% 35% 39% ☆ 
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目標値 部

門 施 策 数値目標 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 

地下鉄駅において

車いすルートが確

保されている割合

55% 
（14年度） 87% 87% 100% ☆☆☆

すべての人に

やさしいまち

づくりの推進 
民間鉄道駅舎にお

いて車いすルート

が確保されている

割合 

45% 
（14年度） 68% 63% 74% ☆☆☆

福
祉
の
ま
ち
づ
く
り 地域で支えあ
う福祉の促進 

地域での支えあい

活動に関心のある

市民の割合 

67.5% 
（15年度）

70.8% 
(参考値) 70% 80% ＊ 

生涯にわたる

心身両面の健

康づくり 

自分が健康である

と感じている市民

の割合 

68.5% 
（13年度） 66.1% 69% 70% ☆ 

新・1・2類感染症
の二次感染者の数

0 
（14年度） 0 0 0 

 

☆☆☆

 
感染症対策お

よび健康危機

管理の推進 
市民 10 万人当た
りの結核の新規患

者数 

39.2人 
（14年度） 32人 35人 30人 ☆☆☆

市立病院に対して

よい印象を持つ利

用者の割合 

68% 
（14年度） 83% 75% 90% ☆☆☆適切で迅速な

医療とリハビ

リテーション

の充実 

市立大学病院にお

ける地域医療機関

からの紹介患者率

43% 
（14年度） 48% 50% 55% ☆☆☆

食品衛生管理責任

者の配置率 － 30% 50% 100% 
 

☆☆ 

 食品と居住環

境の衛生管理 
小規模貯水槽水道

の清掃実施率 
60% 
（14年度） 72% 80% 100% 

 

☆☆ 

 

健 

康 

斎場の整備 火葬炉の整備数 46 
（14年度） 46 46 60～70 

 

☆☆☆

 

 
第2章 都市の安全と環境 

目標値 部
門
施 策 数値目標 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 

市民とともに

築く地域の安

全 

防災安心まちづく

り強化推進学区の

累積実施率 

22% 
（14年度） 67% 67% 100% ☆☆☆

防火対象物定期点

検結果の報告率 － 57.6% 30% 50% 
 

☆☆☆

 

災
害
の
防
止 

災害から市民

を守る体制の

整備 
心肺停止傷病者に

対する応急手当の

実施率 

25.3% 
（14年度） 47.6% 30% 35% ☆☆☆
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目標値 部

門 施 策 数値目標 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 

防災上重要な公共

建築物の耐震化率

31% 
（14年度末） 90% 93% 100% 

 

☆☆☆

 
地震や火災に

強いまちづく

り 応急給水管路の耐

震化率 
65% 
（14年度末） 87% 82% 100% 

 

☆☆☆

 

都市基盤河川の護

岸整備率 
87% 
（14年度末） 87.7% 88% 89% 

 

☆☆☆

 

災
害
の
防
止 

大雨に強いま

ちづくり 
下水道による都市

浸水対策達成率 
85% 
（14年度末） 92% 92% 100% 

 

☆☆☆

 

環境保全活動

の促進 

二酸化炭素の排出

量 

1,610 
万トン-CO2 
（2年） 

1,750 
万トン-CO2

（14年）
－ 

1,449 
万トン-CO2 
（22年） 

☆ 

大気の環境基準の

達成率 (二酸化窒
素) 

93% 
（14年度） 96% 100% 100% ☆☆ 

公害のない快

適な生活環境

の確保 水質の環境基準の

達成率（BOD） 
80% 
（14年度） 90% 100% 100% 

 

☆☆ 

 

市民１人当たりの

都市公園等の面積

9.2㎡ 
（14年度） 9.3㎡ 9.6㎡ 10㎡ 

 
☆ 
 緑豊かなまち

づくり 
みどりの活動への

参加者数 
2,500人 
（14年度） 6,256人 3,750人 5,000人 

 
☆☆☆

 

環
境
の
保
全
と
緑
化 
うるおいのあ

る水辺環境の

創出 

堀川(小塩橋付近）
の BOD 

5.9mg/ℓ 
（14年度）

4.2mg/ℓ
（17年度） 5.5mg/ℓ 5.0mg/ℓ ☆☆☆

ごみと資源の総排

出量 

111 
万トン 
（14年度）

111 
万トン 
（17年度）

108 
万トン 

108 
万トン ☆ 

循環型社会構

築に向けた３

Rの推進 
資源回収量 

35 
万トン 
（14年度）

39 
万トン 
（17年度）

38 
万トン 

46 
万トン ☆☆☆

ごみの埋立量 12万トン
（14年度） 11万トン 9万トン 2万トン 

 
☆☆ 

 

廃
棄
物
の
減
量
と
処
理 

安全で適正な

ごみ処理の推

進 焼却灰を溶融処理

する割合 
10% 
（14年度） 15% 30% 100% 

 
☆ 
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第3章 市民の教育と文化 
目標値 部

門 施 策 数値目標 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 

友だちとふれあい

楽しく幼稚園生活

を送っている園児

の割合 

68% 
（15年度） 71% 71% 74% ☆☆☆

幼児教育 
幼稚園が子育て支

援の場として有意

義であると感じて

いる親の割合 

69% 
（15年度） 71% 72% 75% ☆☆ 

学校の授業がわか

ると思う小中学生

の割合 

68% 
（15年度） 72% 71% 74% ☆☆☆

小中学校教育 
学校生活が楽しい

と思う小中学生の

割合 

80% 
（15年度） 83% 82% 84% ☆☆☆

高等学校教育 

学校生活が充実し

ていると思う高校

生の割合 

66% 
（15年度） 69% 68% 70% ☆☆☆

障害児教育 

社会的自立をする

ために必要な力を

身につけている障

害児の割合 

62% 
（15年度） 64% 64% 66% ☆☆☆

市立大学における

大学院学生在籍者

のうち社会人受入

数 

77人 
（15年度） 94人 135人 150人 ☆ 

学
校
教
育 

市立大学 

市立大学における

共同研究の受入件

数 
－ 24件 3件 7件 ☆☆☆

生涯学習の推

進 

生涯学習に取り組

んでいる成人の割

合 

32% 
（15年度） 24% 35% 38% ☆ 

生涯スポーツ

の振興 

週１回以上スポー

ツを実施している

成人の割合 

31% 
（13年度） 43% 40% 50% ☆☆☆

生
涯
学
習
、
ス
ポ
ー
ツ
・

 
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン 健全な青少年

の育成 

近所の人にあいさ

つができる子ども

の割合 

55% 
（14年度）

58% 
（参考値）

60% 65% ＊ 

名古屋城本丸御殿

復元の理解度 
75% 
（14年度）

86％ 
(17年度参考値) 77% 80% 

 
＊ 
 

徳川園（池泉回遊

式庭園）の年間入

園者数 
－ 254,727

人 
50万人 
（17年度）
※万博開催年度 

30万人 ☆☆☆
文 

化 

歴史・文化の

保存継承と情

報発信 

「新修名古屋市

史」資料編の刊行

巻数 
－ 2巻 3巻 11巻 ☆☆ 
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目標値 部

門 施 策 数値目標 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 

名古屋フィルハー

モニー交響楽団の

市民向け公演の回

数 

111件 
（14年度） 109件 115件 115件 ☆ 

文 

化 

新たな文化創

造・文化活動

への支援 
文化小劇場（ホー

ル）の利用率 
69.3% 
（14年度） 76.3% 72% 75% 

 
☆☆☆

 
地域パトロール活

動など市民活動の

参加者数 
－ 31万人 30万人 40万人 ☆☆☆

コミュニティ

活動の支援 
町を美しくする運

動の参加者数 
138,727人
（14年度）

185,985
人 

165,000
人 

171,000
人 

 
☆☆☆

 

市民活動の支

援 

市内に主たる住所

のあるNPO法人
数 

154団体 
（14年度） 531団体 400団体 700団体 ☆☆☆

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
市
民
活
動 魅力ある地域
づくりの推進 

区の魅力づくり事

業の進率 
63% 
（14年度） 85％ 80% 100% 

 
☆☆☆

 
男女平等参画

の総合的な推

進 

審議会等への女性

委員の登用率 
21% 
（15年度） 29.5% 30% 40% ☆☆☆

男
女
平
等
参
画
女性の人権の

尊重 

市が支援している

民間シェルター数

2 
（15年度） 2 3 3 

 
☆ 
 

国際交流・国

際協力の推進 

名古屋国際センタ

ー登録ボランティ

アの年間延べ活動

回数 

3,900回 
（14年度） 4,592回 4,500回 5,000回 ☆☆☆

国
際
都
市 外国人市民が
暮らしやすい

まちづくり 

地域行事に参加す

る外国人団体等の

件数 

5件 
（14年度） 6件 11件 16件 ☆ 

 
第4章 市街地の整備 

目標値 部
門
施 策 数値目標 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 

合理的な土地

利用の促進･

総合的で多様

なまちづくり

の推進 

地区計画の決定お

よび建築協定の締

結地区数 

71地区 
(14年度末) 79地区 83地区 90地区 ☆☆ 

都心域の主要な通

りにおける休日の

歩行者数 

16.6万人
（11年度）

11.8万人
（17年度） － 20万人 ☆ 

市
街
地
整
備 

都市機能が集

積し活気に満

ちた都心域の

形成 

名古屋駅周辺・伏

見・栄地域内での

容積率の活用割合

500% 
（14年度） － － 520% ＊ 
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目標値 部

門 施 策 数値目標 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 

安全で快適な

既成市街地の

再生 

既成市街地での土

地区画整理事業な

どにより整備され

た道路・公園の面

積 

22ha 
(14年度末) 29.6ha 30ha 38ha ☆☆☆

新市街地での組合

土地区画整理事業

による整備面積 

7,364ha 
（15年度） 7,731ha 7,700ha 8,200ha ☆☆☆

計画的な新市

街地の形成 新市街地での組合
土地区画整理事業

により整備された

道路・公園の面積

1,620ha 
（15年度） 1,699ha 1,700ha 1,800ha ☆☆☆

魅力的な港・

臨海域の形成 

港・臨海域の公園

やプロムナードの

整備面積 

64.3ha 
(14年度末) 67.7ha 67.8ha 68.0ha ☆☆☆

市民参加によって

景観づくりをすす

めている地域数 

9地域 
(14年度末) 10地域 10地域 11地域 ☆☆☆

市
街
地
整
備 

個性的な都市

景観の形成 
電線類地中化道路

延長 
95.7km 

(14年度末)
103.1 
km 

100.6 
km 

108.5 
km 

 

☆☆☆

 
誘導居住水準（例

えば共同住宅に住

む標準 4 人世帯で
91㎡以上）を達成
する世帯の割合 

45% 
（10年度）

52% 
(15年度
参考値) 

55% 60% ＊ 
良質な住宅の

形成 

老朽化した市営住

宅ストックの割合

6.4% 
（15年度） 5% 5% 3% 

 

☆☆☆

 

バリアフリー住宅

に住む世帯の割合

3% 
（10年度）

4% 
(15年度
参考値)

11% 15% 
 
＊ 
 いきいきとし

た交流の促進 バリアフリー化し
た市営住宅ストッ

クの割合 

13% 
(15年度) 15% 15% 17% ☆☆☆

市民とともに

すすめる住ま

い・まちづく

り 

住宅の改善に関す

る情報の不足で困

っている世帯の割

合 

9% 
（10年度）

8% 
(15年度
参考値) 

8% 6% ＊ 

住 

宅 

安全で快適な

住宅地の整備 

住宅市街地総合整

備事業区域（5 地
区）での道路・公

園の整備面積 

1.0ha 
(14年度末) 1.38ha 1.3ha 2.6ha ☆☆☆

 



Ⅳ 数値目標の進状況一覧 

 

 - 174 -

 
目標値 部

門 施 策 数値目標 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 

1 日の公共交通機
関の利用者数 

297万人 
（12年度）

282万人
(16年度) 312万人 327万人 

 

☆ 

 

地下鉄の営業キロ
79.0km 

(14年度末) 89.1km 89.1km 89.1km 
 

☆☆☆

 

都市の活力と

魅力を生み出

す総合交通体

系の形成 
整備中路線におけ

る自動車の平均旅

行速度 

18km/h 
（14年度） 21km/h 23km/h 25km/h ☆☆ 

年間交通事故死者

数 
69人 
（15年）

65人 
（18年）

70人未満 
（18年） 

60人未満 
（22年） 

 
☆☆☆

 
人にやさしく

安全で快適な

交通体系の形

成 
コミュニティ道路

の整備路線数 
288路線 

(14年度末) 326路線 337路線 381路線 
 
☆☆ 

 

市内で実用化した

ITS施策数 
4施策 
（15年度） 9施策 10施策 13施策 

 

☆☆☆

 
環境にやさし

い交通体系の

形成 駅周辺の自転車等

放置台数 
35,000台 
（14年度）

30,693 
台 

33,000 
台 

24,500 
台 

 

☆☆☆

 

交 

通 

広域交通ネッ

トワークの強

化 

環状を形成する自

動車専用道の整備

率 

27.4% 
(15年度末) 58% 58% 63% 

 

☆☆☆

 

国際競争力の

高い港づくり 

外貿コンテナ貨物

の年間取扱個数 
179万個 
（14年）

251万個
(18年) － 208万個 

(22年) 

 
☆☆☆

 港 

湾 活力･親しみ･
環境と共生す

る港づくり 

ガーデンふ頭およ

び金城ふ頭の来港

者数 

410万人 
（14年度） 621万人 － 580万人 

 
☆☆☆

 

中部国際空港の年

間航空旅客数 
1,057万人
（14年度） 1,199万人 1,210万人 

(17年度) 1,430万人 
 
☆☆☆

 

新交流時代に

ふさわしい中

部国際空港の

整備と国際・

広域交流の促

進 

中部国際空港の年

間航空貨物量 
18万トン
（14年度） 28万トン 32万トン 

(17年度) 38万トン 
 
☆☆ 

 

空 

港 

利便性が高い

アクセスの整

備 

中部国際空港への

所要時間（鉄道）

－ 
 

28分 
 

28分 
(16年度) 

28分 
 

 

☆☆☆
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目標値 部

門 施 策 数値目標 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 

電子的に受付可能

な申請・届出件数

の割合 
－ 0％ 50% 80% 

 
☆ 
 

市民サービス

の向上と行政

の効率化 市税申告における

電子申告の利用率
－ 0.7％ 33% 60% 

 
☆ 
 

豊かで活力あ

る地域の情報

化 

ケーブルテレビ加

入率 
39% 

(14年度末) 49.6% 44% 50% 
 
☆☆☆

 

情
報
・
通
信 

安全な情報環

境づくり 

システム監査の実

施割合 － 77.8% 100% 100% 
 
☆☆☆

 

水 

安定した給水

サービスの提

供 

より安全でおいし

い水が供給されて

いる割合 

82.8% 
（14年度） 87.8% 86% 90% 

 
☆☆☆

 
 
第5章 市民の経済 

目標値 部
門
施 策 数値目標 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 

多様なリーデ

ィング産業群

の育成 

新産業分野に関す

る事業所数 

3,946 
事業所 
（13年度）

3,633 
事業所 
（16年度
  参考値）

4,400 
事業所 

4,800 
事業所 ＊ 

独創的な中小

企業の育成 

新事業支援センタ

ーを通じて新規開

業した中小企業数

29社 
(14年度末) 108社 129社 229社 

 
☆☆ 

 

研究開発の促

進 

なごやサイエンス

パークテクノヒル

名古屋における企

業誘致の進率 

4.2% 
（14年度） 67.6% 36.4% 100% ☆☆☆

産
業
振
興 

活気と魅力に

あふれた地域

商業地づくり 

商店街振興組合の

助成制度の利用割

合 

73.7% 
（15年度） 78.9% 75% 80% 

 
☆☆☆

 
特色や魅力を

生かした集客

力の向上 

観光施設の年間入

込客数 
2,092万人
(14年度) 

2,152 
万人 

2,150 
万人 

2,200 
万人 

 
☆☆☆

 
観光・コンベ

ンション都市

としての交流

の促進 

国際会議の年間開

催件数 
167件 

(14年度) 
236件 

(17年度) 190件 200件 ☆☆☆

愛・地球博の入場

者数 － 
2,205万人
(17.3.25 
～17.9.25)

1,500 
万人 

(17年度) 
－ 

 
☆☆☆

 

観
光
・
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン 

2 0 0 5年日本
国際博覧会の

推進 
ネキスポシティ･

シンフォニーの参

加数 

32 
グループ 
（14年度）

3,497 
グループ

(17.3.25 
～17.9.25)

1,000 
グループ 
(17年度) 

－ ☆☆☆
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目標値 部

門 施 策 数値目標 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 

市内産園芸作物の

販売数量 
7,210トン
(14年度末)

6,053 
トン 

7,300 
トン 

7,400 
トン 

 
☆ 
 安定した農業

基盤の確保 
農業用水路の改良･

整備延長 
60.3km 

(14年度末) 66.2km 67.5km 71.5km 
 
☆☆☆

 

都
市
農
業 

ふれあい農業

の推進 

都市農業のサポー

ターとなる農業ボ

ランティアの数 

80人 
（14年度） 208人 150人 200人 ☆☆☆

消費生活の安

定･向上 

消費生活センター

の相談来所者の満

足度 

83% 
（14年度） 93% 90% 90% ☆☆☆

生鮮食料品等

の安定供給 

中央卸売市場の年

間取扱数量 

968,850 
トン 
（14年度）

845,206
トン 

975,600 
トン 

978,400 
トン 

 
☆ 
 

消
費
者
・
勤
労
者 勤労者福祉の
増進 

ホームページ「な

ごやかワーク」の

アクセス件数 

15,163件
（14年度）

19,033 
件 

20,000 
件 

25,000 
件 ☆☆☆

 
第6章 人権と市民サービス 

目標値 部
門
施 策 数値目標 計画策定時

の数値 
18年度 
実績値 18年度 22年度 

進 
状況 

人権 

基本的人権が尊重

されている社会だ

と思う市民の割合

55.8% 
（14年度） 53.5% 64% 72% ☆ 

広報なごやの満足

度 
73% 
（14年度）

79% 
(参考値) 80% 90% 

 
＊ 
 

人
権
と
市
民
サ
ー
ビ
ス 
市民サービス 

市ホームページの

総アクセス件数 
1,410万件
（14年度）

2,995 
万件 

3,000 
万件 

6,000 
万件 

 
☆☆☆
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